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司法書士 2 無断複製・転載を禁じます 

問題 平成31年３月１日，司法書士法務花子は，関係する当事者の全員から，「被相続人Ａが

別紙２のとおり平成31年１月１日に死亡しましたので，別紙１の建物（以下，「甲建物」

という。）についてすることができる登記，並びに平成31年２月25日に別紙４のとおりの

売買契約がされたので，その旨の登記の手続をお願いしたい。」との依頼を受けるととも

に，別紙１から別紙４までの書類の提示を受けた。 

司法書士法務花子は，当事者から登記の申請手続に必要となる書類を受領し，甲建物の

登記記録を確認するなど必要な検討を行い，翌日，管轄登記所に書面を提出する方法によ

り，登記の申請を行った。 

なお，その他の事実関係については，後記〔事実関係に関する補足〕に記載したとおり

である。 

以上に基づき，後記の問いに答えなさい。 

 

〔事実関係に関する補足〕 

１ 登記申請に当たって法律上必要となる手続は，登記の申請までに全てされている。 

２ 亡Ａの相続人は，別紙２及び別紙３に判明する者以外には存しない。 

３ 司法書士法務花子は，複数の登記の申請をする場合には，申請件数及び登録免許税の

額が最も少なくなるように登記を申請している。 

４ 甲建物に係る不動産の価額は1,567万円である。 

５ 東京法務局中野出張所は，平成17年９月20日に不動産登記法附則第６条第１項に規定

する法務大臣の指定（いわゆるオンライン庁の指定）を受けている。 

 

問 司法書士法務花子が，別紙１から別紙４までに基づき，平成31年３月２日に１件目に

申請した登記の申請情報のうち，登記の目的，登記原因及びその日付，申請人の氏名又

は名称，適用法令，添付情報並びに登録免許税額を答案用紙の第１欄に記載しなさい。

また，２件目に申請した登記の申請情報のうち，登記の目的，登記原因及びその日付，

申請人の氏名又は名称，添付情報並びに登録免許税額を答案用紙の第２欄に記載しなさ

い。 

 

（答案作成に当たっての注意事項） 

１ 問いの解答は，次の要領で行う。 

⑴ 申請人の氏名又は名称欄に解答を記載するに当たっては，「権利者」，「申請人」，

「（被代位者）」等の表示も，記載するほか，持分の表示が必要な場合は，持分の表示
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も，記載する。 

 なお，申請人の住所は記載することを要しない。 

⑵ 添付情報欄の解答は，次の要領で行う。 

ア 解答欄にあらかじめ記載された情報について，法令上提供することを要しない場

合には「不要」を，それ以外の場合には「要」を，それぞれ○で囲む。 

イ 登記原因証明情報を除き，アで「要」を選んだ場合には，その情報が別紙のもの

であるときは，（ ）内に，例えば「別紙２」のように，添付情報を特定して記載

する。添付情報が別紙以外の情報となるときは，（ ）内に，例えば「Ａの印鑑証

明書」のように，具体的な添付情報の内容を記載する。登記識別情報を記載するに

当たっては，「株式会社Ｘの甲区２番の登記識別情報」のように特定して記載する。 

ウ 解答欄にあらかじめ記載されていない情報を添付情報として提供しなければなら

ないときは，「その他」の次の（ ）内に，例えば「変更を証する情報」のように，

添付情報の種類を特定して記載する。 

「その他」の次の（ ）内に記載すべき添付情報がない場合には，当該欄に「な

し」と記載する。 

エ 「前件添付」，「添付省略」等の記載はしない。 

⑶ 登録免許税額の算出について，登録免許税法以外の法令による税の減免の規定の適

用はないものとする。  

２ 別紙は，いずれも，実際の様式とは異なる。また，別紙には，記載内容の一部が省略

されているものがあり，別紙を含め，登記の申請に必要な添付情報は，いずれも法律上

適式に作成されているものとする。 

３ 数字を記載する場合には，算用数字を使用すること。 

４ 記載すべき事項がない欄には，「なし」と記載すること。 

５ 訂正，加入又は削除をしたときは，押印や字数を記載することを要しない。ただし，

訂正は，訂正すべき字句に横線を引き，近接箇所に訂正後の字句を記載し，加入は，加

入する部分を明示して行い，削除は，削除すべき字句に線を引いて，訂正，加入又は削

除をしたことが明確に分かるように記載すること。 
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別紙１ 甲建物の現在事項証明書 
 

表題部 （主である建物の表示） 調製 余白 不動産番号 【略】 

所在図番号 余白 

所在 中野区南台三丁目 ３番地２  余白 

家屋番号 ３番２  余白 

① 種  類 ② 構 造 ③ 床 面 積 ㎡ 原因及びその日付〔登記の日付〕 

店舗 鉄筋コンクリート造 

陸屋根２階建 

１階 350 

２階 280 

32 

50 

平成30年10月１日新築 

〔平成30年10月７日〕 

所有者 東京都中野区東中野五丁目６番７号    Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これは登記記録に記録されている事項の全部を証明した書面である。ただし，登記記録の甲

区及び乙区に記録されている事項はない。 

 

平成31年３月１日 

 

東京法務局中野出張所            登記官    ○ ○ ○ ○  印 
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別紙２ 亡Ａの戸籍の全部事項証明書 
 

本  籍 

氏  名 

東京都中野区東中野五丁目６番 

Ａ 

戸籍事項 

 戸籍改製 

 

（省略） 

戸籍に記録されている者 

  除  籍  

【名】 Ａ 

【生年月日】 昭和36年９月１日 

身分事項 

 出  生 

 婚  姻 

 

 死  亡 

 

【出生日】昭和36年９月１日 

【婚姻日】昭和61年１月20日 

【配偶者氏名】Ｂ 

【死亡日】平成31年１月１日 

戸籍に記録されている者 

 

【名】 Ｂ 

【生年月日】 昭和36年３月20日 

身分事項 

 出  生 

 婚  姻 

 

 配偶者の死亡 

 

【出生日】昭和36年３月20日 

【婚姻日】昭和61年１月20日 

【配偶者氏名】Ａ 

【配偶者の死亡日】平成31年１月１日 

戸籍に記録されている者 

  除  籍  

 

 

 

【名】 Ｃ 

【生年月日】 昭和63年４月７日 

【父】Ａ 

【母】Ｂ 

【続柄】長男 

身分事項 

 出  生 

 婚  姻 

 

【出生日】昭和63年４月７日 

【婚姻日】平成24年10月１日 

【配偶者氏名】Ｄ 

 

   これは，戸籍に記録されている事項の全部を証明した書面である。 

  平成31年１月30日 

                東京都中野区長  △ △ △ △    印  
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別紙３ Ｃの戸籍の全部事項証明書 
 

本  籍 

氏  名 

東京都中野区東中野三丁目８番 

Ｃ 

戸籍事項 

 戸籍改製 

 

（略） 

戸籍に記録されている者 

 

【名】 Ｃ 

【生年月日】 昭和63年４月７日 

身分事項 

 出  生 

 婚  姻 

 

 

【出生日】昭和63年４月７日 

【婚姻日】平成24年10月１日 

【配偶者氏名】Ｄ 

戸籍に記録されている者 

 

【名】 Ｄ 

【生年月日】 昭和63年７月５日 

身分事項 

 出  生 

 婚  姻 

 

 

【出生日】昭和63年７月５日 

【婚姻日】平成24年10月１日 

【配偶者氏名】Ｃ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   これは，戸籍に記録されている事項の全部を証明した書面である。 

  平成31年１月30日 

                 東京都中野区長  △ △ △ △    印  
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別紙４ 売買契約証書 

 

売買契約証書 

 

売主Ｂ（以下，「甲」という），買主Ｄ（以下，「乙」という）の間において，次のとお

り不動産の売買契約を締結した。 

 

１．甲は，その所有に係る後記記載の不動産の甲の持分の全部を，代金金800万円をもっ

て乙に売り渡した。 

２．乙は，本日，本件売買契約による売買代金の全額を甲に支払った。 

３．売渡不動産について，将来乙の迷惑となるべき事由が発生したときは，すべて甲の責

任において処理し，乙には一切迷惑をおよぼさない。 

 

 上記契約を証するため，この証書２通を作成して当事者において署名捺印し，各自保存

するものとする。 

 

平成31年２月25日 

東京都中野区東中野五丁目６番７号 

売主（甲）   Ｂ    ㊞ 

東京都中野区東中野三丁目８番８号 

買主（乙）   Ｄ    ㊞ 

不動産の表示 

所  在 東京都中野区南台三丁目 ３番地２ 

家屋番号 ３番２ 

種  類 店舗 

構  造 鉄筋コンクリート造陸屋根２階建 

床 面 積 １階 350.32㎡ 

     ２階 280.50㎡ 

（Ｂ持分２分の１） 
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第１欄 １件目 

登記の目的  

登記原因及びその日付  

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

適用法令  

添付情報 登記識別情報    （ 要 ・ 不要 ） 

  

 登記原因証明情報  （ 要 ・ 不要 ） 

 印鑑証明情報    （ 要 ・ 不要 ）  

  

 代理権限証明情報  （ 要 ・ 不要 ） 

   

 

 その他 

  

  

 

登録免許税  
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第２欄 ２件目 

登記の目的  

登記原因及びその日付  

申請人の氏名又は名称 

 

 

添付情報 登記識別情報    （ 要 ・ 不要 ） 

   

 登記原因証明情報  （ 要 ・ 不要 ） 

 印鑑証明情報    （ 要 ・ 不要 ）  

   

 代理権限証明情報  （ 要 ・ 不要 ） 

  

 

 その他 

   

 

登録免許税  
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【解答例】 

第１欄 １件目 

登記の目的 所有権保存 

登記原因及びその日付 なし 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

所有者 （被相続人 Ａ） 

 持分２分の１ Ｂ 

   ２分の１ Ｃ 

適用法令 不動産登記法第74条第１項第１号 

添付情報 登記識別情報    （ 要 ・ 不要 ） 

  

 登記原因証明情報  （ 要 ・ 不要 ） 

 印鑑証明情報    （ 要 ・ 不要 ）  

  

 代理権限証明情報  （ 要 ・ 不要 ） 

 Ｂ及びＣの委任状 

 

 その他 

 住所を証する情報 

 相続を証する情報 

 

登録免許税 金６万2,600円 
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第２欄 ２件目 

登記の目的 Ｂ持分全部移転 

登記原因及びその日付 平成31年２月25日売買 

申請人の氏名又は名称 

 

権 利 者 持分２分の１ Ｄ 

 義務者 Ｂ 

添付情報 登記識別情報    （ 要 ・ 不要 ） 

 Ｂの甲区１番の登記識別情報 

 登記原因証明情報  （ 要 ・ 不要 ） 

 印鑑証明情報    （ 要 ・ 不要 ）  

 Ｂの印鑑証明書 

 代理権限証明情報  （ 要 ・ 不要 ） 

 Ｄの委任状，Ｂの委任状 

 

 その他 

 住所を証する情報 

 

登録免許税 金15万6,700円 
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司法書士 14 無断複製・転載を禁じます 

Ⅰ 本問において申請すべき登記の判断 

① 別紙１ 

別紙１は，甲建物についての登記記録である。 

 

表題部 （主である建物の表示） 調製 余白 不動産番号 【略】 

所在図番号 余白 

所在 中野区南台三丁目 ３番地２  余白 

家屋番号 ３番２  余白 

① 種  類 ② 構 造 ③ 床 面 積 ㎡ 原因及びその日付〔登記の日付〕 

店舗 鉄筋コンクリート造 

陸屋根２階建 

１階 350 

２階 280 

32 

50 

平成30年10月１日新築 

〔平成30年10月７日〕 

所有者 東京都中野区東中野五丁目６番７号    Ａ 

 

甲建物の登記記録の内容においては，表題部に「平成30年10月１日新築」を登記原因と

して，Ａを所有者とする建物の表題登記がされている。一方，甲建物について権利部は設

けられておらず，権利に関する登記はされていないことがわかる。 

 

② 別紙２ 

別紙２は，Ａを筆頭者とする戸籍の全部事項証明書である。 

 

本  籍 

氏  名 

東京都中野区東中野五丁目６番 

Ａ 

戸籍事項 

 戸籍改製 

 

（略） 

戸籍に記録されている者 

  除  籍  

【名】 Ａ 

【生年月日】 昭和36年９月１日 

身分事項 

 出  生 

 婚  姻 

 

 死  亡 

 

【出生日】昭和36年９月１日 

【婚姻日】昭和61年１月20日 

【配偶者氏名】Ｂ 

【死亡日】平成31年１月１日 

戸籍に記録されている者 

 

【名】 Ｂ 

【生年月日】 昭和36年３月20日 
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身分事項 

 出  生 

 婚  姻 

 

 配偶者の死亡 

 

【出生日】昭和36年３月20日 

【婚姻日】昭和61年１月20日 

【配偶者氏名】Ａ 

【配偶者の死亡日】平成31年１月１日 

戸籍に記録されている者 

  除  籍  

 

 

 

【名】 Ｃ 

【生年月日】 昭和63年４月７日 

【父】Ａ 

【母】Ｂ 

【続柄】長男 

身分事項 

 出  生 

 婚  姻 

 

【出生日】昭和63年４月７日 

【婚姻日】平成24年10月１日 

【配偶者氏名】Ｄ 

 

まず，Ａは，当該戸籍の全部事項証明書において「除籍」されており，平成31年１月１

日に死亡した旨の記載がされている。そのため，甲建物の表題部所有者であるＡは既に死

亡していることがわかる。 

そして，Ａの相続人を特定すると，当該戸籍の全部事項証明書の（配偶者）Ｂは，平成

31年１月１日の時点で死亡している旨の記載はないので，配偶者としてＡの相続人となる。 

次に，当該戸籍の全部事項証明書には，Ａの子であるＣが記載されている。しかし，Ｃ

は，平成24年10月１日の婚姻により当該戸籍を除籍されており，その死亡の有無等は当該

戸籍の全部事項証明書では明らかとはならない。 

 

③ 別紙３ 

別紙３は，Ｃを筆頭者とする戸籍の全部事項証明書である。 

 

本  籍 

氏  名 

東京都中野区東中野三丁目８番 

Ｃ 

戸籍事項 

 戸籍改製 

 

（略） 

戸籍に記録されている者 

 

【名】 Ｃ 

【生年月日】 昭和63年４月７日 
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身分事項 

 出  生 

 婚  姻 

 

 

【出生日】昭和63年４月７日 

【婚姻日】平成24年10月１日 

【配偶者氏名】Ｄ 

戸籍に記録されている者 

 

【名】 Ｄ 

【生年月日】 昭和63年７月５日 

身分事項 

 出  生 

 婚  姻 

 

 

【出生日】昭和63年７月５日 

【婚姻日】平成24年10月１日 

【配偶者氏名】Ｃ 

 

当該戸籍は，ＣとＤが婚姻したことによりＣを筆頭者として設けられた戸籍である。そ

して，当該戸籍の全部事項証明書において，Ｃにつき平成31年１月１日の時点で死亡した

旨等の記載はないため，ＣはＡの子として相続人となる。 

→ 亡Ａの相続人は別紙２及び別紙３に判明する者以外には存しない（事実関係に関す

る補足２）。 

そのため，Ａの相続人は，配偶者Ｂおよび子Ｃであり，各自の相続分は２分の１となる。 

 

④ 別紙４ 

別紙４は，ＢとＤの間の平成31年２月25日付けの売買契約証書である。 

当該売買契約においては，甲建物のＢの持分２分の１をＤに売り渡す旨の合意がされて

いる。当該売買契約において，買主Ｄは契約と同時に売買代金の全額を支払っており，所

有権の移転の時期についての特約等はないので，売買契約の締結された日にＤに持分権が

移転する。 

 

〈本問において申請する登記の検討〉 

まず，甲建物については所有権の登記がされていないので，所有権の保存の登記を申請する。 

甲建物の表題部所有者はＡであるが，Ａは平成31年１月１日に死亡している。本問におい

ては，問題文の〔事実関係に関する補足〕３で「司法書士法務花子は，複数の登記の申請を

する場合には，申請件数及び登録免許税の額が最も少なくなるように登記を申請してい

る。」との指示がされている。 

甲建物については，表題部所有者であるＡの名義とする所有権の保存の登記を申請した後

に，相続を登記原因として，ＢとＣへの所有権の移転の登記を申請することもできるが，申
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請件数および登録免許税の額が最も少なくなる方法によることを要するので，直接Ｂおよび

Ｃの共有の名義とする所有権の保存の登記（持分各２分の１）を申請する。 

そして，その後に「平成31年２月25日売買」を登記原因として，Ｂの持分のＤへの移転の

登記を申請する。この場合，Ｂの持分については，Ｄは特定承継（売買）により取得したも

のであり，また，ＤはＡの相続人ではないので，当該持分については，直接Ｄの名義とする

所有権の保存の登記を申請することはできない。 

 

Ⅱ 申請情報の作成 

（第１欄） 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「所有権保存」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

不動産登記法74条１項１号の規定に基づく所有権の保存の登記であるので，記載するこ

とを要しない（不登令§３⑥かっこ書）ので「なし」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①⑨） 

被相続人Ａの氏名をかっこ書で記載し，Ｂ，Ｃの氏名，住所および持分を記載する。 

エ 適用法令（不登令別表28申請情報欄イ） 

表題部所有者の相続人が申請するので，「不動産登記法第74条第１項第１号」と記載す

る。 

オ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

ＢおよびＣから司法書士への委任状を添付する。 

② 相続その他の一般承継による承継を証する情報（不登令別表28添付情報欄イ） 

亡Ａの戸籍の全部事項証明書，ＢおよびＣの戸籍の一部事項証明書等を添付する。 

③ 住所証明情報（不登令別表28添付情報欄ニ） 

ＢおよびＣの住民票の写し等を添付する。 

カ 課税価額（不登規則§189Ⅰ） 

甲建物の価額金1,567万円である。 

キ 登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

課税価額金1,567万円に，所有権の保存の登記の税率1000分の４（登税別表第1.1⑴）を

乗ずると金６万2,680円となり，ここから100円未満の端数を切り捨てた（国税通則§119

Ⅰ）金６万2,600円である。 
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（第２欄） 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「Ｂ持分全部移転」と記載する。共有者の１人の持分の移転の登記であるので，移転す

る持分にかかる共有者の氏名をもって特定するとともに，その持分がどれだけ移転するの

かを登記の目的において明示する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成31年２月25日売買」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①⑪ホ） 

登記権利者としてＤの氏名および住所ならびに移転する持分を記載し，登記義務者とし

てＢの氏名および住所を記載する。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22） 

Ｂの甲建物の甲区１番の登記識別情報を提供する。なお，Ｂの名義とする所有権の保

存の登記と当該持分の移転の登記は同時に申請するので，実際に登記識別情報を提供す

ることはできないが，提供されたものとみなされる（不登規則§67）。 

② 登記原因証明情報（不登§61，不登令別表30添付情報欄イ） 

売買によりＤに甲建物の持分が移転した旨を証する書面を添付する。 

③ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

Ｄから司法書士への委任状，Ｂから司法書士への委任状を添付する。 

④ 印鑑証明情報（不登令§18ⅡⅢ） 

Ｂが委任状に押印した印鑑について，市区町村長の作成に係る作成後３か月以内の証

明書を添付する。 

⑤ 住所証明情報（不登令別表30添付情報欄ロ） 

Ｄの住民票の写し等を添付する。 

オ 課税価額（不登規則§189Ⅰ） 

甲建物の価額金1,567万円に移転する持分の割合２分の１を乗じた金783万5,000円であ

る。 

カ 登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

課税価額金783万5,000円に，売買による所有権の移転の登記の税率1000分の20（登税別

表第1.1⑵ハ）を乗じた金15万6,700円である。 
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Ⅲ 完了後の登記記録 

 

権 利 部（ 甲 区 ）（ 所 有 権 に 関 す る 事 項 ） 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項 

１ 所有権保存 平成31年３月２日 

第3600号 

共有者 東京都中野区東中野五丁目６番７号 

 持分２分の１ Ｂ 

 東京都中野区東中野三丁目８番８号 

２分の１ Ｃ 

２ Ｂ持分全部移転 平成31年３月２日 

第3601号 

原因 平成31年２月25日売買 

共有者 東京都中野区東中野三丁目８番８号 

 持分２分の１ Ｄ 
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［参考］記述式基本講義 
 

不動産登記法 記述式 第１回  所有権 

 

【記述式問題の解答の前提として 申請情報，添付情報全般等】 
 

〈記述式解答のためのポイント〉 

 

 記述式の問題において，申請情報の内容として提供する事項，添付情報に関する論点，登録

免許税に関する論点は必ず出題される論点である。 

 

 そのため，記述式についての各論点の解説の前に，申請情報の内容として提供する事項，添付情報の全般に

ついて解説し，個々の登記において重要な添付情報については，各登記において改めて解説する。 

 （登録免許税については，各登記に係る税率を登録免許税法の別表で確認していただきたい。） 

 

・申請情報の内容として提供する事項 

 登記の申請は，申請人の氏名または名称および住所や，登記の目的，申請の目的となる

不動産を識別するために必要な事項（申請情報）を登記所に提供してする（不登§18）。 

 申請情報とは，登記の申請をする場合に登記所に提供しなければならない事項である（不

登令§３）。 

 

⑴ 登記の目的（不登令§３⑤） 

登記の目的は，権利に関する登記の登記事項であり（不登§59①），登記の対象となる

権利と権利の変動の内容等を端的に示すものである。 

売買による所有権の移転の登記を申請するときは「所有権移転」，抵当権の設定の登記

を申請するときは「抵当権設定」のように提供する。また，既存の登記について変更や更

正の登記，登記の抹消を申請するときは，変更等にかかる権利の登記における順位番号を

もって特定して「１番抵当権変更」「２番抵当権抹消」のように提供する。 
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⑵ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

登記の原因となる事実または法律行為とその効力が生じた日である。 

売買による所有権の移転の登記であれば「平成31年３月１日売買」のように提供する。 

→ 具体的な登記原因やその日付の特定については，各登記における解説を参照。 

→ 敷地権付き区分建物について転得者の名義とする所有権の保存の登記（不登§74Ⅱ）以外の所有権の

保存の登記においては，登記原因およびその日付を提供することを要しない（不登令§３⑥かっこ書）。 

 

⑶ 登記事項 

不動産登記法および不動産登記令別表の申請情報欄の規定において，各登記における権

利の内容として登記することを要するものとして定められている事項である。 

→ 具体的な登記事項については，各登記における解説を参照。 

 

⑷ 申請人の氏名または名称および住所（不登令§３①） 

申請人が自然人であるときは氏名および住所，申請人が法人であるときは名称および住

所を提供する。 

 

⑸ 申請人が法人であるときは，その代表者の氏名（不登令§３②） 

法人における代表権がある者が有効に申請していることを表す趣旨で，代表者の氏名を

提供する。 

→ 記述式の問題においては，申請人の住所や代表者の氏名の記載を要しないとすることが多いが，問

題文の注意書にその指示がないときには記載を要するので，注意書の記載は読み落としをしないよう

に注意を要する。 

 

⑹ 持分（不登令§３⑨，⑪ホ） 

権利の保存，設定または移転の登記を申請するときに，登記名義人となる者が２人以上

あるときは，その持分を提供する。 

→ 根質権，根抵当権，信託の登記を除く。 

また，権利の一部（共有持分の全部を含む）を移転する登記を申請するときにも，移転

する持分を提供する。 
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⑺ 民法423条その他の法令の規定により他人に代わって登記を申請するときは，申請人が代

位者である旨，当該他人の氏名または名称および住所ならびに代位原因（不登令§３④） 

代位者の表示については， 

「代位者（申請人） ○市○町五丁目５番５号 Ｘ」 

として提供し（不登令§３①），被代位者である者の表示を 

「権利者（被代位者） ○市○町一丁目１番１号 Ａ」のように提供する。 

代位原因とは，債権者代位権の発生原因，つまり保全される基本債権の発生原因をいう。 

たとえば，ＡからＢ，ＢからＣに対して売買により所有権が移転したが，いまだ登記名

義がＡにある場合に，ＣがＢに代位して，ＡからＢへの所有権の移転の登記を申請すると

きは，代位原因として「平成31年２月１日売買の所有権移転登記請求権」のように提供す

る。 

 

⑻ 申請人が登記権利者または登記義務者（登記権利者および登記義務者がない場合にあっ

ては，登記名義人）でないときは，登記権利者，登記義務者または登記名義人の氏名また

は名称および住所（不登令§３⑪イ） 

「申請人が登記権利者または登記義務者でないとき」とは，たとえば，仮登記の登記上

の利害関係人が仮登記の登記名義人の承諾を得て仮登記の抹消を単独で申請する場合（不

登§110後段）等がある。 

 

⑼ 権利に関する登記の申請人が相続人その他の一般承継人である旨等（不登令§３⑪ロハ） 

相続人その他の一般承継人が登記を申請するとき（不登§62）は，相続人等である旨を

提供する。また，登記名義人となる登記権利者の相続人が登記を申請するときは，登記権

利者である被相続人の氏名または名称と一般承継時における住所を提供する。 

 

登記権利者の相続人が登記を申請するときは 

「権利者  ○市○町一丁目１番１号 （亡）Ａ 

上記相続人  ○市○町二丁目２番２号 Ｂ」のように提供する。 

※ 被相続人は登記名義人となるので，その氏名および一般承継時の住所を申請情報

の内容として明らかにしておく必要がある。 

 

登記義務者の相続人が登記を申請するときは 

「義務者 亡Ａ相続人  ○市○町二丁目２番２号 Ｂ」のように提供する。 
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⑽ 権利の消滅に関する定めまたは共有物分割禁止の定めがあるときは，その定め（不登令

§３⑪ニ） 

→ なお，ＡからＢＣへの不動産の売買契約と同時に，ＢＣの間で共有物の分割禁止の定めがされたと

きでも，所有権の移転の登記の申請情報の内容として共有物分割禁止の特約を提供することはできな

い（先例昭49.12.27－6686参照）。この場合は，ＡからＢＣへの所有権の移転の登記を申請した後に，

共有物分割禁止の特約による所有権の変更の登記を申請する（具体的な申請情報の内容については，

【共有の不動産についてする登記】の項を参照）。 

 

⑾ 登記識別情報を提供することができないときはその理由（不登令§３⑫） 

たとえば，登記識別情報が通知されなかった場合には（不登準則§42Ⅰ⑴）「不通知」

のように提供する。 

→ 登記識別情報を提供することができない正当な理由としては，不動産登記事務取扱手続準則42条１

項を参照。 

 

※ 一の申請情報による登記 

申請情報は，登記の目的および登記原因に応じ，一の不動産ごとに作成して提供しなけ

ればならない（不登令§４本文）。 

ただし，同一の登記所の管轄区域内にある２以上の不動産について，登記の目的ならび

に登記原因およびその日付が同一である登記を申請するとき，その他法務省令で定めると

きには，数個の登記を一の申請情報によって申請することが認められている（同ただし書，

不登規則§35⑧⑩）。また，同一の不動産について申請する２以上の登記についての登記

の目的ならびに登記原因およびその日付が同一であるときにも，これら数個の登記を一の

申請情報によって申請することが認められている（不登規則§35⑧⑨）。 

→ 一の申請情報により申請することができる登記を，２件に分けて申請していると，その登記は却下

事由には該当しないが，記述式の問題では減点の対象となる可能性が高いので，その申請の可否につ

いてきちんと整理をしておく必要がある。 

 

〈一の申請情報により申請することができる登記の例〉 

・ 所有権の登記名義人Ａの氏名に錯誤があり，かつ，Ａがその住所を移転したことか

らする，所有権の登記名義人の氏名の更正の登記と住所の変更の登記は，一の申請情

報で申請することができる（不登規則§35⑧）。 
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・ 同一の登記所の管轄に属するＡ名義の甲土地および乙土地についてする，所有権の

登記名義人の住所の変更の登記は，一の申請情報で申請することができる（不登規則

§35⑧）。 

・ 同一の不動産に株式会社Ａを登記名義人として設定の登記がされている数個の抵当

権について，株式会社Ａが株式会社Ｂに吸収合併されたことから，合併を登記原因と

してする抵当権の移転の登記は，一の申請情報で申請することができる（不登規則§

35⑨）。 

・ 同一の登記所の管轄に属する甲土地および乙土地に，同一の債権を担保するために

設定の登記がされている抵当権について，弁済を登記原因としてする抵当権の登記の

抹消は，一の申請情報で申請することができる（不登規則§35⑩）。 

・ 同一の登記所の管轄に属するＡ名義の甲土地およびＢ名義の乙土地に設定の登記が

されている共同根抵当権についてする全部譲渡による移転の登記は，設定者Ａおよび

Ｂの承諾が異なる日にされたときでも，一の申請情報で申請することができる（不登

規則§35⑩）。 

 

 

・添付情報 

 添付情報とは，登記の申請をする場合において，不動産登記法その他の法令の規定により

申請情報と併せて提供しなければならないとされている情報をいう。 

 

⑴ 登記原因証明情報（不登§61，不登令§７Ⅰ⑤ロ） 

権利に関する登記においては，不動産登記令７条３項に掲げられた登記を除き，登記原

因証明情報を提供しなければならない。登記原因とは，登記の原因となる事実または法律

行為をいうものとされている。 

→ 記述式の問題においては，登記原因証明情報の適格性の判断を問う問題が出題される可能性は少な

いが，別紙に掲げられた添付情報の内容から申請する登記を読み取ることができるようになる必要が

ある。 

→ 判決に基づく登記や相続または合併による権利の移転の登記（不登§63）のように，単独申請が認

められている登記については，登記原因証明情報が公的な証明情報等に限定されている。また，共同

申請による登記であっても，一定の登記については，先例等において，登記原因証明情報の内容が限

定されているものがある。 
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⑵ 登記識別情報（不登§22） 

共同申請による登記または不動産登記令８条に掲げる登記においては，登記義務者また

は登記名義人の登記識別情報を提供することを要する。 

→ 記述式の解答においては，提供する登記識別情報の特定（順位番号）が主な論点となる場合がある。

また，登記識別情報の通知がされていない登記を前提として，その登記の名義人が登記義務者となる

登記を申請する場合に，事前通知の手続によらないときには，本人確認情報等の提供を要するものと

なる（不登§23Ⅳ）。 

 

⑶ 資格証明情報（不登令§７Ⅰ①） 

申請人が法人であるときは，その代表者の資格を証する情報を提供することを要する。 

 

① 申請人が会社法人等番号を有する法人であるときは，当該法人の会社法人等番号を提

供しなければならない（不登令§７Ⅰ①イ）。そして，提供された会社法人等番号に基

づいて，登記官が代表者の資格を確認する。 

→ 申請情報の内容である申請人の名称（不登令§３①）の後に会社法人等番号を提供

する。 

具体的には， 

「権利者 ○○市○○町一丁目１番１号 

     株式会社○○ 

      （会社法人等番号 1234－56－789012） 

      代表取締役 甲野太郎 」 

のように提供する。 

また，添付情報の表示としては，「会社法人等番号」と提供するものとされている。 

→ 会社法人等番号を提供することにより，当該法人の住所を証する情報の提供は不要

となる（不登令§９，不登規則§36Ⅳ。ただし，住所の変更または錯誤もしくは遺漏

があったことを証する情報については，提供した会社法人等番号により，登記官がこ

れを確認することができる場合に限られる。）。 

→ その他，法人の合併による承継を証する情報，法人の名称の変更等を証する情報，

登記原因につき第三者の許可等を証する情報に併せて提供する法人の代表者の資格を

証する情報等については，会社法人等番号を提供することにより，これらの情報の提

供に代えることができる。 
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② 申請人が会社法人等番号を有する法人であるときでも，当該法人の代表者の資格を証

する登記事項証明書を提供したときは，会社法人等番号を提供することを要しない（不

登令§７Ⅰ①，不登規則§36Ⅰ）。 

→ 当該登記事項証明書は，作成後１か月以内のものであることを要する（同Ⅱ）。 

→ この場合，添付情報の表示として「登記事項証明書」と提供する。 

 

⑷ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

委任による代理人の場合は委任状，法定代理人による場合は戸籍の全部事項証明書や登

記事項証明書等を提供することを要する。 

→ 法定代理人の権限を証する情報（親権者の戸籍の全部事項証明書）や遺言執行者の権限を証する情

報（遺言書や家庭裁判所の選任審判書等）は，この不動産登記令７条１項２号の規定により提供する。

同条１項１号の「資格証明情報」を提供の根拠とするものではない。 

 

⑸ （書面申請による場合）印鑑証明書（不登規則§47③イ⑴～⑹） 

申請書（または代理人の権限を証する委任状）に押印した登記義務者の作成後３か月以

内の印鑑証明書を提供することを要する（不登令§16ⅠⅡⅢ，18ⅠⅡⅢ）。 

申請書を提出する方法により登記を申請する場合に印鑑証明書の提供を要する場合とは，

以下のとおりである。 

① 所有権の登記名義人（所有権に関する仮登記の登記名義人を含む）が登記義務者とな

る権利に関する登記を申請する場合（担保権（根抵当権および根質権を除く）の債務者

に関する変更の登記および更正の登記を除く） 

② 共有物分割禁止の定めに係る所有権の変更の登記を申請する場合 

③ 所有権の登記の抹消を申請する場合 

④ 信託法３条３号に掲げる方法によってされた信託による所有権の変更の登記を申請す

る場合 

⑤ 所有権に関する仮登記の登記名義人が単独で仮登記の抹消を申請する場合（共同申請

によるときは①に該当する） 

⑥ 登記識別情報の提供をすることなく，所有権の登記名義人が担保権（根抵当権および

根質権を除く）の債務者に関する変更の登記または更正の登記を申請する場合 

⑦ 所有権以外の権利の登記名義人であって，不動産登記法22条ただし書の規定により登

記識別情報を提供することなく当該登記名義人が登記義務者となる権利に関する登記も

しくは信託法３条３号に掲げる方法によってされた信託による権利の変更の登記を申請
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する場合 

→ 当該規定により提供する印鑑証明書は，作成後３か月以内のものであることを要する。 

 

⑹ 住所証明情報（不登令別表30添付情報欄ロ等） 

所有権の移転の登記や所有権の保存の登記等を申請するときは，登記名義人となる登記

権利者の現在の住所を証する情報（住民票の写し，法人の登記事項証明書等）を提供する

ことを要する。 

→ ただし，申請人が会社法人等番号を有する法人であり，会社法人等番号を提供して登記を申請して

いるときは，住所を証する情報である登記事項証明書を提供することを要しない（不登令§９，不登

規則§36Ⅳ）。 

 

⑺ 代位原因証明情報（不登令§７Ⅰ③） 

民法423条その他の法令の規定により他人に代わって登記を申請するときは，その代位

原因を証する情報を提供することを要する。代位原因証明情報は，代位債権の発生の原因，

すなわち債権発生の原因を証する情報であれば足りるとされている。 

→ ＡからＢ，ＢからＣに順次所有権が移転している場合に，未だ登記名義がＡにあり，Ｂが登記手続

に協力しないことから，Ｃが，Ｂに代位して，ＡとともにＡからＢへの所有権の移転の登記を申請す

るときは，ＢＣ間の売買契約証書が代位原因証明情報となる。 

 

⑻ 一般承継証明情報（不登令§７Ⅰ⑤イ） 

登記権利者，登記義務者または登記名義人の相続人その他の一般承継人が登記を申請す

るときは，相続その他の一般承継があったことを証する市区町村長，登記官その他の公務

員が職務上作成した情報を提供することを要する。 

→ 登記権利者の相続人から登記を申請するときは，相続人の一部の者から登記を申請することができ

るので，その者が相続人であることを証する情報を提供すれば足りる。 

 一方，登記義務者の相続人から登記を申請するときは，相続人の全員が登記を申請することを要す

るので，申請人が相続人の全員であることを証する情報を提供することを要する。 

 

⑼ 登記原因について第三者の許可等を証する情報（不登令§７Ⅰ⑤ハ） 

登記原因について第三者の許可，同意または承諾を要するときは，当該許可等があった

ことを証する情報を提供することを要する。 

農地法所定の許可を証する情報，未成年者の行為に対する法定代理人の同意を証する情
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報，法人における利益相反取引の承認にかかる取締役会議事録等が該当する。 

 

⑽ 登記上の利害関係を有する第三者の承諾を証する当該第三者が作成した情報（または当

該第三者に対抗することができる裁判があったことを証する情報） 

登記上の利害関係を有する第三者が存する登記を申請する際に，その者の承諾を証する

情報等を提供することを要する場合とは，①抹消された登記の回復の申請をする場合（不

登令別表27添付情報欄ロ），②所有権に関する仮登記に基づく本登記を申請する場合（不

登令別表69添付情報欄イ），③登記の抹消を申請する場合（不登令別表26添付情報欄へ），

④登記の一部抹消としての実質を有する所有権の更正の登記を申請する場合（不登令別表

26添付情報欄ヘ参照）である。 

また，権利に関する登記の変更，更正の登記を付記登記によってする場合にも，その利

害関係を有する第三者の承諾を証する情報を提供することを要する（不登§66，不登令別

表25添付情報欄ロ）。 

 

※ 法定相続情報一覧図（の写し） 

法定相続情報一覧図とは，相続人が，被相続人や相続人の戸籍等を基に，法定相続情報

一覧図を作成して登記所に提出し，登記官が必要な戸籍関係書類等一式が揃っているかど

うかを確認の上，法定相続情報一覧図と戸籍関係書類等一式を照合して，その法定相続情

報一覧図の写しを作成・認証し，相続人の必要な通数を交付するものであり，戸籍謄抄本

に代替するものである。 

そのため，相続人が登記所から法定相続情報一覧図（の写し）の交付を受けたときは，

相続を登記原因とする権利の移転の登記や、相続人が被相続人に代わって登記を申請する

際に提供することを要する戸籍謄抄本に代えて，当該法定相続情報一覧図（の写し）を提

供することができる。 

 

→ 法定相続情報一覧図の保管および写しの交付の申出は，①被相続人の本籍地もしくは

最後の住所地，②申出人の住所地，③被相続人を表題部所有者もしくは所有権の登記名

義人とする不動産の所在地を管轄する登記所の登記官に対してすることができる（不登

規則§247Ⅰ）。 

→ 法定相続情報一覧図の保管および写しの交付の申出をするときは，①法定相続情報一

覧図，②被相続人（代襲相続がある場合には，被代襲者を含む）の出生時からの戸籍お

よび除かれた戸籍の謄本または全部事項証明書，③被相続人の最後の住所を証する書面，
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④相続人の戸籍の謄本，抄本または記載事項証明書，⑤申出人が相続人の地位を相続に

より承継した者であるときは，これを証する書面，⑥申出書に記載されている申出人の

氏名および住所と同一の氏名および住所が記載されている市町村長その他の公務員が職

務上作成した証明書（当該申出人が原本と相違ない旨を記載した謄本を含む），⑦代理

人によって法定相続情報一覧図の保管および写しの交付の申出をするときは，当該代理

人の権限を証する書面を添付することを要する（不登規則§247Ⅲ）。そして，登記官は，

これら提出された書面によって法定相続情報の内容を確認し，かつ，その内容と法定相

続情報一覧図に記載された法定相続情報の内容が合致していることを確認したときは，

法定相続情報一覧図の写しを交付する（同Ⅴ）。 
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【所有権の保存の登記】 

 

記述式 過去問 Ｈ18 （表題部所有者の共有者の１人について相続が生じている場合の所

有権の保存の登記） 

        Ｈ３ （判決に基づく所有権の保存の登記） 

 

所有権の保存の登記とは，所有権の登記のされていない不動産についてする，初めての権利

に関する登記である。所有権の登記がされていない不動産について所有権の移転の登記や抵当

権の設定の登記等を申請するためには，その前提として所有権の保存の登記をしなければなら

ない。 

→ 所有権の保存の登記の申請をしないで抵当権の設定の登記等を申請すると，その申請は却下されること

になるので，記述式の問題においては大きな減点につながってしまう。 

 

 所有権の保存の登記は，不動産登記法74条において掲げられる申請適格を有する者以外の者

は申請することができない。 

 

所有権の保存の登記の申請適格を有する者は，以下のとおりである。 

① 表題部所有者（不登§74Ⅰ①前段） 

→ 表題部所有者が数名である場合に，共有者の１人は，自己の持分のみについての所有権

の保存の登記を申請することはできない（先例明32.8.8－1311）。 

 なお，共有者の１人は，共有物の保存行為（民§252ただし書）として，共有者全員の

名義とする所有権の保存の登記を単独で申請することができる（先例明33.12.18－1661）。 

 

② 表題部所有者の相続人その他の一般承継人（不登§74Ⅰ①後段） 

→ 表題部所有者の相続人については，相続による所有権の移転の登記とは異なり，中間の

相続が単独相続でなくても，直接現在の相続人の名義とする所有権の保存の登記を申請す

ることができる（質疑登研443Ｐ93）。 

 たとえば，表題部所有者Ａが死亡し，ＢとＣが共同してＡを相続した後，さらにＢが死亡してＤとＥが

Ｂを相続したときは，①亡Ａ名義，②亡ＢとＣの共有名義，③Ｃ，ＤおよびＥの共有名義のいずれの名義

でも所有権の保存の登記を申請することができる。 

→ 相続人が複数であるときは，相続人の１人が共有物の保存行為として（民§252ただし

書），相続人全員の名義とする所有権の保存の登記を申請することができる。ただし，相
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続人の１人の持分のみについて所有権の保存の登記を申請することはできない（質疑登研

484Ｐ121）。 
 

・記述式解答のためのポイント 

 登記手続においては，①②③のいずれの所有権の保存の登記をすることもできるが，記述式の解答に

おいては申請件数が少なくなる方法や登録免許税が低額となる方法によって解答するのが通常となる。

そのため，①または②による所有権の保存の登記を申請してしまうと減点となる可能性がある。 

 

→ （包括）遺贈により不動産の所有権を取得した者は，「表題部所有者の相続人その他の

一般承継人」には含まれない（質疑登研223Ｐ67）。 

→ 表題登記がされた不動産を第三者が時効取得した場合，表題部所有者の名義で所有権の

保存の登記を申請し，その後に時効取得を登記原因とする所有権の移転の登記を申請する

ことを要する（質疑登研383Ｐ92）。 

→ 表題部所有者の相続人の間で，相続人のうちの１人が不動産を単独で取得する旨の遺産

分割の協議がされたときは，その者の名義とする所有権の保存の登記を申請することがで

きる（質疑登研45Ｐ26）。 

→ 表題部所有者の相続人が存しないときは，相続財産の管理人が，相続財産法人の名義と

する所有権の保存の登記を申請することができる（先例昭29.4.7－710，質疑登研399Ｐ

82）。 

→ 合併により表題部所有者である法人を承継した法人は，直接自己の名義とする所有権の

保存の登記を申請することができる。 

 一方，会社分割により表題部所有者である法人（分割会社）から不動産の所有権を承継した法人（承継

会社）の名義とする所有権の保存の登記をすることはできず（質疑登研659Ｐ175），分割会社の名義とす

る所有権の保存の登記をした後に，会社分割を登記原因として，承継会社の名義とする所有権の移転の登

記を申請することを要する。 

 

③ 所有権を有することが確定判決によって確認された者（不登§74Ⅰ②） 

→ 当該判決は，給付，確認，形成のいずれの判決でもよく，原告の所有権が認められてい

るものであれば足りる（大判大15.6.23）。 

→ 所有権を確認する判決とは，判決の主文で原告の所有権が確認されている場合のみなら

ず，判決の理由中で原告の所有権が確認されている場合も含まれる（質疑登研170Ｐ101）。 

→ 当該判決は，その既判力が表題部所有者の全員もしくはその相続人全員に及ぶものでな

ければならない（先例平10.3.20－552）。 
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④ 収用によって所有権を取得した者（不登§74Ⅰ③） 

土地収用法による収用によって所有権を取得した者（起業者）は，直接自己の名義とする

所有権の保存の登記を申請することができる。 

 

⑤ 区分建物にあっては，表題部所有者から所有権を取得した者（不登§74Ⅱ） 

→ 「表題部所有者から所有権を取得した者」とは，表題部所有者からの直接の譲受人をい

い，さらにその譲受人から所有権を取得した者は含まれない。 

→ 区分建物の表題部所有者Ａが，区分建物の所有権の一部をＢに売り渡した場合でも，Ａ

およびＢの共有の名義で所有権の保存の登記を申請することはできない（質疑登研571Ｐ

72）。 

 

※ 上記申請適格者に該当しない者の名義とする所有権の保存の登記を申請することはできな

い。そのため，申請適格者を正確に理解しておくことが重要となる。 

 

＜登記の申請手続＞ 

 所有権の保存の登記（区分建物の転得者の名義とする所有権の保存の登記を除く）を申請

するときは，登記の目的として「所有権保存」と提供する。一方，登記原因およびその日付

を提供することを要しない（不登令§３⑥かっこ書，敷地権付き区分建物の転得者の名義と

する所有権の保存の登記を除く）。 

 また，申請人が不動産登記法74条１項各号に掲げる者のいずれであるかを明らかにするた

め，「不動産登記法第74条第１項第１号」のようにその適用法令を提供する（不登令別表28

申請情報欄イ）。そして，申請人の氏名または名称および住所を提供する。 

 添付情報としては，表題部所有者が自ら所有権の保存の登記を申請する場合を除き，登記

名義人となる者の所有権証明情報を提供することを要する（不登令別表28添付情報欄イロ

ハ）。また，登記名義人となる者の住所証明情報を提供することを要する（同添付情報欄ニ）。 

→ 所有権の保存の登記（敷地権付き区分建物の転得者の名義とする所有権の保存の登記を除く）におい

ては，登記原因証明情報を提供することを要しない（不登令§７Ⅲ①）。 
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 不動産登記法74条１項に規定される申請適格者および添付情報をまとめると，以下のとお

りとなる。 
 

申請適格者 
所有権の登記名義人とな

る者の所有権証明情報 
備  考 

表題部所有者 提供することを要しない ・表題部所有者から売買等により所有権を取得した者の名

義とする所有権の保存の登記を申請することはできな

い。 

・表題部所有者がＡＢの共有であるときは，Ａは，自己の

持分についてのみの所有権の保存の登記を申請すること

はできない。 

表題部所有者Ａ

の相続人ＢＣ 

相続を証する市区町村長

その他の公務員が職務上

作成した情報 

・ＢＣ間でＢが当該不動産を取得する旨の遺産分割の協議

がされたときは，Ｂの単有の名義とする所有権の保存の

登記を申請することができる。 

・所有権の保存の登記を申請する前にさらにＢが死亡し，

ＤＥがＢを相続したときは，ＣＤＥの共有の名義とする

所有権の保存の登記を申請することができる。 

・相続人が存しないときは，当該不動産について相続財産

法人の名義とする所有権の保存の登記を申請することが

できる。 

表題部所有者Ａ

法人を合併によ

り承継した法人 

合併による承継を証する

登記官等が職務上作成し

た情報（ただし，会社法

人等番号を提供する場合

は提供不要） 

・表題部所有者である法人を分割会社とする会社分割がさ

れた場合でも，分割による承継会社の名義とする所有権

の保存の登記を申請することはできない。 

所有権を有する

ことが確定判決

によって確認さ

れた者 

所有権を有することが確

定判決（確定判決と同一

の効力を有するものを含

む）によって確認された

ことを証する情報 

・給付判決，確認判決，形成判決のいずれでもよい。 

・判決主文だけでなく，判決の理由中で所有権が確認され

ている場合でもよい。 

・表題登記がない建物について所有権の保存の登記を申請

するときは，建物図面および各階平面図を提供すること

を要する。 

収用によって所

有権を取得した

者 

収用により所有権を取得

したことを証する情報

（収用の裁決が効力を失

っていないことを証する

情報を含むものに限る） 

・表題登記がない建物について所有権の保存の登記を申請

するときは，建物図面および各階平面図を提供すること

を要する。 
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（所有権の保存の登記） 

表題部所有者Ａの相続人ＢおよびＣの名義とする所有権の保存の登記を申請する場合 
 

 
登記申請書 

 

登記の目的  所有権保存 

所 有 者  （被相続人 Ａ） ※１ 

Ｘ市Ｙ町二丁目２番２号 

   持分２分の１ Ｂ ※２ 

Ｘ市Ｙ町三丁目３番３号 

     ２分の１ Ｃ 

添付情報  相続証明情報 ※３ 

       代理権限証明情報 

       住所証明情報 ※４ 

平成○年○月○日 不動産登記法第74条第１項第１号 申請 ※５ 

  ▲▲法務局△△出張所 

代 理 人  Ｘ市Ｙ町五丁目５番５号  司法書士 法務太郎  ㊞ 

課税価額  金何円 

登録免許税  金何円 ※６ 

不動産の表示 所  在 何市何町 何番地 

       家屋番号 何番 

       種  類 居宅 

       構  造 木造かわらぶき２階建 

       床 面 積 １階 100.00平方メートル 

            ２階  80.00平方メートル 
 

※１ 表題部所有者の相続人からの申請である旨を明らかにするために被相続人の氏名を提供する。 

※２ 所有者が複数であるときには，その持分を提供する（不登令§３⑨）。 

※３ 表題部所有者が死亡し，当該不動産を取得した現在の相続人がＢおよびＣであることを証する戸籍の

全部事項証明書その他の相続を証する情報を提供する（不登令別表28添付情報欄イ）。 

※４ 所有権の保存の登記の名義人となるＢおよびＣの住民票の写し等を提供する（不登令別表28添付情報

欄ニ）。 

※５ 申請人の申請適格を明確にするための根拠条文を提供する（不登令別表28申請情報欄イ）。 

※６ 不動産の価額に1000分の４の税率を乗じた額である（登税別表第1.1⑴）。 
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（敷地権付き区分建物について転得者の名義とする所有権の保存の登記） 

表題部所有者から所有権を取得したＡの名義とする所有権の保存の登記を申請する場合 
 

 
登記申請書 

 

登記の目的  所有権保存 

原   因  平成31年３月１日売買 ※１ 

所 有 者  Ｘ市Ｙ町二丁目２番２号 

 Ａ 

添付情報  登記原因証明情報 ※２ 

       代理権限証明情報 

       住所証明情報 

       承諾証明情報 ※３ 

平成○年○月○日 不動産登記法第74条第２項 申請  

  ▲▲法務局△△出張所 

代 理 人  Ｘ市Ｙ町五丁目５番５号  司法書士 法務太郎  ㊞ 

課税価額  建物 金何円 

       敷地 金何円 

登録免許税  建物 金何円 

       敷地 金何円 

       合計 金何円 ※４ 

不動産の表示 （省略） 
 

※１ 転得者の名義とする所有権の保存の登記を申請するときは，登記原因およびその日付（表題部所有者

と転得者の間の売買の日および売買である旨）を提供することを要する。 

※２ 所有権の保存の登記であっても，転得者の名義とする登記を申請するときは，登記原因証明情報を提

供することを要する。 

※３ 敷地権の登記名義人が，転得者が所有権の保存の登記をすることについて承諾したことを証する情報

を提供することを要する。 

※４ 建物については所有権の保存の登記の税率（1000分の４），敷地権の目的である土地については，そ

の権利の売買による移転の登記の税率（所有権の場合であれば1000分の20）を乗じた額を納付する。 
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【所有権に関する登記】 
 

１ 所有権の移転の登記 

記述式 過去問 Ｈ28 （財産分与による所有権の移転の登記） 

Ｈ26 （売買による所有権の移転の登記） 

Ｈ25 （清算型遺贈に基づく売買による所有権の移転の登記） 

Ｈ21 （区分建物の売買による所有権の移転の登記） 

Ｈ20 （破産財団の任意売却に基づく所有権の移転の登記） 

Ｈ19 （利益相反取引に基づく売買による所有権の移転の登記） 

Ｈ10 （代物弁済による所有権の移転の登記） 

 

 所有権の移転は，当事者の契約によるほか，相続等の一定の事実に基づいて生ずる。 

売買等の法律行為による不動産の所有権の移転は，当事者の意思表示により効力を生ずる

が（民§176），その登記をしなければ所有権の移転を第三者に対抗することはできない（民

§177）。 

 

 売買等の所有権の移転の登記は，登記権利者と登記義務者が共同して申請する（不登§

60）。所有権の移転の登記をすることによって登記名義を失うことになる登記義務者を登記

申請手続に関与させることにより，登記の真正を担保するためである。 

→ 所有権の移転の登記については，非常に広い論点であり，登記原因の日付の特定等において各移転の

原因に係る実体法上の知識が必要となる。また，添付情報については，登記原因について第三者の許可

の要否（不登令§７Ⅰ⑤ハ）や，利益相反行為・利益相反取引の判断等の知識も必要となる。 

 

＜登記の申請手続＞ 

 所有権の移転の登記を申請するときは，登記の目的として「所有権移転」と提供する。登

記原因は，売買による所有権の移転の登記であれば売買の効力が生じた日を登記原因の日付，

「売買」を登記原因として提供する。 

 買主等の所有権の登記名義を取得する者を登記権利者，売主等の所有権の登記名義人を登

記義務者として申請するので，その氏名または名称および住所を申請人として提供する。 

→ 買主が２人以上であるときは，その持分も提供する（不登令§３⑨）。 
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 添付情報としては，登記原因証明情報（不登令別表30添付情報欄イ），登記義務者の登記

識別情報（不登§22），登記義務者である所有権の登記名義人の印鑑証明書（不登規則§47

③イ⑴），登記権利者の住所を証する情報（不登令別表30添付情報欄ロ）を提供することを

要する。 

 また，申請する不動産が農地であり，登記原因において農地法所定の許可を受けることを

要する所有権の移転の登記を申請するときは，農地法所定の許可を受けたことを証する情報

を提供することを要する（不登令§７Ⅰ⑤ハ）。また，親権者と未成年の子の間の利益相反

行為や会社と取締役の間の利益相反取引に基づいて所有権の移転の登記を申請するときは，

特別代理人の選任を証する情報や，取締役会等において承認を受けたことを証する情報を提

供することを要する。 

 

（所有権の移転の登記における登記原因およびその日付） 

事  例 登記原因 登記原因の日付 

売買代金の完済を条件として不動産の売買契約がさ

れ，後日に代金が完済された 

売買 売買代金完済の日 

農地についての売買契約がされ，後日に農地法所定

の許可が到達した 

売買 農地法所定の許可が

到達した日 

離婚が成立する前に財産分与の協議がされ，後日に

協議離婚についての届出がされた 

財産分与 離婚の届出がされた

日 

不動産の所有権を目的として代物弁済契約がされた 代物弁済 代物弁済契約の締結

の日 

時効により不動産の所有権を時効取得者が取得した 時効取得 占有開始の日 

特定の不動産を遺贈する旨の遺言がされた 遺贈 遺言者の死亡の日 

取締役会設置会社である株式会社名義の不動産を当

該会社の取締役が買い受ける旨の契約がされ，後日

に当該会社の取締役会において利益相反取引につい

ての承認がされた 

売買 売買契約締結の日 

株式会社の設立に際して不動産の所有権について現

物出資がされた 

現物出資 現物出資の給付がさ

れた日 

権利能力なき社団の所有する不動産に社団の代表者

の名義とする登記がされている場合に，当該代表者

に変更が生じた 

委任の終了 新代表者が就任した

日 
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２ 所有権の更正の登記 

記述式 過去問 Ｈ29 （代位によりされた相続登記の更正の登記） 

Ｈ８ （相続放棄に基づく所有権の更正の登記） 

 

更正の登記とは，登記すべき登記事項に登記の当初から錯誤または遺漏があり，実体上の

権利関係と一致しない場合に，当該登記事項を訂正するためにされる登記である（不登§２

⑯）。 

 更正の登記をするための要件は，以下のとおりである。 

① 登記をした当初から登記すべき登記事項に錯誤または遺漏があるため，登記と実体関係

に不一致があること 

② 登記事項の一部につき実体関係との不一致があること 

③ 更正の前後を通じて登記に同一性があること 

④ 権利の一部の抹消の実質を有する所有権の更正の登記においては，登記上の利害関係を

有する第三者の承諾等があること 

 

 ＡからＢへの所有権の移転の登記がされた後，所有者をＣとする所有権の更正の登記を申

請することはできない（先例昭53.3.15－1524）。 

→ 所有者をＢからＣに入れ替えることは，更正の前後を通じて登記に同一性が認められ

ないため，更正の登記をすることはできない。 
 

・記述式解答のためのポイント 

 更正の登記の可否を誤ってしまうと，大きな減点につながってしまうので，更正の登記の要件をしっ

かり押さえておくこと。 

 

＜登記の申請手続＞ 

更正の登記は，登記権利者と登記義務者が共同して申請する（不登§60）。 

登記権利者は更正の登記によって登記記録上直接に利益を受ける者，登記義務者は更正の

登記によって登記記録上直接に不利益を受ける者である。更正の登記をしても自己の権利に

影響が及ばない者は申請人とはならない。なお，売買を登記原因とするＡからＢへの所有権

の移転の登記を，ＡからＢＣへの所有権の移転の登記に更正する場合には，登記記録上直接

不利益を受けるＢのほか，前所有権の登記名義人であるＡも登記義務者となる（先例昭

40.8.26－2429）。 

権利の一部の抹消の実質を有する所有権の更正の登記を申請するにつき登記上の利害関係

を有する第三者が存するときは，当該第三者の承諾を証する当該第三者が作成した情報また
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は当該第三者に対抗することができる裁判があったことを証する情報を提供することを要す

る（不登§66，不登令別表26添付情報欄ヘ参照）。 

→ 所有権の更正の登記においては，申請人の特定，登記上の利害関係を有する第三者の判断および更正後

の登記事項として提供すべき内容が重要な論点となる。 

 また，記述式の解答においては，前件で申請した所有権の更正の登記がどのようにして登記記録に記録

され，次いで申請する登記にどのような影響が生ずるか（次に申請する登記の申請人，提供すべき登記識

別情報の内容等）の理解がきちんとできていないと，大きな減点の原因となってしまうので注意を要する。 

 

（所有権の移転の登記の更正の登記における登記権利者，登記義務者，更正後の登記事項） 

（注）相続による所有権の移転の登記の更正の登記を除く 

 更正後の事項における住所の表示を除く 
  

更正前 更正後 権利者 義務者 更正後の事項 利害関係を有する第三者 

Ａ→Ｂ Ａ→Ｂ 1/2 Ａ Ｂ 目的 所有権一部移転 

共有者 

持分２分の１ Ｂ 

Ｂから抵当権の設定の登記

を受けた者 等 

Ａ→Ｂ 1/2 Ａ→Ｂ Ｂ Ａ 目的 所有権移転 

所有者 Ｂ 

共有名義の登記がされた後

にＡ持分（所有権）を目的

として抵当権の設定の登記

を受けた者 等 

Ａ→Ｂ Ａ→Ｂ 1/2 

  Ｃ 1/2 

Ｃ ＡＢ 共有者 

 持分２分の１ Ｂ 

   ２分の１ Ｃ 

Ｂから抵当権の設定の登記

を受けた者 等 

Ａ→Ｂ 1/2 

  Ｃ 1/2 

Ａ→Ｂ Ｂ ＡＣ 所有者 Ｂ 所有権全部またはＣ持分を

目的として抵当権の設定の

登記を受けた者 等 

Ａ→Ｂ 1/2 

  Ｃ 1/2 

Ａ→Ｂ 2/3 

  Ｃ 1/3 

Ｂ Ｃ Ｂ持分 ３分の２ 

Ｃ持分 ３分の１ 

Ｃ持分を目的として抵当権

の設定の登記を受けた者  

等 

  Ｂ 1/3 

Ａ→Ｃ 1/3 

  Ｄ 1/3 

  Ｂ 3/6 

Ａ→Ｃ 2/6 

  Ｄ 1/6 

Ｂ Ｄ Ｂ持分 ６分の３ 

Ｄ持分 ６分の１ 

Ｄ持分を目的として抵当権

の設定の登記を受けた者 

等 

Ａ→Ｂ 1/3 

  Ｃ 2/3 

  Ｂ 1/3 

Ａ→Ｃ 1/3 

  Ｄ 1/3 

Ｄ ＡＣ 共有者 

 持分３分の１ Ｂ 

   ３分の１ Ｃ 

   ３分の１ Ｄ 

所有権全部またはＣ持分を

目的として抵当権の設定の

登記を受けた者 等 

Ａ→Ｂ 売買 Ａ→Ｂ 贈与 Ｂ Ａ 原因 贈与 － 
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（所有権の移転の登記の更正の登記） 

ＡからＢＣ（持分２分の１）への売買による所有権の移転の登記が甲区３番でされ，次い

でＸのための抵当権の設定の登記がされた後に，当該所有権の移転の登記を「持分４分の２ 

Ｂ，持分４分の１ Ｃ，持分４分の１ Ｄ」とする更正の登記を申請する場合 
 

 
登記申請書 

 

登記の目的  ３番所有権更正 

原   因  錯誤 ※１ 

更正後の事項 共有者 Ｘ市Ｙ町二丁目２番２号 ※２ 

        持分４分の２ Ｂ 

      Ｘ市Ｙ町二丁目３番３号 

          ４分の１ Ｃ 

      Ｘ市Ｙ町二丁目４番４号 

          ４分の１ Ｄ 

権 利 者  Ｘ市Ｙ町二丁目４番４号 

 Ｄ ※３ 

義 務 者  Ｘ市Ｙ町二丁目３番３号 

   Ｃ 

Ｘ市Ｙ町三丁目１番１号 

   Ａ 

添付情報  登記識別情報 

       登記原因証明情報 

       代理権限証明情報 

       印鑑証明情報 

       住所証明情報 ※４ 

       承諾証明情報 ※５ 

登録免許税  金1,000円 ※６ 
 

※１ 原因日付の記載を要しない（先例昭39.5.21－425）。 

※２ 「更正後の事項」として，更正後の共有者全員の氏名，住所および持分を提供する。 

※３ 更正の登記により持分の登記名義を取得するＤを登記権利者，持分の一部の登記名義を失うＣ，前所

有権の登記名義人Ａを登記義務者として申請する（Ｂは申請人とはならない）。 

※４ Ｄの住所を証する情報（住民票の写し等）を提供する（質疑登研391Ｐ110）。 

※５ 登記上の利害関係を有する第三者であるＸの承諾を証する情報（承諾書）を提供する。 

※６ 不動産１個につき金1,000円である（登税別表第1.1⒁）。 
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３ 所有権の登記の抹消 

記述式 過去問 Ｈ19 （相続による所有権の移転の登記の抹消） 

        Ｈ６ （和解契約による所有権の移転の登記の抹消） 

 

所有権の登記の抹消とは，既存の登記の登記事項の全部が原始的または後発的な事由によ

り不適法となっているときに，当該登記を抹消することである。 

所有権の登記の抹消は，抹消により登記上直接利益を受ける者を登記権利者，抹消される

権利の登記名義人を登記義務者として共同して申請する（不登§60）。 

 

→ ＡからＢ，ＢからＣへの売買による所有権の移転の登記がされたが，ＡＢ間，ＢＣ間の売買が無効で

あり，真実の所有者がＡである場合に，登記名義をＡに戻すためには，①Ｂを登記権利者，Ｃを登記義

務者としてＢからＣへの所有権の移転の登記を抹消した後に，②Ａを登記権利者，Ｂを登記義務者とし

てＡからＢへの所有権の移転の登記を抹消することを要する。直ちにＡからＢへの所有権の移転の登記

の抹消を申請することはできない（先例昭43.5.29－1830）。 

 

＜登記の申請手続＞ 

 所有権の登記の抹消を申請するときは，登記の目的として「○番所有権抹消」と提供する。

登記原因は，「錯誤」や「売買無効」のように提供する。所有権の移転の原因である契約が

解除されたときは「年月日（合意）解除」と提供する。 

 登記権利者として前所有権の登記名義人，登記義務者として現在の所有権の登記名義人の

氏名または名称および住所を提供する。 

 添付情報としては，登記原因証明情報（不登令別表26添付情報欄ホ），登記義務者の登記

識別情報（不登§22），登記義務者である所有権の登記名義人の印鑑証明書（不登規則§47

③イ⑴）を提供することを要する。 

また，所有権の登記の抹消を申請する際に，登記上の利害関係を有する第三者が存すると

きは，当該第三者の承諾を証する当該第三者が作成した情報または当該第三者に対抗するこ

とができる裁判があったことを証する情報を提供することを要する（不登§68，不登令別表

26添付情報欄ヘ）。 

→ 登記上の利害関係を有する第三者には，抹消される所有権の移転の登記がされた後に抵当権の設定の

登記を受けた者や，所有権の移転（請求権）の仮登記を受けた者等が該当する。 

→ 登記権利者の住所を証する情報を提供することを要しない。新たに登記名義を取得するものではない

からである。 
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※ 所有権の登記の抹消によるほか，移転の登記によって前所有権の登記名義人に登記名義

を復することができるものがある。 

⑴ ＡからＢへ売買による所有権の移転の登記がされたが，当該売買契約が（合意）解除

された 

 ＡからＢへの所有権の移転の登記の抹消のほか，「（合意）解除」を登記原因として，

ＢからＡへの所有権の移転の登記を申請することができる。 

⑵ ＡからＢへ譲渡担保による所有権の移転の登記がされたが，当該譲渡担保契約が解除

された 

 ＡからＢへの所有権の移転の登記の抹消のほか，「譲渡担保契約解除」を登記原因と

して，ＢからＡへの所有権の移転の登記を申請することができる（記録例234）。 

 

（所有権の移転の登記の抹消） 

 甲区３番でＡからＢへの売買による所有権の移転の登記がされ，次いでＸのための抵当権

の設定の登記がされたが，当該売買契約が合意により解除された場合 
  

登記申請書 
 

登記の目的  ３番所有権抹消 

原   因  平成31年３月１日合意解除 ※１ 

権 利 者  Ｘ市Ｙ町二丁目４番４号 ※２ 

 Ａ                         

義 務 者  Ｘ市Ｙ町三丁目３番３号 

   Ｂ 

添付情報  登記識別情報                   

       登記原因証明情報 

       代理権限証明情報 

       印鑑証明情報 

       承諾証明情報 ※３ 

登録免許税  金1,000円 ※４ 
 

※１ 当事者間で合意解除がされた日を登記原因の日付，「合意解除」を登記原因として提供する。 

 なお，法定解除による登記の抹消であれば「解除」と提供する。 

※２ 前所有権の登記名義人Ａを登記権利者，Ｂを登記義務者として申請する。 

※３ 登記上の利害関係を有する第三者であるＸの承諾を証する情報（承諾書）を提供する（不登令別表26

添付情報欄ヘ）。 

※４ 不動産１個につき金1,000円である（登税別表第1.1⒂）。 
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【共有の不動産についてする登記】 
 

 記述式 過去問 Ｈ26 （売買による共有持分の移転の登記） 

Ｈ24 （共有物分割による持分の移転の登記） 

Ｈ17 （時効取得による共有持分の移転の登記） 

Ｈ15 （清算型遺贈に基づく共有者全員の持分の全部の移転の登記） 

Ｈ11 （共有物分割による持分の移転の登記） 

Ｈ４ （共有物不分割特約付きの売買による所有権の一部の移転の登記） 

 

共有とは，１つの物を複数の者によって所有することをいう。共有者が目的物に対して有す

る権利の割合を持分といい，その持分に基づく各共有者の共有物に対する権利を持分権という。

持分権は所有権と同様の実質を有することから，各共有者は持分に応じて共有物の全部を使用

することができ（民§249），原則としてその持分を自由に処分することができる。 

 

 共有名義の不動産について，共有者の全員または一部の者の持分の移転の登記を申請すると

きは，登記の目的において誰の持分がどれだけ移転するのかを特定する必要がある。 

 

・甲区３番でＡＢＣ持分各３分の１の共有名義とする登記がされている不動産について申請す

る登記における登記の目的 
 

ＡＢＣの持分の全部をＸに売却 「共有者全員持分全部移転」 

ＡＢの持分の全部をＸに売却 「Ａ，Ｂ持分全部移転」または「Ｃを除く

共有者全員持分全部移転」 

ＡＢの持分の一部（各６分の１）をＸに売却 「Ａ持分６分の１，Ｂ持分６分の１移転」 

ＡがＣから持分の全部の移転の登記を甲区

４番で受けた後，甲区３番の持分について

のみをＸに売却 

「Ａ持分一部（順位３番で登記した持分）

移転」 

ＡがＣから持分の全部の移転の登記を甲区

４番で受けた後，甲区４番の持分について

のみＺの抵当権の設定の登記がされている

場合に，Ａの持分の全部をＸに売却 ※ 

①「Ａ持分一部（順位４番で登記した持

分）移転」 

②「Ａ持分全部移転」 

※各持分について各別に申請する 

※ 共有者の持分の一部に第三者の権利に関する登記がされているか否かを見落としてしまい，１件の申請

により持分の全部の移転の登記を申請してしまうと，大きな減点につながるおそれがあるので，注意を要

する。 
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・持分放棄による持分の移転の登記 

 共有者の１人が持分を放棄したときは，その持分は他の共有者に帰属する（民§255）。こ

の場合は，持分を取得した他の共有者を登記権利者，持分を放棄した者を登記義務者として，

「持分放棄」を登記原因とする持分の移転の登記を申請する（最判昭44.3.27）。 

 

→ ＡＢＣの共有名義の不動産について，Ａが持分を放棄した場合に，Ｂ，Ｃへの持分の移転の登記は，

それぞれ各別に申請することができ，一の申請情報により申請しなければならないものではない。また，

この場合に，ＢのみがＡと共同して，ＡからＢおよびＣへのＡ持分の全部の移転の登記を申請すること

はできない（質疑登研577Ｐ154）。 

 持分放棄を登記原因とするＡ持分の一部の移転の登記がされている場合に，第三者Ｄに対して，Ａの残

余の持分につき「売買」を登記原因とする移転の登記を申請することができる（先例昭44.5.29－1134）。 

→ ＡＢ共有名義の不動産について，共有の登記名義人ではないＣに対して，Ａの持分の放棄による持分

の移転の登記を申請することはできない（先例昭60.12.2－5441）。 

→ ＡＢ共有名義の不動産について，Ａの持分放棄によりＢに対して持分の移転の登記を申請する場合に，

Ｂの現在の住所が登記記録上の住所と異なるときは，前提としてＢについての登記名義人の住所の変更

の登記を申請することを要する（先例昭60.12.2－5441，質疑登研473Ｐ151）。 

 

（ＡＢ共有名義の不動産のＢの持分放棄による持分の移転の登記） 
  

登記申請書 
 

登記の目的  Ｂ持分全部移転 

原   因  平成31年３月１日持分放棄 ※１ 

権 利 者  Ｘ市Ｙ町二丁目２番２号 

 持分２分の１ Ａ ※２ 

義 務 者  Ｘ市Ｙ町三丁目３番３号 

          Ｂ 

添付情報  登記識別情報 

       登記原因証明情報 

       代理権限証明情報 

       印鑑証明情報 

       住所証明情報 

課税価 額  移転した持分の価額 金何円 

登録免許税  金何円 ※３ 
 

※１ 登記原因は「持分放棄」であり，登記原因の日付は放棄の意思表示をした日となる。 

※２ 移転する持分の割合を提供する（不登令§３⑪ホ）。 

※３ 登録免許税の税率は1000分の20となる（登税別表第1.1⑵ハ）。 
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・共有物分割による持分の移転の登記 

共有物の分割は，当事者間の協議によりすることができるが，その分割方法には①共有物

をそのまま分割する現物分割，②共有物を他に売却しその代金を共有者に分配する代金分割，

③一部の共有者が現物を取得しその代価を他の共有者に支払う価格賠償の方法がある。 

価額賠償の方法による共有物の分割がされたときは，分割により持分を取得した共有者を

登記権利者，他の共有者を登記義務者とし，「共有物分割」を登記原因として提供して，持

分の移転の登記を共同して申請する（記録例223）。 

→ 金銭の支払いに代えて，分割により持分を取得した共有者が所有する別個の不動産を他の共有者が取

得する旨の合意がされたときは，「共有物分割による交換」を登記原因として，当該不動産について所

有権の移転の登記を申請する（記録例224）。 

 

（共有物分割による持分の移転の登記） 

ＡＢの共有名義の不動産について価額賠償の方法によりＡがこれを取得した場合 
  

登記申請書 
 

登記の目的  Ｂ持分全部移転 

原   因  平成31年３月１日共有物分割 ※１ 

権 利 者  Ｘ市Ｙ町二丁目２番２号 

 持分２分の１ Ａ ※２ 

義 務 者  Ｘ市Ｙ町三丁目３番３号 

          Ｂ 

添付情報  登記識別情報 

       登記原因証明情報 

       代理権限証明情報 

       印鑑証明情報 

       住所証明情報 

課税価額  移転した持分の価額 金何円 

登録免許税  金何円 ※３ 
 

※１ 登記原因は「共有物分割」であり，登記原因の日付は分割の協議が成立した日となる。 

※２ 移転する持分の割合を提供する（不登令§３⑪ホ）。 

※３ 価額賠償による共有物分割による移転の登記においては，登録免許税の税率は1000分の20となる（登

税別表第1.1⑵ハ，登税施行令§９参照）。 
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・共有物の不分割の特約に基づく所有権の変更の登記 

不動産を複数の者が所有している場合に，共有者間において５年を超えない範囲内で共有

物の分割の禁止の特約（民§256Ⅰただし書）がされたときは，この特約を登記することが

できる（不登§59⑥）。当該特約は，所有権の登記名義人全員からの申請により，所有権の

変更の登記によりされる（先例昭49.12.27－6686）。 

→ 共有者全員が所有権（持分）の登記名義を取得した際に通知された登記識別情報を提供することを要

する（不登令§８Ⅰ④）。 

 共有者全員が「権利者兼義務者」として共同して申請する（通常の共同申請（不登§60）とは異なる

ので注意）。 

→ ５年を超える期間を定めた共有物の不分割の特約は無効であるので，その登記を申請することはでき

ない（民§256Ⅰただし書，先例昭30.6.10－1161）。 

 

（ＡＢの共有名義の不動産について共有物不分割の特約がされた場合の登記） 
  

登記申請書 
 

登記の目的  ３番所有権変更（付記） 

原   因  平成31年３月１日特約 ※１ 

特   約  ５年間共有物不分割 ※２ 

権利者兼義務者  Ｘ市Ｙ町二丁目４番４号 ※３ 

 Ａ 

 Ｘ市Ｙ町三丁目３番３号 

    Ｂ 

添付情報  登記識別情報 ※４ 

       登記原因証明情報 

       代理権限証明情報 

       印鑑証明情報 

       承諾証明情報 ※５ 

登録免許税  金1,000円 ※６ 
 

※１ 当事者間で不分割特約がされた日を登記原因の日付，「特約」を登記原因として提供する。 

※２ 特約の内容を提供する。 

※３ 共有者全員が「権利者兼義務者」として申請する。 

※４ 共有者全員の所有権についての登記識別情報を提供する。 

※５ 登記上の利害関係を有する第三者が存するときは，その者の承諾を証する情報等を提供したときは当

該登記は付記登記により実行される。 

※６ 不動産１個につき金1,000円である（登税別表第1.1⒁）。 



2019年合格目標・記述式 Skill Up 講座 

無断複製・転載を禁じます 47 司法書士 

※ Ａ名義の不動産の所有権の一部（持分２分の１）をＢに売り渡す契約と同時に，ＡＢの間

で当該不動産について共有物不分割の特約がされたときは，売買による所有権の一部の移転

の登記と同一の申請情報により，共有物の不分割の定めの登記を申請することができる。 

 具体的には，所有権の一部の移転の登記の申請情報の内容における「特約」として，「３

年間共有物不分割」のように提供する（記録例204）。 

 なお，所有権の一部の移転の登記と同一の申請情報により申請するので，当該登記の登記

権利者は買主Ｂ，登記義務者は売主Ａであり，共有物不分割の特約に基づく所有権の変更の

登記のように共有者全員が権利者兼義務者となるものではない。 

 一方，Ａ名義の不動産をＢおよびＣが共同して買い受けるのと同時に，ＢＣの間で当該不

動産について共有物不分割の特約がされたときでも，売買による所有権の一部の移転の登記

と同一の申請情報により，共有物の不分割の定めの登記を申請することはできず，所有権の

移転の登記を申請した後に，ＢおよびＣから，共有物不分割の特約による所有権の変更の登

記を申請する。 
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【登記名義人の氏名等の変更の登記】 
 

記述式 過去問 Ｈ29 （住所移転による所有権の登記名義人の住所の変更の登記） 

Ｈ28 （財産分与による持分の移転の登記および抵当権の登記の抹消の前

提としての所有権の登記名義人の住所の変更の登記） 

Ｈ26 （根抵当権の元本の確定の登記の前提としての根抵当権の登記名義

人の住所および名称の変更の登記） 

Ｈ25 （相続および遺贈による所有権の移転の登記の前提としての登記名

義人の住所の変更の登記の要否） 

Ｈ22 （相続人不存在による所有権の登記名義人の氏名の変更の登記） 

Ｈ21 （商号変更による登記名義人の名称の変更の登記） 

Ｈ20 （本店移転による根抵当権の登記名義人の住所の変更の登記） 

Ｈ２ （相続人不存在による所有権の登記名義人の氏名の変更の登記） 

 

登記名義人の氏名等の変更の登記とは，権利の主体に変更はないが，登記名義人の氏名もし

くは名称または住所（以下，「氏名等」という）に変更が生じた場合に，その登記名義人の現

在の氏名等と登記記録上の氏名等を一致させるためにする登記である。 

 

権利に関する登記の申請において，申請情報の内容である登記義務者の氏名等が登記記録上

の氏名等と合致しないときは，当該登記の申請は却下される（不登§25⑦）ので，登記名義人

の氏名等に変更が生じた後に，その者が登記義務者として新たな登記を申請するときは，前提

として登記名義人の氏名等の変更の登記を申請することを要する。 

なお，登記がされた当初から登記名義人の氏名等が実際の氏名等と食い違っていたときは，

登記名義人の氏名等の更正の登記を申請することになる（先例大2.10.29－975）。 
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・登記名義人の氏名等の変更の登記の要否 

登記権利者Ａまたは登記義務者Ｂの現在の氏名等が登記記録上の氏名等と合致しない場合

に，前提としての登記名義人の氏名等の変更の登記の要否 
 

 Ａ Ｂ 

Ｂ名義の不動産についてするＢからＡへの売買による所有権の移転

の登記 
― 要 

Ａ名義の不動産に設定の登記がされているＢの抵当権の登記の抹消 要 不要※ 

ＡからＢに対してされた所有権の移転の登記の抹消 不可 要 

ＡＢ共有名義の不動産について，共有物分割（または持分放棄）を

登記原因としてするＢ持分の全部のＡへの移転の登記 
要 要 

Ｂ名義の不動産についてされているＡを権利者とする所有権の移転

の仮登記に基づく本登記 
要 要 

Ａ名義の不動産にされているＢのための買戻しの特約の登記の抹消 要 不要※ 

※ この場合，Ｂについて氏名等の変更があったことを証する情報を提供することを要する。 

※ 所有権の移転の登記手続を命ずる判決に基づいて，登記権利者が単独で所有権の移転の

登記を申請する場合に，登記義務者の氏名等に変更が生じているときは，前提として当該

登記義務者についての氏名等の変更の登記を申請することを要する（質疑登研476Ｐ140）。 

→ 登記義務者が当該氏名等の変更の登記手続を行わないときは，登記権利者が，判決に基づく所有権

の移転の登記請求権を保全するために，当該登記義務者（登記名義人）に代位して，登記名義人の氏

名等の変更の登記を申請することができる。 

 

※ 相続を登記原因とする所有権の移転の登記を申請する場合に，被相続人の氏名等に変更

が生じているときでも，登記名義人の氏名等の変更の登記を申請することを要しない（先

例明33.3.7－260）。 

 

※ 遺贈を登記原因とする所有権の移転の登記を申請する場合に，登記義務者（遺言者）の

氏名等に変更が生じているときは，前提として当該登記義務者についての氏名等の変更の

登記を申請することを要する（先例昭43.5.7－1260）。 

 

※ 所有権以外の権利に関する登記についての抹消を申請する場合に，登記義務者の氏名等

に変更が生じているときでも，登記名義人の氏名等の変更の登記をすることなく，当該登

記の抹消を申請することができる（先例昭31.9.20－2202，質疑登研460Ｐ105）。 
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→ 当該登記の抹消の申請情報と併せて，登記名義人の氏名等について変更があったことを証する情報

を提供することを要する。 

 

（注）登記を申請する前に登記権利者の氏名等に変更が生じた場合の手続 

Ａ名義の不動産をＢが買い受けたが，その所有権の移転の登記を申請する前にＢが住所

を移転したときは，申請情報の内容としてＢの現在の住所を提供して，所有権の移転の登

記を申請することができる。この場合，所有権を取得した時点での住所と，登記を申請す

る時点で住所が異なるものとなるが，新たな権利変動が生じているものではないので，い

わゆる中間省略登記には該当しない。 
 

・記述式解答のためのポイント 

 登記名義人の氏名等の変更の登記については，単独の論点というよりは，何らかの登記の申請をする

前提としての要否の判断を問うものとして，ほぼ毎年出題されている重要な論点であり，登記名義人の

氏名等の変更の登記の要否の判断を確実にできるようにしておく必要がある。 

 

・ 登記名義人の氏名等の変更の登記の手続 

登記名義人の氏名等の変更の登記は，登記名義人が単独で申請することができる（不登§

64Ⅰ）。 

氏名の変更による登記名義人の氏名の変更の登記においては，登記の目的として「何番所

有権登記名義人氏名変更」，登記原因として「年月日氏名変更」と提供する（記録例617）。 

住所の移転による登記名義人の住所の変更の登記においては，登記の目的として「何番所

有権登記名義人住所変更」，登記原因として「年月日住所移転」のように提供する（記録例

618）。 

そして，変更後の氏名または住所を申請情報の内容として提供する（不登令別表23申請情

報欄）。 

 

登記名義人の氏名等の変更の登記は，複数の表示（住所および氏名）について変更が生じ

ている場合や，氏名等の変更が数回にわたって生じている場合でも，一の申請情報によって

直ちに現在の氏名等とする変更の登記を申請することが認められている（不登規則§35⑧）。 

この場合は，登記原因において，各変更の年月日およびその原因を「年月日住所移転 年

月日氏名変更」や「年月日住居表示実施 年月日住所移転」のように併記する。ただし，数

次にわたって住所を移転した場合のように，その変更の原因が同種のものであるときは，便

宜最終の登記原因およびその日付を提供すれば足りる（先例昭32.3.22－423）。 
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→ 登記記録上の住所を同一とする共有の所有権の登記名義人ＡおよびＢが，同時に同一の場所に住所を

移転したときは，ＡおよびＢについてする所有権の登記名義人の住所の変更の登記は，一の申請情報で

申請することができる。 

 

登記名義人の氏名等の変更の登記においては，登記原因証明情報として，登記名義人の氏

名または住所に変更があったことを証する市区町村長，登記官その他の公務員が職務上作成

した情報（住民票の写しや戸籍の全部事項証明書等）を提供することを要する（不登令別表

23添付情報欄）。登記名義人の氏名または住所の変更の登記は，登記名義人からの単独申請

によるので（不登§64Ⅰ），登記の正確性を確保するために，公務員が職務上作成した情報

を提供する必要がある。 

→ 申請人となる法人の会社法人等番号を提供しているときは，変更を証する情報である登記事項証明書

を提供することを要しない（不登規則§36Ⅳ，ただし，住所の変更があったことが確認することができ

ることとなるものに限る）。 

 

（所有権の登記名義人の住所の変更の登記） 
  

登記申請書 
 

登記の目的  ３番所有権登記名義人住所変更     ※１ 

原   因  平成31年３月１日住所移転 

変更後の事項  住所  甲市乙町一丁目５番５号     ※２ 

申 請 人  甲市乙町一丁目５番５号 

          Ａ 

添付情報  登記原因証明情報           ※３ 

       代理権限証明情報 

登録免許税  金1,000円              ※４ 
 

※１ 登記名義人の住所の変更に係る登記の順位番号および権利の種類（所有権，抵当権等）を特定して提

供する。 

※２ 変更後の事項として，移転後の住所を提供する。 

※３ 住所の変更があったことを証する住民票の写し等の市区町村長その他の公務員が職務上作成した情報

を登記原因証明情報として提供することを要する。 

※４ 不動産１個につき金1,000円である（登税別表第1.1⒁）。 
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（所有権の登記名義人の住所および氏名の変更の登記） 
  

登記申請書 
 

登記の目的  ３番所有権登記名義人住所，氏名変更    ※１ 

原   因  平成31年２月１日住所移転 

       平成31年３月１日氏名変更          ※２ 

変更後の事項  氏名住所 甲市乙町一丁目５番５号 Ｂ 

申 請 人  甲市乙町一丁目５番５号 

          Ｂ 

添付情 報  登記原因証明情報             ※３ 

       代理権限証明情報 

登録免許税  金1,000円                ※４ 
 

※１ 登記名義人の住所および氏名の変更に係る登記の順位番号および権利の種類（所有権，抵当権等）を

特定して提供する。 

※２ 住所および氏名の各変更にかかる原因を提供する。なお，氏名の変更については，登記原因において

は単に「氏名変更」と提供すれば足り，具体的な原因（婚姻，離婚，養子縁組等）を提供することを要

しない。 

※３ 住所の変更があったことを証する住民票の写し等および氏名の変更があったことを証する戸籍の全部

事項証明書等の市区町村長その他の公務員が職務上作成した情報を登記原因証明情報として提供するこ

とを要する。 

※４ 住所および氏名の変更の登記を一の申請情報により申請するときは，不動産１個につき金1,000円と

なる（登税別表第1.1⒁，先例昭42.7.22－2121参照）。 
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（所有権の登記名義人の氏名の更正の登記および住所の変更の登記） 
 

 
登記申請書 

 

登記の目的  ３番所有権登記名義人住所変更，氏名更正   ※１ 

原   因  錯誤                    ※２ 

       平成31年３月１日住所移転 

変更更正後の事項  氏名住所               ※３ 

甲市乙町一丁目５番５号 

  Ｂ 

申 請 人  甲市乙町一丁目５番５号 

          Ｂ 

添付情 報  登記原因証明情報 

       代理権限証明情報 

登録免許税  金2,000円                ※４ 
 

※１ 氏名の更正の登記および住所の変更の登記である旨を登記の目的において明示する。 

※２ 各変更・更正の原因を併せて提供する。 

※３ 「変更更正後の事項」として，変更後の住所および更正後の氏名を提供する。 

※４ 変更の登記と更正の登記は登録免許税の区分が異なるので，不動産１個につきそれぞれ金1,000円と

なり，計金2,000円となる（登税別表第1.1⒁，先例昭42.7.26－794）。 
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【買戻しの特約の登記】 
 

不動産の売主は，売買契約と同時にした買戻しの特約により，買主が現実に支払った代金お

よび契約の費用を返還して，その売買契約の解除をすることができる（民§579）。 

売買契約と同時に買戻しの特約を登記したときは，買戻しは，第三者に対してもその効力を

生ずる（民§581Ⅰ）。 

 

買戻しの特約は売買契約と同時にされることを要し，買戻しの特約を第三者に対抗するため

には，売買による所有権の移転の登記の申請と同時に，買戻しの特約の登記を申請することを

要する（民§581Ⅰ，先例昭35.3.31－712）。 

 

→ 買戻しの特約は「売買契約」と同時にすることを要し，贈与契約や代物弁済契約等と同時にすることは

できない（先例昭37.1.10－1）。また，「不動産」には，地上権や永小作権など不動産を目的とした権利で，

売買の対象となるものも含まれる。 

 売買による所有権の移転の仮登記がされている場合に，当該売買契約と同時に買戻しの特約がされてい

るときには，当該売買による所有権の移転の仮登記に基づく本登記の申請と同時に，買戻しの特約の登記

を申請することができる（先例昭36.5.30－1257）。 

 
 

・買戻しの特約の登記 

不動産の所有権についての買戻しの特約の登記は，売買による権利の移転の登記の申請と

同時に，別個の申請情報によって申請する（先例昭35.3.31－712）。 

 

→ 売買代金の支払いが完了した時に所有権が移転する旨の特約が付された売買契約（最判昭38.5.31参

照）と同時に買戻しの特約がされた場合において，後日に売買代金が完済されたときは，所有権の移転

の登記の登記原因の日付を売買代金完済の日とし，買戻しの特約の登記の登記原因の日付を当該特約の

された日として，所有権の移転の登記および買戻しの特約の登記を申請することができる（質疑登研

689Ｐ291）。 

 

買戻しの特約の登記においては，買主が支払った代金および契約の費用を提供することを

要し，買戻しの期間の定めがあるときはその定めを提供することを要する（不登令別表64申

請情報欄）。 
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→ 買戻しの特約において，売買代金のほか，利息に関する定めがあるときでも，利息の定めを登記する

ことはできない。 

 買戻しの期間は，当事者間の特約で定めるときには10年を超えない範囲で定めることができる。買戻

し期間を定めなかったときには，５年以内に買戻権を行使することを要する（民§580）。 

 

買戻しの特約の登記は，売買による所有権の移転の登記の申請と同時に申請し，同一の受

付番号で受け付けられるので，登記義務者である買主は未だ所有権の登記名義人とはなって

おらず，登記識別情報は存しないことから，これを提供することを要しない。また，申請書

を提出する方法（書面申請）によって当該登記を申請するときでも，買主の印鑑証明書（不

登令§16Ⅱ，18Ⅱ）を提供することを要しない。 

 

（買戻しの特約の登記） 

・ＡからＢへの売買による所有権の移転の登記の申請と同時に買戻しの特約の登記を申請す

る場合 
 

 
登記申請書 

 

登記の目的  買戻特約 

原   因  平成31年３月１日特約         ※１ 

売買代金  金3,000万円             ※２ 

契約費 用  金80万円              ※３ 

期   間  平成31年３月１日から８年間     ※４ 

権 利 者  （住所）  Ａ 

 義 務 者  （住所）  Ｂ 

添付情報  登記原因証明情報         ※５ 

       代理権限証明情報 

登録免許税  金1,000円 
 

※１ 登記原因は「特約」であり，登記原因の日付は特約がされた日となる。 

※２ 買主が現実に支払った代金を提供する。 

※３ 契約費用がないときには「契約費用 なし」と提供する。また，契約費用の返還を不要と定めたとき

は，「契約費用 返還不要」と提供する。 

※４ 買戻しの期間は，特約の日から10年を超える日を定めることはできない（民§580Ⅰ）。 

※５ 登記義務者の登記識別情報，印鑑証明書を提供することを要しない。 
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・買戻権の行使に基づく登記 

買戻権は一種の解除権であるので，買戻権の行使により売買契約はさかのぼってその効力

を失う。その結果，不動産に関する権利ははじめから買主に移転しなかったことになる。し

かし，この場合の登記手続は，買主への権利の移転の登記の抹消ではなく，買戻権者への権

利の移転の登記の方法による（先例大元.9.30－444）。 

買戻しによる所有権の移転の登記は，買戻権者を登記権利者，現在の所有権の登記名義人

を登記義務者として共同して申請する。 

 

→ 所有権の移転の登記および買戻しの特約の登記がされた後，第三者に対して所有権の移転の登記がさ

れたときは，現在の所有権の登記名義人に対して買戻権を行使することを要し，現在の所有権の登記名

義人を登記義務者として買戻しによる所有権の移転の登記を申請することを要する（質疑登研167Ｐ58）。 

→ 買戻権の行使による所有権の移転の効力は，買主が支払った代金等を提供し，その意思表示が相手方

に到達した時に生ずるのが原則であるが，農地の買戻しの場合には，農地法所定の許可を受けることが

必要となることから（最判昭42.1.20，先例昭30.2.19－355），その許可が到達した時に所有権の移転の

効力が生ずる（先例昭35.10.6－2498）。この場合の買戻権の行使による所有権の移転の登記の登記原因

の日付は，農地法所定の許可が到達した日となる（先例昭42.2.8－293）。 
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（買戻権の行使に基づく所有権の移転の登記） 

・ＡからＢへの売買による所有権の移転の登記の申請と同時に買戻しの特約の登記がされた

後，ＢからＣへの売買による所有権の移転の登記がされている場合に，Ａが買戻権を行使

した際の所有権の移転の登記 
  

登記申請書 
 

登記の目的  所有権移転 

原   因  平成31年３月１日買戻      ※１ 

権 利 者  （住所）  Ａ 

 義 務 者  （住所）  Ｃ         ※２ 

添付情報  登記識別情報 

       登記原因証明情報 

       代理権限証明情報 

       印鑑証明情報 

       住所証明情報 

課税価額  金1,000万円 

登録免許税  金20万円          ※３ 
 

※１ 買戻権の行使がされた日を登記原因の日付として提供する。 

※２ 現在の所有権の登記名義人Ｃを登記義務者として申請する。Ｂは申請人とはならない。 

※３ 課税価額である不動産の価額に，1000分の20の税率（登税別表第1.1⑵ハ）を乗じた額となる。 

 

買戻権の行使に伴い売買契約はさかのぼって効力を失うことから，買戻しの特約の登記が

された後に設定された抵当権等は消滅するものとなるが，買戻しによる所有権の移転の登記

がされてもこれら消滅した権利に関する登記を登記官が職権で抹消することはできず，「買

戻権行使による所有権移転」を登記原因として，当事者の申請により抹消するものとなる。 

→ 登記官の職権により抹消されるものではないので，買戻を登記原因とする所有権の移転の登記の申請

情報と併せて抵当権の登記名義人の承諾を証する情報を提供する必要はない（提供しても意味がない）。 

 

・記述式解答のためのポイント 

 買戻権の行使に基づく所有権の移転の登記の論点の出題がされたときは，買戻権の行使により消滅す

る権利の登記の有無を確認することを忘れないように注意する必要がある。記述式の解答において，当

該消滅する権利の登記の抹消がされていないと，大きな減点につながってしまう。 
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（買戻権の行使に伴い消滅した抵当権の登記の抹消） 
  

登記申請書 
 

登記の目的  １番抵当権抹消 

原   因  平成31年３月１日買戻権行使による所有権移転  ※１ 

権 利 者  （住所）  Ａ                ※２ 

義 務 者  （住所）  Ｘ 

添付情報  登記識別情報 

       登記原因証明情報 

       代理権限証明情報 

登録免許税  金1,000円 
 

※１ 買戻権の行使された日を登記原因の日付として提供する。 

※２ 買戻権者（であった者）と抵当権の登記名義人が共同して申請する。 

 

・買戻しの特約の登記の抹消 

⑴ 買戻権の行使により買戻権が消滅した場合 

登記官の職権により抹消されるので申請する必要はない（不登規則§174）。 

⑵ 買戻期間が満了した場合 

「買戻期間満了」を登記原因とし，現在の所有権の登記名義人を登記権利者，買戻しの

特約の登記名義人を登記義務者として共同して申請する。 

⑶ 買戻しの特約の解除や錯誤により買戻権が消滅した場合 

「解除」や「錯誤」を登記原因とし，現在の所有権の登記名義人を登記権利者，買戻し

の特約の登記名義人を登記義務者として共同して申請する。 

⑷ 買戻しの特約の登記がされている所有権の移転の登記の抹消に伴い買戻権が消滅した場

合 

「解除」や「錯誤」を登記原因とし，現在の所有権の登記名義人を登記権利者，買戻し

の特約の登記名義人を登記義務者として，所有権の登記の抹消を申請する前提として申請

する。 
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問題 平成30年12月15日，司法書士法務直子は，別紙１のとおり登記された土地（以下，「甲

土地」という。）及び別紙２のとおり登記された土地（以下，「乙土地」という。）につい

て，青木正子から登記に関する相談を受けた。司法書士法務直子と青木正子の対話の内容

は，後記〔平成30年12月15日の青木正子と司法書士法務直子の対話の内容〕のとおりであ

る。 

 平成31年１月12日，司法書士法務直子は，甲土地について関係当事者全員から後記〔平

成31年１月12日の関係当事者の発言の内容〕の事実関係を聴取するとともに，当該聴取の

内容に従って申請すべき登記の申請手続について，代理することの依頼を受けた。司法書

士法務直子は，これを受諾し，登記申請に必要な一切の書面の預託を受けた。司法書士法

務直子は，同日，管轄法務局に対し，書面申請の方法により，必要な登記の申請を行った。 

 同年２月22日，司法書士法務直子は，乙土地について青木正子及び青木二郎から後記

〔平成31年２月22日の青木正子及び青木二郎の発言の内容〕の事実関係を聴取するととも

に，関係当事者全員から，当該聴取の内容に従って申請すべき登記の申請手続について，

代理することの依頼を受けた。司法書士法務直子は，これを受諾し，登記申請に必要な一

切の書面の預託を受けた。司法書士法務直子は，翌日，管轄法務局に対し，書面申請の方

法により，必要な登記の申請を行った。 

 同年３月28日，司法書士法務直子の事務所に白川裕太が訪れ，同年２月23日に申請した

登記が完了した乙土地について，司法書士法務直子に質問をした。司法書士法務直子と白

川裕太の対話の内容は，〔平成31年３月28日の白川裕太と司法書士法務直子の対話の内

容〕のとおりであり，白川裕太はこれに納得した。 

 なお，その他の事実関係については，後記〔事実関係に関する補足〕に記載したとおり

である。 

 以上に基づき，後記の問１から問３までに答えなさい。 

 

〔平成30年12月15日の青木正子と司法書士法務直子の対話の内容〕 

〔青木正子の発言の内容〕 

 平成30年10月12日，夫の青木太郎が死亡しました。相続人に関しては，別紙３のとお

りで，他に相続人はいません。夫は，別紙１のとおり甲土地を単独で，別紙２のとおり

乙土地を私と共有で所有しています。甲土地は，青木一郎が将来結婚したら二世帯で暮

らすつもりで，夫が購入しておいたのですが，青木一郎の結婚式の前に亡くなってしま

いました。そろそろ甲土地については，私と青木一郎との共有名義にして，予定通り住

宅を建てたいと思っています。二男の青木二郎もこの点については納得しています。甲
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土地には，銀行のローンの抵当権が設定されていますが，これも私と青木一郎が引き継

ぐつもりでいます。 

 問題は乙土地です。乙土地は，静岡の土地で，夫が定年退職したら私たちの故郷で老

後を過ごそうと思い，二人で共同購入したのですが，夫の両親も亡くなり，今から思う

と交通の便も悪いこともあって，数年前に，近くに適当な土地を，これが甲土地ですけ

れど，見つけたので，故郷に帰るのはやめようと話し合っていたところでした。そんな

訳で，乙土地には何年も行っておりません。子供たちもいらないと言っていますので，

どうしたらよいのか考えております。 

〔司法書士法務直子の発言の内容〕 

 甲土地を青木正子さんと青木一郎さんが取得することについては問題ありません。銀

行ローンの引き継ぎについては，新横浜銀行さんと話し合ってください。 

 乙土地については，誰も欲しくないと言うのなら，処分することも一つの方法だと思

いますが，すぐ決められなければ，とりあえず甲土地だけ遺産分割をして，乙土地は後

回しにしても大丈夫です。 

 

〔平成31年１月12日の関係当事者の発言の内容〕 

〔青木正子の発言の内容〕 

 先日お話したとおり，甲土地については，別紙４のとおり遺産分割協議が成立しまし

た。銀行ローンについては，私には収入がないので，引き継ぐのは青木一郎のみにして

欲しいと言われたため，債務は青木一郎が単独で承継することにしました。 

 乙土地については，今回は登記の申請はしないことにしました。 

〔青木一郎の発言の内容〕 

 母の言ったとおりの登記の申請をお願いします。 

〔株式会社新横浜銀行の融資担当者の発言の内容〕 

 甲土地に設定されている１番抵当権の債務について，青木太郎さんの相続人である青

木一郎さんが単独で承継することを承諾しました。 

 

〔平成31年２月22日の青木正子及び青木二郎の発言の内容〕 

〔青木正子の発言の内容〕 

 乙土地については，売却の方向で家族で話し合いました。乙土地は私と夫である青木

太郎の共有ですが，平成31年１月26日，遺産分割の協議及び共有物の分割協議によって，

青木二郎が単独で取得することを全員で合意し，後の処分は青木二郎の自由に任せるこ
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とにしました。 

〔青木二郎の発言の内容〕 

 乙土地は，私が取得し，処分についても私に一任されたため，知り合いのＹＹ不動産

に相談したところ，親切に対応して下さったので，早速，乙土地の売却を依頼しました。

ＹＹ不動産は，一応自社が買主になるが，最終的な買主を見つけるつもりとのことで，

平成31年２月７日に別紙５のとおりの契約をしました。２週間後，ＹＹ不動産は買い手

を見つけてくれました。そして，同月22日，買主である白川裕太さんが代金も支払って

くれたため，ＹＹ不動産から代金を受領して，手続が終了しましたので，登記の申請手

続をお願いします。 

 

〔平成31年３月28日の白川裕太と司法書士法務直子の対話の内容〕 

〔白川裕太の質問の内容〕 

私は，乙土地を買い受けた後の３月15日，乙土地に出向いたところ，黒田健治さんが

自宅の庭続きである乙土地を家庭菜園として使用していました。事情を尋ねると，「平

成11年３月６日に乙土地の隣の現在の住まいの土地を購入しました。広大な土地だった

ので，きちんと測量もせずに，乙土地も含まれていると思って，庭の一部として平穏に

かつ公然と占有を開始し，家庭菜園を楽しんでいました。親戚から購入したので，まだ

登記も完了しておらず，登記記録等で買い受けた土地の範囲をきちんと確認しなかった

ことについて過失があるかもしれませんが，今まで乙土地も含めて占有を継続している

ので，乙土地は私の物ではないでしょうか。この機会に，乙土地の取得時効を援用する

旨の意思を表示します。直ぐに登記に関する手続きをお願いします。」と言われました。

私は，黒田健治さんがお話した事実については，間違っていないことを確認しました。 

 私は，黒田健治さんが主張した事実に沿って，乙土地につき黒田健治さんへの所有権

の移転の登記を申請する義務があるのでしょうか。 

〔司法書士法務直子の回答の内容〕 

黒田健治さんが話したとおりの事実を認めることを前提にした場合，あなたは，乙土

地につき，黒田健治さんへ所有権の移転の登記を申請する義務が  【ア】  。 

 

〔事実関係に関する補足〕 

１ 〔平成30年12月15日の青木正子と司法書士法務直子の対話の内容〕，〔平成31年１月12

日の関係当事者の発言の内容〕，〔平成31年２月22日の青木正子及び青木二郎の発言の内

容〕及び〔平成31年３月28日の白川裕太と司法書士法務直子の対話の内容〕は，すべて
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真実に合致している。 

２ 本件の各当事者間には，〔平成30年12月15日の青木正子と司法書士法務直子の対話の

内容〕，〔平成31年１月12日の関係当事者の発言の内容〕，〔平成31年２月22日の青木正子

及び青木二郎の発言の内容〕，〔平成31年３月28日の白川裕太と司法書士法務直子の対話

の内容〕及び各別紙に記載されている権利義務以外には，登記すべき実体上の権利義務

関係は存在しない。 

３ 平成31年２月22日，株式会社ＹＹ不動産は青木二郎に対し，乙土地の所有権の移転先

として白川裕太を指名し，同日，白川裕太は，乙土地の所有権の移転を受ける旨の意思

表示を青木二郎に対してしている。 

４ 登記原因につき第三者の許可，同意又は承諾を要する場合には，各申請日までに当該

第三者の許可，同意又は承諾を得ており，登記上の利害関係を有する第三者が存在する

場合には，各申請日までにその者の作成に係る承諾書が得られているものとする。 

５ 司法書士法務直子は，複数の登記を申請する場合には，権利部（甲区）に関する登記

を申請し，その後に権利部（乙区）に関する登記を申請する。また，司法書士法務直子

は，複数の登記を申請する場合には，登録免許税の額が最も少なくなるように登記を申

請するものとする。 

６ 司法書士法務直子は，権利部（甲区）又は権利部（乙区）の各区において，複数の登

記を申請する場合には，登記原因の日付の古い順に登記を申請し，当該複数の登記の申

請のうち登記原因の日付が同一であり，かつ，申請の前後を問わないものがあるときは，

登録免許税が高額となるものから順に申請したものとする。 

７ 司法書士法務直子は，申請人が複数いて，そのうちの一部の者が申請人全員のために

登記を申請することができる場合であっても，申請人全員から委任を受けて登記を申請

したものとする。 

８ 甲土地に係る不動産の課税標準の額は3,700万円であり，乙土地に係る不動産の課税

標準の額は900万円である。 

 

問１ 〔平成31年１月12日の関係当事者の発言の内容〕に基づき，司法書士法務直子が甲

土地について平成31年１月12日に申請した各登記の申請情報の内容のうち，登記の目

的，登記記録の「権利者その他の事項」欄に記録される事項及び当該記録される事項

に含まれない申請人（以下，「申請事項等」という。問２及び問３において同じ。），

添付情報並びに登録免許税額を，司法書士法務直子が申請した登記の順に従って，答

案用紙の第１欄⑴から⑶までの各欄に記載しなさい。 
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問２ 〔平成31年２月22日の青木正子及び青木二郎の発言の内容〕に基づき，司法書士法

務直子が乙土地について平成31年２月23日に申請した各登記の申請情報の内容のうち，

登記の目的，申請事項等，添付情報並びに登録免許税額を，司法書士法務直子が申請

した順に従って，答案用紙の第２欄⑴から⑶までの各欄に記載しなさい。 

問３ 〔司法書士法務直子の回答の内容〕の， 【ア】  には，「あります」又は「あり

ません」のどちらかの語句が入るものとして， 【ア】  に入る語句が「ありま

す」である場合には，司法書士法務直子が関係当事者全員から，必要となるすべての

登記の申請手続について代理することの依頼を受け，登記に必要な書類を受領し，平

成31年３月30日に，管轄法務局に対し，書面申請の方法により，必要な登記の申請を

行ったものとして，当該登記の申請情報の内容のうち，登記の目的，申請事項等，添

付情報並びに登録免許税額を，答案用紙の第３欄⑴及び⑵の各欄に記載しなさい。一

方， 【ア】  に入る語句が「ありません」である場合には，同欄の登記の目的欄に

「登記不要」と記載しなさい。 

 

（答案作成に当たっての注意事項） 

１ 答案用紙の第１欄から第３欄までの各欄に申請人について解答を記載するに当たって

は，次の要領で行うこと。 

⑴ 「権利者」，「申請人」，「（被承継会社）」等の表示も記載するほか，持分の表示が必

要な場合は，持分の表示も，記載する。 

⑵ 住所，本店又は代表機関の資格及び氏名は，記載することを要しない。 

２ 会社法人等番号を提供する方法により登記の申請手続をすることができる登記につい

ては，会社法人等番号を提供する申請人等の記載の後に続けて，当該申請人等の会社法

人等番号を括弧書きで「（会社法人等番号0000－00－000000）」の要領で記載する。会社

法人等番号は，次の〔表〕のとおりとする。 

〔表〕 

商  号 会社法人等番号 

株式会社新横浜銀行 0100－01－123456 

株式会社ＹＹ不動産 0200－01－345678 

３ 答案用紙の第１欄から第３欄までの添付情報の欄に解答を記載するに当たっては，次

の要領で行うこと。 

⑴ 添付情報の解答は，その登記の申請に必要な添付情報を後記【添付情報一覧】から
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選択し，その記号（アからヒまで）を記載する。 

⑵ 法令の規定により添付を省略することができる情報及び提供されたものとみなされ

る情報についても，後記【添付情報一覧】から選択し，その記号（アからヒまで）を

記載する。 

⑶ 後記【添付情報一覧】のアからヒまでに掲げられた情報以外の情報（登記の申請に

関する委任状等）は，記載することを要しない。 

⑷ 後記【添付情報一覧】のツからノまでに掲げられた印鑑に関する証明書は，登記名

義人の住所を証する情報としては使用しないものとする。 

⑸ 後記【添付情報一覧】のハ又はヒの一方又は双方を記載するときは，それぞれの記

号の後に続けて，当該情報の作成者の氏名又は名称を補い，「ハ（株式会社ＸＹＺ銀

行のもの）」の要領で記載する。 

⑹ 添付情報のうち，登記の申請に際して有効期限の定めがあるものは，登記の申請時

において，全て有効期限内であるものとする。 

４ 答案用紙の第１欄，第２欄及び第３欄の各項目の欄に申請すべき登記の申請情報等の

内容を記載するに当たり，記載すべき情報等がない場合には，その欄に「なし」と記載

すること。 

５ 申請すべき登記がない場合には，答案用紙の第１欄及び第２欄の登記の目的欄に「登

記不要」と記載すること。 

６ 別紙は，いずれも，実際の様式と異なる。また，別紙には，記載内容の一部が省略さ

れているものがあり，別紙を含め，登記の申請に必要な添付情報は，いずれも，法律上

適式に作成されているものとする。 

７ 数字を記載する場合には算用数字を使用すること。 

８ 登録免許税額の算出について，登録免許税法以外の法令による税の減免の規定の適用

はないものとする。 

９ 訂正，加入又は削除をしたときは，訂正は訂正すべき字句に線を引き，近接箇所に訂

正後の字句を記載し，加入は加入する部分を明示して行い，削除は削除すべき字句に線

を引いて，訂正，加入又は削除をしたことが明確に分かるように記載すること。ただし，

押印や字数を記載することは要しない。 
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【添付情報一覧】 

 

ア 青木太郎の死亡及びその法定相続人を特定することができる戸籍の全部事項証明書，

除籍謄本及び改製原戸籍謄本（イからエまでを除く。） 

イ 青木正子の戸籍の一部事項証明書 

ウ 青木一郎の戸籍の一部事項証明書 

エ 青木二郎の戸籍の一部事項証明書 

オ 甲土地に関する遺産分割協議書（別紙４，協議者の印鑑に関する証明書付） 

カ 乙土地に関する遺産分割協議書（協議者の印鑑に関する証明書付） 

キ 乙土地の共有物分割協議書 

ク 登記原因証明情報（アからキまでを除く） 

ケ 甲土地の所有権に関する登記識別情報 

コ 甲土地の抵当権に関する登記識別情報 

サ 乙土地の所有権に関する登記識別情報（又は登記済証） 

シ 乙土地の抵当権に関する登記識別情報（又は登記済証） 

ス 青木正子の住民票の写し 

セ 青木一郎の住民票の写し 

ソ 青木二郎の住民票の写し 

タ 白川裕太の住民票の写し 

チ 黒田健治の住民票の写し 

ツ 青木正子の印鑑に関する証明書 

テ 青木一郎の印鑑に関する証明書 

ト 青木二郎の印鑑に関する証明書 

ナ 白川裕太の印鑑に関する証明書 

ニ 黒田健治の印鑑に関する証明書 

ヌ 青木市三郎の印鑑に関する証明書 

ネ 株式会社新横浜銀行の代表者の印鑑に関する証明書 

ノ 株式会社ＹＹ不動産の代表者の印鑑に関する証明書 

ハ 登記原因につき第三者の許可，同意又は承諾を得たことを証する情報（第三者の印鑑

に関する証明書付） 

ヒ 登記上の利害関係を有する第三者の承諾を証する情報（第三者の印鑑に関する証明書

付） 
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別紙１ 
 

 表 題 部（土地の表示） 調製 【略】 不動産番号 【略】 

地図番号 【略】 筆界特定 余 白 

所  在 横浜市港北区日吉七丁目 余 白 

① 地 番 ② 地 目 ③ 地 積 ㎡  原因及びその日付〔登記の日付〕 

５番１ 宅地 160 52 【略】 

余 白 余 白 余 白  昭和63年法務省令第37号附則第２条第２項の規定

により移記 

【略】 

 

 権 利 部（甲 区）  （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 所有権移転 平成25年６月１日 

第6600号 

原因 平成25年６月１日売買 

所有者 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジ

デンス303号 

 青木太郎 

 

 権 利 部（乙 区）  （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 抵当権設定 平成25年６月１日 

第6601号 

原因 平成25年６月１日金銭消費貸借同日設定 

債権額 金1,800万円 

利息 年３％  

損害金 年14％ 

債務者 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジ

デンス303号 

 青木太郎 

抵当権者 横浜市港北区新横浜一丁目２番１号 

 株式会社新横浜銀行 
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これは登記記録に記録されている事項の全部を証明した書面である。 

 

平成30年12月10日 
 

横浜地方法務局港北出張所     登記官      ○ ○ ○ ○ 印 
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別紙２ 
 

 表 題 部（土地の表示） 調製 【略】 不動産番号 【略】 

地図番号 【略】 筆界特定 余 白 

所  在 静岡県御前崎市御前崎 余 白 

① 地 番 ② 地 目 ③ 地 積 ㎡  原因及びその日付〔登記の日付〕 

1565番２ 宅地 200 00 【略】 

余 白 余 白 余 白  昭和63年法務省令第37号附則第２条第２項の規定

により移記 

【略】 

 

 権 利 部（甲 区）  （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 所有権移転 平成５年９月１日 

第1200号 

原因 平成５年９月１日売買 

共有者 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジ

デンス303号 

 持分２分の１ 青木太郎 

 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジデンス

303号 

 ２分の１ 青木正子 

 余 白 余 白 昭和63年法務省令第37号附則第２条第２項の規定

により移記 

【略】 

 

 権 利 部（乙 区）  （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 抵当権設定 平成５年９月１日 

第1201号 

原因 平成５年９月１日金銭消費貸借同日設定 

債権額 金300万円 

利息 年２％  

損害金 年12％ 

債務者 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジ

デンス303号 

 青木正子 

抵当権者 静岡県御前崎市佐倉100番地１ 

 青木市三郎 
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 余 白 余 白 昭和63年法務省令第37号附則第２条第２項の規定

により移記 

【略】 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これは登記記録に記録されている事項の全部を証明した書面である。 

 

平成30年12月10日 
 

静岡地方法務局掛川支局     登記官      ○ ○ ○ ○ 印 
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別紙３  

 

被相続人 青木太郎 相続関係説明図 

 

（被相続人） 

本   籍 横浜市港北区日吉五丁目３番 

最後の住所 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジデンス303号 

出生 昭和30年９月３日 

平成30年10月12日死亡 

被相続人 青木太郎 

 

 
 

長男 青木一郎 

住所 横浜市港北区日吉五丁目３番１ 

 日吉レジデンス303号 

出生 昭和61年９月22日 

 

 
 

二男 青木二郎 

住所 横浜市港北区日吉五丁目３番１ 

 日吉レジデンス303号 

出生 昭和63年２月10日 

 

 
 

妻 青木正子 

住所 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジデンス303号 

出生 昭和33年７月１日 

婚姻 昭和60年４月１日 
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別紙４  

 

遺産分割協議書 

 

 被相続人 青木太郎（平成30年10月12日死亡） 

      本籍 横浜市港北区日吉五丁目３番 

      最後の住所 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジデンス303号 

 

上記の被相続人の相続人である私たちは，民法第907条の規定により，被相続人の遺産

につき，以下の通り分割する。 

 

１．下記の不動産は，青木正子と青木一郎が各持分２分の１の割合で取得する。 
 

不動産の表示 

所在 横浜市港北区日吉七丁目 

地番 ５番１ 

地目 宅地 

地積 160.52平方メートル 
 

２．被相続人が平成25年６月１日に，株式会社新横浜銀行（本店：横浜市港北区新横浜一

丁目２番１号）から借り受けた債務金1,800万円（利息年３％，損害金年14％）につい

ては，青木一郎が単独で承継する。 
 

３．下記の不動産は，後日改めて分割協議をするものとする。 
 

静岡県御前崎市御前崎1565番２の土地 
 

（中略） 
 
 以上の協議を証するため，本証書を３通作成し，各自署名押印して各１通を保管する。 

 

 平成31年１月５日 

横浜市港北区日吉五丁目３番１ 

日吉レジデンス303号 

相続人     青木正子  ㊞ 

横浜市港北区日吉五丁目３番１ 

日吉レジデンス303号 

相続人     青木一郎  ㊞ 

横浜市港北区日吉五丁目３番１ 

日吉レジデンス303号 

相続人     青木二郎  ㊞ 
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別紙５  

 

売買契約書 

 

第１条 売主 青木二郎（以下，「甲」という。）は，その所有に係る後記物件（以下，

「本件物件」という。）を，買主 株式会社ＹＹ不動産（以下，「乙」という。）に

売り渡す。 

第２条 前条の売買の代金は，金980万円とする。 

第３条 乙は，前条の代金の全額を，本日より１か月以内に甲に支払う。 

第４条 乙は，第２条の売買代金の支払いまでに本件物件の所有権の移転先となる者を指

名するものとし，甲は，本件物件の所有権を乙の指定する者に対して乙の指定及び

第２条の代金の支払いを条件として直接移転する。 

第５条 以下の事由のうち１つでも発生した場合には，第１条の売買はその効力を失う。 

⑴ 乙が，第３条に定める期限までに代金の支払いをしないとき。 

⑵ 乙が，第３条に定める期限までに所有権の移転先となる者の指名をしないとき。 

 

記 

（物件の表示） 

所 在 静岡県御前崎市御前崎 

地 番 1565番２ 

地 目 宅地 

地 積 200.00平方メートル 

 

平成31年２月７日 

横浜市港北区日吉五丁目３番１ 

日吉レジデンス303号 

売主（甲）   青木二郎      ㊞ 

横浜市港北区日吉一丁目８番４号 

買主（乙） 株式会社ＹＹ不動産  

 代表取締役  和田和喜夫     ㊞ 

 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Skill Up 
応用問題 
〈解説編〉 

 

応
用
問
題 

解 

説 
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第１欄  

⑴ １番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

 ⑵ ２番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 
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 ⑶ ３番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

第２欄  

 ⑴ １番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 



2019年合格目標・記述式 Skill Up 講座 

司法書士 78 無断複製・転載を禁じます 

 

 

 ⑵ ２番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

 ⑶ ３番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 
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第３欄 

⑴ １番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

 ⑵ ２番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 
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【解答例】 

第１欄  

⑴ １番目に申請した登記 

登記の目的 

 

所有権移転 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

平成30年10月12日相続 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

相続人（被相続人 青木太郎） 

  持分２分の１ 青木正子 

    ２分の１ 青木一郎 

     

 

 

 

添付情報 

 

ア，イ，ウ，エ，オ，ス，セ 

登録免許税額 

 

金14万8,000円 

 

 ⑵ ２番目に申請した登記 

登記の目的 

 

１番抵当権変更 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

平成30年10月12日相続 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

変更後の事項 

債務者 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジデンス303号 

      青木一郎 

権利者 株式会社新横浜銀行 

    （会社法人等番号0100－01－123456） 

義務者 青木正子 

    青木一郎 

添付情報 

 

ア，イ，ウ，エ，オ，ケ，（ク） 

登録免許税額 

 

金1,000円 
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 ⑶ ３番目に申請した登記 

登記の目的 

 

登記不要 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

第２欄  

 ⑴ １番目に申請した登記 

登記の目的 

 

青木太郎持分全部移転 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

平成30年10月12日相続 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

相続人（被相続人 青木太郎） 

  持分２分の１ 青木二郎 

 

 

 

添付情報 

 

ア，イ，ウ，エ，カ，ソ 

登録免許税額 

 

金１万8,000円 
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 ⑵ ２番目に申請した登記 

登記の目的 

 

青木正子持分全部移転 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

平成31年１月26日共有物分割 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

権利者 持分２分の１ 青木二郎 

義務者 青木正子 

添付情報 

 

キ，サ，ソ，ツ 

登録免許税額 

 

金９万円 

 

 ⑶ ３番目に申請した登記 

登記の目的 

 

所有権移転 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

平成31年２月22日売買 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

権利者 白川裕太 

義務者 青木二郎 

添付情報 

 

ク，サ，タ，ト 

登録免許税額 

 

金18万円 
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第３欄 

⑴ １番目に申請した登記 

登記の目的 

 

所有権移転 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

平成11年３月６日時効取得 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

権利者 黒田健治 

義務者 白川裕太 

 

添付情報 

 

ク，サ，チ，ナ 

登録免許税額 

 

金18万円 

 

 ⑵ ２番目に申請した登記 

登記の目的 

 

１番抵当権抹消 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

平成11年３月６日所有権の時効取得 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

権利者 黒田健治 

義務者 青木市三郎 

添付情報 

 

ク，シ 

登録免許税額 

 

金1,000円 
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相続による所有権の移転の登記 

１ 相続の開始・効果 

相続は，死亡により開始する（民§882）。相続が開始すると，相続人は，被相続人の財産

に属した一切の権利義務（被相続人の一身に専属したものを除く。）を承継する（民§896）。 

被相続人に子がいるときは，子は相続人となる（民§887Ⅰ）。また，被相続人に配偶者が

いるときは，配偶者は子とともに相続人となる（民§890）。 

 

２ 相続分 

相続が開始した場合に相続人が数人あるときは，相続財産は共同相続人の共有となる（民

§898）。この場合，各相続人の相続分は，まず被相続人の遺言による相続分の指定または指

定の委託があるときはその割合となり（民§902），その指定がないときは法定の割合による

（民§900）。 

法定相続分は，配偶者と子が相続人であるときは，配偶者の相続分および子の相続分は各

２分の１である（民§900①）。子が数人あるときは，各自の相続分は相等しいものとなる

（同④）。 

 

３ 遺産分割 

遺産分割とは，共同相続人の共有する相続財産を，各共同相続人に分配することをいう。

遺産分割がされた場合には相続財産は個別的・具体的に各相続人に帰属する。各共同相続人

は，被相続人が遺言で分割を禁止した場合（民§908）等を除き，いつでもその全員の協議

により遺産の分割をすることができる（民§907Ⅰ，分割自由の原則）。 

遺産の分割がされたときは，相続開始の時にさかのぼってその効力を生ずる（民§909）。

したがって，遺産の分割によって相続人の１人が相続財産中の不動産を単独で取得する旨が

定められたときは，その者は相続開始の時から単独でその不動産を承継したことになる。 

 

４ 相続による所有権の移転の登記 

被相続人が不動産を所有していたときは，その不動産は相続人に承継されるので，相続人

に対して「相続」を登記原因として所有権の移転の登記を申請する。 

相続による所有権の移転の登記は，申請情報と併せて相続を証する市区町村長その他の公

務員が職務上作成した情報およびその他の登記原因を証する情報を提供して（不登令別表22

添付情報欄），相続人が単独で申請することができる（不登§63Ⅱ）。 
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５ 共同相続の登記がされる前に遺産分割がされた場合の登記 

共同相続が開始したが，その共同相続の登記をする前に相続人の間で遺産分割協議がされ，

相続人の１人が不動産を単独で取得する旨が合意されたときは，その相続人に対して，「相

続」を登記原因として所有権の移転の登記を申請することができる（先例昭19.10.19－692）。

遺産分割の効果は相続開始の時にさかのぼるので（民§909），その者のみが単独で当該不動

産を相続したことになるからである。この場合は，「その他の登記原因を証する情報」とし

て，遺産分割の協議書を提供する。 

 

６ 本問における展開 

平成30年10月12日，甲土地の所有者である青木太郎が死亡した（平成30年12月15日の青木

正子と司法書士法務直子の対話の内容〔青木正子の発言の内容〕）。相続人は，妻の青木正子

と子の青木一郎および青木二郎である（別紙３）。 

平成31年１月５日，青木正子，青木一郎および青木二郎は，亡青木太郎についての遺産分

割の協議をした（平成31年１月12日の関係当事者の発言の内容〔青木正子の発言の内容〕，

別紙４）。この協議においては，亡青木太郎が所有していた甲土地は，青木正子および青木

一郎が，持分各２分の１の割合で共同相続することが合意された（別紙４）。甲土地につい

ては，まだ共同相続の登記がされていないので，相続を登記原因として，青木正子および青

木一郎に対する所有権の移転の登記を申請する。 

 

７ 申請情報の作成 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「所有権移転」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成30年10月12日相続」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①⑨） 

「相続人」として，甲土地を取得することになった青木正子と青木一郎の氏名，住所を，

取得した持分を冠記して記載する。なお，被相続人である青木太郎の氏名をかっこ書で記

載する。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記原因証明情報（不登§61，不登令別表22添付情報欄） 

相続関係を証する戸籍事項の証明書，遺産分割協議書等を添付する。 

② 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

青木正子および青木一郎から司法書士への委任状を添付する。 
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③ 住所証明情報（不登令別表30添付情報欄ロ） 

青木正子および青木一郎の住民票の写しを添付する。 

オ 課税価額と登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

甲土地の価額金3,700万円が課税価額であり，登録免許税はこれに相続による所有権の

移転の登記の税率1000分の４（登税別表第1.1⑵イ）を乗じた金14万8,000円である。 

 

相続による抵当権の債務者の変更の登記 

１ 相続による抵当権の債務者の変更の登記 

抵当権の被担保債権の債務者が死亡し，相続が開始したときは，相続人が被相続人の債務

を承継するので（民§896），相続による債務者の変更の登記を申請する。 

債務者の変更の登記は，抵当権者を登記権利者，設定者を登記義務者として共同で申請す

る（不登§60）。 

抵当権の債務者の変更の登記を書面によって申請する場合でも，登記義務者の登記識別情

報を提供しているときは，登記義務者（所有権の登記名義人）の印鑑証明書（不登令§16Ⅱ，

18Ⅱ）を提供することを要しない（不登規則§47③イ⑴かっこ書，48Ⅰ⑤，49Ⅱ④参照）。 

 

２ 債務について遺産分割または相続債務の引受けがされた場合の登記の手続 

⑴ 遺産分割がされた場合 

抵当権の債務者であるＡが死亡し，ＢＣがＡを相続した場合に，ＢＣ間の遺産分割協議

により亡Ａの債務はＢが単独で承継する旨が合意され，それについて債権者が承諾したと

きは，亡Ａの債務は相続開始と同時にＢが単独で承継したことになる。遺産分割の効果は

相続開始の時にさかのぼるからである（民§909）。 

この場合には，当該抵当権について，「相続」を登記原因として債務者をＡからＢに変

更する登記を申請することができる（先例昭33.5.10－964）。 

→ 債務者をＢＣとする変更の登記を経由する必要はない。 

 

⑵ 相続債務の引受けがされた場合 

上記と同様の事例で，遺産分割ではなく，債務者の相続人ＢＣと債権者の間で，ＣがＡ

から承継した債務をＢが引き受け，Ｂが単独の債務者となる旨の債務引受契約がされたと

きは，まず「相続」を登記原因として債務者をＢＣとする変更の登記を申請し，次いで債

務引受契約がされた日を原因日付，「Ｃの債務引受」を登記原因として，債務者をＢとす

る変更の登記を申請する（同先例，記録例411）。 
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債務者をＢＣとする変更の登記を省略することはできない。この場合は，亡Ａの債務は

ＢＣに承継され，その後にＣの債務がＢに引き受けられているので，その流れを忠実に公

示すべきだからである。 

 

３ 本問における展開 

平成30年10月12日，甲土地乙区１番の抵当権の債務者である青木太郎が死亡した（平成30

年12月15日の青木正子と司法書士法務直子の対話の内容〔青木正子の発言の内容〕）。そして，

青木太郎の相続人の間で遺産分割協議がされ，青木太郎が負担していた当該抵当権の債務は，

青木一郎が単独で承継する旨が合意された（平成31年１月12日の関係当事者の発言の内容

〔青木正子の発言の内容〕，別紙４）。債権者の株式会社新横浜銀行は，遺産分割による債務

の承継を承諾しているので（平成31年１月12日の関係当事者の発言の内容〔株式会社新横浜

銀行の融資担当者の発言の内容〕），当該債務は青木太郎の死亡と同時に青木一郎が単独で承

継したことになる。 

したがって，甲土地乙区１番の抵当権について，「相続」を登記原因として，債務者を青

木一郎とする変更の登記を申請する。 

 

４ 申請情報の作成 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「１番抵当権変更」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

債務者の青木太郎が死亡した日をもって，「平成30年10月12日相続」と記載する。 

ウ 変更後の登記事項（不登令別表25申請情報欄） 

変更後の事項として，変更後の債務者である青木一郎の氏名，住所を記載する。 

エ 申請人（不登令§３①②） 

登記権利者として抵当権者である株式会社新横浜銀行の名称，住所，代表者の氏名を記

載し，登記義務者として設定者（現在の甲土地の所有権の登記名義人）である青木正子お

よび青木一郎の氏名，住所を記載する。 

オ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22） 

青木正子および青木一郎の甲土地甲区２番の登記識別情報を提供する。なお，青木正

子および青木一郎を登記権利者とする相続による所有権の移転の登記と，この抵当権の

変更の登記は時間的に同時に申請するので，実際には登記識別情報を提供することはで
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きないが，提供したものとみなされる（不登規則§67）。 

② 登記原因証明情報（不登§61，不登令別表25添付情報欄イ） 

債務者が死亡し，適法な当事者の間で債務の遺産分割がされ，それについて債権者が

承諾したことを証する情報を提供する。 

③ 会社法人等番号（不登令§７Ⅰ①イ） 

株式会社新横浜銀行の会社法人等番号を提供する。 

④ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

株式会社新横浜銀行の代表者，青木正子および青木一郎から司法書士への委任状を添

付する。 

カ 登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

変更の登記として，不動産１個につき金1,000円である（登税別表第1.1⒁）。 

 

相続による共有持分の移転の登記 

共有物分割による共有者の持分の移転の登記 

１ 共有物分割の意義 

ある物を数人が共有している場合，共有物分割禁止の特約（民§256Ⅰただし書）がある

ときを除き，各共有者はいつでも共有物の分割を請求することができる（同Ⅰ本文）。 

共有物の分割は各共有者間の協議によってされるが，協議が調わないときは裁判所に共有

物の分割を請求することができる（民§258Ⅰ）。 

共有物分割の方法に特に制限はなく，Ａ，Ｂの共有する土地について，ＡがＢに賠償たる

対価を支払って，土地をＡの単独所有とすることができる。 

 

２ 共有物分割の登記 

Ａ，Ｂの共有する甲土地について，Ａの単独所有とする旨の共有物分割の協議が調ったと

きは，これによりＢの持分がＡに移転したと解することができるので，甲土地について「共

有物分割」を登記原因としてＢ持分のＡへの移転の登記を申請する。 

この共有持分の移転の登記は，持分を取得した共有者Ａを登記権利者，持分を失う共有者

Ｂを登記義務者として共同で申請する（不登§60）。 

 

３ 本問における展開 

（協議の内容） 

平成31年１月26日，青木太郎の相続人全員で，乙土地に関する亡青木太郎の遺産分割協議
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がされ，同時に青木正子と青木二郎の間において，乙土地の共有物分割の協議がされた（平

成31年２月22日の青木正子および青木二郎の発言の内容〔青木正子の発言の内容〕）。これら

の協議の法的な内容であるが，乙土地についてはもともと青木太郎と青木正子が共有してお

り，そのうちの青木太郎が死亡したので，青木太郎の持分２分の１については，相続人の全

員である青木正子，青木一郎，青木二郎の間で遺産分割協議がされたと判断することができ

る。 

今回の協議においては，乙土地は青木二郎が単独で取得することが合意されているので，

青木太郎が有していた乙土地の持分２分の１は，青木二郎が単独で相続すると合意されたと

いうことができる。そして，この遺産分割協議により，乙土地は，青木正子と青木二郎が物

権的に共有する形となったので，同日，青木正子と青木二郎の間で，乙土地についての共有

物分割の協議がされ，青木正子の持分２分の１を，青木二郎が取得したと判断することがで

きる。 

 

（申請する登記） 

乙土地については，①青木太郎の有していた持分が相続によって青木二郎に承継され，

②共有物分割によって青木正子の有していた持分を青木二郎が取得したため，青木二郎の単

独の所有となったという２つの物権変動が生じているので，この２つの登記を申請する。 

具体的には，①「相続」を登記原因として，青木太郎の持分を青木二郎に移転する登記，

②「共有物分割」を登記原因として，青木正子の持分を青木二郎に移転する登記を申請する。 

 

４ 申請情報の作成 

（相続による共有持分の移転の登記） 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「青木太郎持分全部移転」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成30年10月12日相続」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①⑪ホ） 

「相続人」として，青木二郎の氏名，住所を，取得した持分を冠記して記載する。なお，

被相続人である青木太郎の氏名をかっこ書で記載する。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記原因証明情報（不登§61，不登令別表22添付情報欄） 

相続関係を証する戸籍事項の証明書，遺産分割協議書等を添付する。 
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② 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

青木二郎から司法書士への委任状を添付する。 

③ 住所証明情報（不登令別表30添付情報欄ロ） 

青木二郎の住民票の写しを添付する。 

オ 課税価額と登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

乙土地の価額金900万円に移転する持分の割合２分の１を乗じた金450万円が課税価額で

あり，登録免許税はこれに相続による所有権の移転の登記の税率1000分の４（登税別表第

1.1⑵イ）を乗じた金１万8,000円である。 

 

（共有物分割による共有者の持分の移転の登記） 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「青木正子持分全部移転」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成31年１月26日共有物分割」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①⑪ホ） 

登記権利者として青木二郎の氏名，住所を，取得した持分を冠記して記載する。そして，

登記義務者として青木正子の氏名，住所を記載する。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22，不登附則§７） 

青木正子の乙土地甲区１番の登記済証を添付する。 

② 登記原因証明情報（不登§61，不登令別表30添付情報欄イ） 

乙土地について，共有物の分割がされ，青木二郎が青木正子の持分を取得した旨が記

載された書面を添付する。 

③ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

青木二郎から司法書士への委任状，青木正子から司法書士への委任状を添付する。 

④ 印鑑証明情報（不登令§18ⅡⅢ） 

青木正子が委任状に押印した印鑑について，市区町村長が作成した作成後３か月以内

の証明書を添付する。 

⑤ 住所証明情報（不登令別表30添付情報欄ロ） 

青木二郎の住民票の写しを添付する。 

オ 課税価額と登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

乙土地の価額金900万円に移転する持分の割合２分の１を乗じた金450万円が課税価額で



2019年合格目標・記述式 Skill Up 講座 

無断複製・転載を禁じます 91 司法書士 

あり，登録免許税はこれにその他の原因による所有権の移転の登記の税率1000分の20（登

税別表第1.1⑵ハ）を乗じた金９万円である。 

なお，共有物分割による共有持分の移転の登記の登録免許税の税率は，登録免許税法別

表の上では1000分の４とされているが（登税別表第1.1⑵ロ），1000分の４となるためには

一定の要件（登税施行令§９Ⅰ）を満たしている必要がある。この要件を満たしていない

場合は，その他の原因による移転の登記として1000分の20となる。 

 

売買による所有権の移転の登記 

１ 第三者のためにする契約の意義・効果 

第三者のためにする契約とは，契約当事者以外の第三者に直接権利を取得させる契約であ

る（民§537Ⅰ）。たとえば，Ａの所有する甲土地についてＡ・Ｂ間で売買契約を締結するに

当たり，甲土地の所有権を第三者Ｃに取得させる旨を定めることができる。この場合は，Ｃ

がＡから直接に所有権を取得する（契約上の買主たるＢには，甲土地の所有権は一度も帰属

しない）。 

なお，第三者が権利を取得するためには，その第三者が“受益の意思表示”をする必要が

ある（同Ⅱ）。そして，この“受益の意思表示”がされた時に第三者は権利を取得する（大

判昭5.10.2）。 

 

２ 第三者のためにする契約がされ，第三者に直接所有権が移転した場合の登記の手続 

Ａの所有する甲土地について，Ｂとの間で以下のような内容を含む売買契約がされたもの

とする。 

 

Ｂは，売買代金全額の支払いまでに甲土地の所有権の移転先となる者を指名するもの

とし，Ａは，甲土地の所有権をＢの指定する者に対して，Ｂの指定および売買代金全額

の支払いを条件として直接移転することとする。 

 

これは，契約当事者以外の第三者に直接所有権を取得させる契約であるので，第三者のた

めにする契約であるということができる。 

そして，この後にＢが所有権の移転先となる者（たとえばＣ）を指名し，そのＣが“受益

の意思表示”をし，さらにＢがＡに対して売買代金の全額を支払ったときは，特約に従って

甲土地の所有権はＡから直接Ｃに移転することになる。 

この場合は，甲土地の所有権がＡからＣに移転したので，甲土地についてＡからＣに対し



2019年合格目標・記述式 Skill Up 講座 

司法書士 92 無断複製・転載を禁じます 

て売買による所有権の移転の登記を申請する（先例平19.1.12－52）。 

契約上の買主たるＢには一度も甲土地の所有権は帰属していないので，Ｂを登記権利者と

して所有権の移転の登記を申請することはできない。 

→ この登記の登記原因証明情報においては，登記義務者のＡのほか，契約上の買主たるＢ

も記名押印する必要があるとされている（登記研究708Ｐ149）。Ｂは，Ａに対して甲土地

の売買代金を支払う義務を負う一方で，甲土地を第三者Ｃに直接移転させるものであるの

で，ＡからＣへの所有権の移転の登記をすることにより不利益を受ける可能性があり，登

記義務者に準じて扱うのが相当であると考えられるからである。 

 

３ 売買による所有権の移転の登記 

売買とは，当事者の一方がある財産権を相手方に移転することを約し，相手方がこれに対

してその代金を支払うことを約することによって効力を生ずる契約である（民§555）。 

特定物の売買契約をした場合，その契約と同時に所有権は買主に移転するが（民§176），

買主が売買代金を完済した時に所有権が移転する旨の特約がある場合には，買主が売買代金

を完済した時に所有権が移転する（最判昭38.5.31）。 

そして，売買によって不動産の所有権が移転したときは，買主を登記権利者，売主である

現在の所有権の登記名義人を登記義務者として，共同で所有権の移転の登記を申請する（不

登§60）。 

 

４ 本問における展開 

（売買契約について） 

平成31年２月７日，青木二郎と株式会社ＹＹ不動産は，青木二郎の所有する乙土地につい

て，以下のとおりの売買契約を締結した（平成31年２月22日の〔青木二郎の発言の内容〕，

別紙５）。 

 

・ 当該売買における代金は，金980万円とする。 

・ 株式会社ＹＹ不動産は，売買代金の支払いまでに乙土地の所有権の移転先となる者

を指名するものとし，青木二郎は，乙土地の所有権を株式会社ＹＹ不動産の指定する

者に対して，株式会社ＹＹ不動産の指定および売買代金の支払いを条件として直接移

転する。 

 

この契約では，買主の指定する者に対して直接所有権を移転させる旨の約定がされている



2019年合格目標・記述式 Skill Up 講座 

無断複製・転載を禁じます 93 司法書士 

ので，いわゆる第三者のためにする契約である。また，この契約においては，売買代金の完

済によって所有権が移転する旨の約定もされている。 

 

（所有権の移転について） 

乙土地については，白川裕太が買い受けることになった（平成31年２月22日の〔青木二郎

の発言の内容〕）。そして，平成31年２月22日，契約上の買主である株式会社ＹＹ不動産は，

売主である青木二郎に対して，所有権の移転先として白川裕太を指定し，白川裕太は所有権

の移転を受ける旨の意思表示（受益の意思表示）を青木二郎にした（平成31年２月22日の

〔青木二郎の発言の内容〕，事実関係に関する補足３）。そして，契約上の買主である株式会

社ＹＹ不動産は売主の青木二郎に対し，売買代金の全額を支払った（平成31年２月22日の

〔青木二郎の発言の内容〕）。これにより，乙土地の所有権は，青木二郎から直接白川裕太に

移転した。したがって，乙土地について，白川裕太に対して売買による所有権の移転の登記

を申請する。 

 

５ 申請情報の作成 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「所有権移転」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成31年２月22日売買」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①） 

登記権利者として白川裕太，登記義務者として青木二郎の氏名，住所を記載する。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22） 

青木二郎が乙土地について所有権の登記を受けた際の乙土地甲区２番の登記識別情報

および乙土地甲区３番の登記識別情報を提供する。なお，実際には登記識別情報を提供

することはできないが，提供したものとみなされる（不登規則§67）。 

② 登記原因証明情報（不登§61，不登令別表30添付情報欄イ） 

乙土地について一定の特約の付された売買契約がされ，所有権の移転先が指定され，

当該第三者が受益の意思表示をし，売買代金が完済され，所有権が移転した旨が記載さ

れた書面を添付する。 

③ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

白川裕太から司法書士への委任状，青木二郎から司法書士への委任状を添付する。 
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④ 印鑑証明情報（不登令§18ⅡⅢ） 

青木二郎が委任状に押印した印鑑について，市区町村長が作成した作成後３か月以内

の証明書を添付する。 

⑤ 住所証明情報（不登令別表30添付情報欄ロ） 

白川裕太の住民票の写しを添付する。 

オ 課税価額と登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

乙土地の価額金900万円が課税価額であり，登録免許税はこれにその他の原因による所

有権の移転の登記の税率1000分の20（登税別表第1.1⑵ハ）を乗じた金18万円である。 

 

時効取得による所有権の移転の登記 

所有権の時効取得による抵当権の登記の抹消 

１ 取得時効の意義・要件・効果 

20年間，所有の意思をもって，平穏に，かつ公然と他人の物を占有した者は，その所有権

を取得する（民§162Ⅰ）。また，10年間，所有の意思をもって，平穏に，かつ公然と他人の

物を占有した者は，その占有の開始の時に，善意であり，かつ過失がなかったときは，その

所有権を取得する（同Ⅱ）。このように，取得時効は，占有の継続という一定の事実状態が

存在する場合に，その事実状態を尊重してそのまま権利関係として認めることにより，社会

の法律関係の安定を図ろうとする制度である。 

時効は，当事者が援用することを要する（民§145）。時効の援用とは，時効の利益を享受

する旨の意思表示であり，直接時効の利益を受ける者は，裁判上であると裁判外であるとを

問わず，何時にてもこれを援用することができ，いったん援用があると時効による権利の取

得は確定不動のものとなる（大判昭10.12.24）。 

時効の効力は，その起算日にさかのぼる（民§144）。不動産について取得時効が完成した

場合，不動産の所有権は，その占有開始の時にさかのぼって時効取得者に帰属していたこと

になる。 

 

２ 取得時効と登記 

Ａの所有する甲土地をＢが時効取得した場合，ＢがＡに対して時効取得を主張するために

は，登記を備えることを要しない（大判大7.3.2）。ＡとＢは当事者の関係に立ち，対抗の関

係にはないからである。同様に，Ｂの取得時効の完成前に原所有者Ａが第三者Ｃに対して甲

土地を譲渡した場合も，ＢとＣは当事者の関係に立ち，Ｂは登記なくしてＣに対して時効取

得を主張することができる（最判昭41.11.22）。 
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一方，Ｂの取得時効の完成後に原所有者Ａから甲土地について権利を取得した第三者Ｄと

の関係は，Ａを起点とする二重譲渡があった場合と同視することができるので，民法177条

の対抗の関係となり，Ｂは登記を具備しているＤに対して，時効取得を主張することはでき

ない（最判昭33.8.28）。 

また，時効の起算日によって，ある者が時効取得者との関係において当事者となるか第三

者となるかが決定され，それは互いに重大な影響を及ぼすため，時効取得者は任意に時効の

起算点を選択することはできない（最判昭35.7.27）。 

 

３ 時効取得による所有権の移転の登記 

所有権の登記のある不動産について第三者が時効取得したときは，時効取得者を登記権利

者，現在の所有権の登記名義人を登記義務者として，所有権の移転の登記を申請する（大判

大14.7.8，先例明44.6.22－414）。時効取得者が不動産の占有を開始した後，その不動産の

原権利者が不動産の所有権を第三者に譲渡し，第三者に対して所有権の移転の登記がされて

いる場合，現在の所有権の登記名義人が登記義務者となる。 

申請情報の内容として提供すべき登記原因は「時効取得」，登記原因の日付は時効の起算

日（占有開始の日）となる。 

 

４ 不動産が時効取得されたことによる抵当権の消滅 

債務者または抵当権設定者でない者が，抵当不動産について取得時効に必要な要件を具備

する占有をしたときは，抵当権はこれによって消滅する（民§397）。時効取得は原始取得で

あるので（大判大7.3.2），原所有者のもとに担保権等の制約が存していたとしても，時効取

得者は原則としてそうした制約とは関係のない不動産を取得するからである（大判昭

15.8.12）。したがって，原所有者の所有権を目的として設定されていた抵当権は，所有権の

時効取得の反射的効果によって消滅するので，その登記の抹消を申請することができる。 

 

５ 抵当権の登記の抹消 

所有権が時効取得されたことにより消滅した抵当権の登記の抹消は，時効取得者（所有権

の登記名義人）を登記権利者，抵当権の登記名義人を登記義務者として，共同で申請する

（不登§60）。申請情報の内容における登記原因は「所有権の時効取得」，登記原因の日付は

時効の起算日（占有開始の日）となる（質疑登研458Ｐ94）。 
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６ 本問における展開 

（時効取得による所有権の移転の登記） 

黒田健治は，平成11年３月６日，乙土地を自己の所有の不動産であるとして平穏公然に占

有を開始し，現在まで占有を継続している。しかし，現在の住まいの土地を親戚から購入し

て，まだ登記も完了しておらず登記記録等で買い受けた土地の範囲を確認しなかったことに

つき過失があることから，時効取得するためには20年の占有の継続が必要である（平成31年

３月28日の〔白川裕太の質問の内容〕）。黒田健治は，平成11年３月６日から20年の占有の継

続により，平成31年３月６日に乙土地の取得時効が完成しているとして，平成31年３月15日，

白川裕太に時効を援用する旨の意思を表示した（同質問の内容）。したがって，黒田健治は，

乙土地を時効取得することになる。 

なお，現在の所有権登記名義人である白川裕太は，平成31年２月22日に乙土地の所有権を

取得し登記を備えているが，白川裕太は，時効完成前に原所有者すなわち青木太郎および青

木正子から所有権を取得した青木二郎からさらに権利を取得した第三者であり，白川裕太と

黒田健治は当事者の関係に立つため，黒田健治は白川裕太に対して，乙土地を時効取得した

ことを登記なくして対抗することができる。 

したがって，白川裕太の質問に対して司法書士法務直子がした回答の   【ア】   には，

「あります」が入り，乙土地について，白川裕太から黒田健治に対して，時効取得による所

有権の移転の登記を申請する。 

（所有権の時効取得による抵当権の登記の抹消） 

乙土地には，乙区１番で青木市三郎のための抵当権の設定の登記がされているが（別紙２

参照），当該抵当権は黒田健治の取得時効が完成する前に設定されたものであり，黒田健治

が乙土地の所有権を時効取得したことにより消滅する。 

したがって，乙土地乙区１番の抵当権の登記の抹消を申請する。 

 

７ 申請情報の作成 

（時効取得による所有権の移転の登記） 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「所有権移転」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成11年３月６日時効取得」と記載する。 
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ウ 申請人（不登令§３①） 

登記権利者として黒田健治の氏名，住所を記載し，登記義務者として白川裕太の氏名，

住所を記載する。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22） 

白川裕太が乙土地について所有権の登記を受けた際の乙土地甲区４番の登記識別情報

（が記載された書面）を添付する。 

② 登記原因証明情報（不登§61，不登令別表30添付情報欄イ） 

時効取得により所有権が移転した旨を証する書面を添付する。 

③ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

黒田健治から司法書士への委任状，白川裕太から司法書士への委任状を添付する。 

④ 印鑑証明情報（不登令§18ⅡⅢ） 

白川裕太が委任状に押印した印鑑について，市区町村長の作成に係る作成後３か月以

内の証明書を添付する。 

⑤ 住所証明情報（不登令別表30添付情報欄ロ） 

黒田健治の住民票の写しを添付する。 

オ 課税価額と登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

乙土地の価額金900万円が課税価額であり，登録免許税はこれにその他の原因による所

有権の移転の登記の税率1000分の20（登税別表第1.1⑵ハ）を乗じた金18万円である。 

 

（所有権の時効取得による抵当権の登記の抹消） 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「１番抵当権抹消」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成11年３月６日所有権の時効取得」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①） 

登記権利者として黒田健治の氏名および住所を記載し，登記義務者として青木市三郎の

氏名および住所を記載する。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22，不登附則§７） 

青木市三郎が乙土地について抵当権の登記を受けた際の乙区１番の登記済証を添付す

る。 
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② 登記原因証明情報（不登§61，不登令別表26添付情報欄ホ） 

所有権の時効取得によって抵当権が消滅した旨を証する書面を添付する。 

③ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

黒田健治から司法書士への委任状，青木市三郎から司法書士への委任状を添付する。 

オ 登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

登記の抹消として，不動産１個につき金1,000円である（登税別表第1.1⒂）。 
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＜完了後の登記記録＞ 
 

甲土地 

 権 利 部（甲 区）  （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 所有権移転 平成25年６月１日 

第6600号 

原因 平成25年６月１日売買 

所有者 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジ

デンス303号 

 青木太郎 

２ 所有権移転 平成31年１月12日 

第1100号 

原因 平成30年10月12日相続 

共有者 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジ

デンス303号 

持分２分の1 青木正子 

横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジデンス

303号 

２分の１ 青木一郎 

 

 権 利 部（乙 区）  （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 

 

 

 

 

抵当権設定 平成25年６月１日 

第6601号 

原因 平成25年６月１日金銭消費貸借同日設定 

債権額 金1,800万円 

利息 年３％  

損害金 年14％ 

債務者 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジ

デンス303号 

 青木太郎 

抵当権者 横浜市港北区新横浜一丁目２番１号 

 株式会社新横浜銀行 

付記１号 １番抵当権変更 平成31年１月12日 

第1101号 

原因 平成30年10月12日相続 

債務者 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジ

デンス303号 

 青木一郎 
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乙土地 

 権 利 部（甲 区）  （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 所有権移転 平成５年９月１日 

第1200号 

原因 平成５年９月１日売買 

共有者 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジ

デンス303号 

 持分２分の１ 青木太郎 

 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジデンス

303号 

 ２分の１ 青木正子 

２ 青木太郎持分全

部移転 

平成31年２月23日 

第2500号 

原因 平成30年10月12日相続 

共有者 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジ

デンス303号 

 持分２分の１ 青木二郎 

３ 青木正子持分全

部移転 

平成31年２月23日 

第2501号 

原因 平成31年１月26日共有物分割 

所有者 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジ

デンス303号 

 持分２分の１ 青木二郎 

４ 所有権移転 平成31年２月23日 

第2502号 

原因 平成31年２月22日売買 

所有者 静岡県島田市ばらの丘二丁目２番１号 

 白川裕太 

５ 所有権移転 平成31年３月30日 

第3700号 

原因 平成11年３月６日時効取得 

所有者 静岡県御前崎市御前崎1565番地３ 

 黒田健治 

 

 権 利 部（乙 区）  （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 抵当権設定 平成５年９月１日 

第1201号 

原因 平成５年９月１日金銭消費貸借同日設定 

債権額 金300万円 

利息 年２％  

損害金 年12％ 
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   債務者 横浜市港北区日吉五丁目３番１日吉レジ

デンス303号 

 青木正子 

抵当権者 静岡県御前崎市佐倉100番地１ 

 青木市三郎 

２ １番抵当権抹消 平成31年３月30日 

第3701号 

原因 平成11年３月６日所有権の時効取得 

 

＊ 下線のあるものは抹消事項であることを示す。 

＊ 移記事項については省略。 
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問題 平成30年10月１日，株式会社桐山の代表取締役桐山一郎，株式会社二海堂の代表取締役

二海堂三郎及びその他の関係当事者全員が，司法書士法務太郎の事務所を訪れ，司法書士

法務太郎は，下記，「桐山一郎の会話の内容」及び「二海堂三郎の会話の内容」のとおり

に事実関係を聴取した。司法書士法務太郎は，関係当事者全員から同日「桐山一郎の会話

の内容」及び「二海堂三郎の会話の内容」に沿ってすることができる全ての登記の申請手

続について代理することの依頼を受けるとともに，登記の申請手続に必要な書類を全て受

領した。そして，別紙３の土地（以下，「甲土地」という）を管轄する登記所に対しては，

平成30年10月１日に，別紙５の土地（以下，「乙土地」という）を管轄する登記所に対し

ては平成30年10月10日に，それぞれ書面を提出する方法により，登記の申請を行った。 

 

「桐山一郎の会話の内容」 

 株式会社桐山は，私が代表を務める会社です。会社の履歴事項一部証明書は，こちらに

なります（別紙１）。弊社は，履歴事項一部証明書を見て頂ければ分かるかと思いますが，

平成30年９月20日付けで，会社分割をしております。そして，会社分割により新たに設立

した会社が，株式会社二海堂であり，株式会社二海堂の履歴事項一部証明書は，こちらに

なります（別紙２）。株式会社桐山は，甲土地（別紙３）に対して，根抵当権を設定して

います。この根抵当権については，新設分割計画（別紙４）の内容にも含まれているので

すが，株式会社二海堂を単独の根抵当権者にしたいと思っております。そして，会社分割

の効力発生日と同日に，株式会社桐山は，株式会社二海堂に対して，当該根抵当権の権利

を放棄しております。  

 

「二海堂三郎の会話の内容」 

 株式会社二海堂は私が代表を務める会社です。桐山社長が今お話されたとおり，甲土地

乙区１番で設定されている根抵当権については，現在，弊社が単独の根抵当権者となって

おります。そして，この根抵当権の共同担保として，平成30年９月30日に，乙土地（別紙

５）について，共同根抵当権を設定いたしました。設定の契約書はこちらです（別紙６）。 

 

平成31年２月１日，川本四郎，株式会社二海堂の代表取締役二海堂三郎及びその他の関

係当事者全員が，司法書士法務太郎の事務所を訪れ，司法書士法務太郎は，下記，「川本

四郎の会話の内容」及び「二海堂三郎の会話の内容」のとおりに事実関係を聴取した。司

法書士法務太郎は，関係当事者全員から同日「川本四郎の会話の内容」及び「二海堂三郎

の会話の内容」に沿って甲土地についてすることができる全ての登記の申請手続について
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代理することの依頼を受けるとともに，登記の申請手続に必要な書類を全て受領した。そ

して，管轄する登記所に対して，同日，書面を提出する方法により，登記の申請を行った。 

 

「川本四郎の会話の内容」 

 私は，甲土地甲区２番付記１号で買戻権者として登記されておりますが，平成31年１月

20日，現在の所有者である島田五郎に対して，売買代金等の全額を提供して直接，買戻権

の行使の意思表示をしました。これに基づく登記を先生にお願いしたいと思っております。

また，甲土地について設定されている１番根抵当権について，元本の確定期日を変更する

契約を株式会社二海堂さんとしましたので，その登記もお願いいたします。 

 

「二海堂三郎の会話の内容」 

先日は，お世話になりました。今回は，先日登記して頂いた甲土地の根抵当権の元本の

確定期日を川本四郎さんと変更する契約を平成31年１月20日にしましたので，その変更登

記をお願いしたいと思っております。契約書は，別紙７のとおりです。 

 

平成31年３月30日，川本四郎及びその他の関係当事者全員が，司法書士法務太郎の事務

所を訪れ，司法書士法務太郎は，下記，「川本四郎の会話の内容」のとおりに事実関係を

聴取した。司法書士法務太郎は，関係当事者全員から同日「川本四郎の会話の内容」に沿

ってすることができる全ての登記の申請手続について代理することの依頼を受けるととも

に，登記の申請手続に必要な書類を全て受領した。そして，管轄する登記所に対して，同

日，書面を提出する方法により，登記の申請を行った。 

 

「川本四郎の会話の内容」 

 いつもお世話になっております。私は，株式会社二海堂さんに対する，売買取引に基づ

く債務を平成31年３月25日付けで全て返済いたしました。弁済証書はこちらになります

（別紙８）。これに伴う登記手続をお願いいたします。なお，株式会社二海堂さんに対す

る債務は当該弁済により一切ありません。 

 以上に基づき，後記の問１から問４までに答えなさい。 

 

問１ 平成30年10月１日に司法書士法務太郎が申請した甲土地に係る各登記の申請情報の

内容のうち，登記の目的，登記原因及びその日付，申請人の氏名又は名称，添付情報
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並びに登録免許税額について，司法書士法務太郎が申請した登記の順に従って，答案

用紙の第１欄⑴及び⑵の各欄に記載しなさい。 

 

問２ 平成30年10月10日に司法書士法務太郎が申請した乙土地に係る登記の申請情報の内

容のうち，登記の目的，登記原因及びその日付，登記事項，申請人の氏名又は名称，

添付情報並びに登録免許税額について，答案用紙の第２欄に記載しなさい。 

 

問３ 平成31年２月１日に司法書士法務太郎が申請した甲土地に係る各登記の申請情報の

内容のうち，登記の目的，登記原因及びその日付，申請人の氏名又は名称，添付情報

並びに登録免許税額について，司法書士法務太郎が申請した登記の順に従って，答案

用紙の第３欄⑴から⑶までの各欄に記載しなさい。 

 

問４ 平成31年３月30日に司法書士法務太郎が申請した甲土地及び乙土地に係る各登記の

申請情報の内容のうち，登記の目的，登記原因及びその日付，申請人の氏名又は名称

並びに登録免許税額について，答案用紙の第４欄に記載しなさい。 

 

（事実関係に関する補足） 

１ 登記の申請に当たって法律上必要となる手続については，登記を申請するまでにす

べて採られているものとする。なお，登記上の利害関係を有する第三者が存在する場

合には，その者の作成に係る承諾書の交付が得られているものとする。 

２ 甲土地に係る不動産の課税標準の額は金2,820万円であり，乙土地に係る不動産の

課税標準の額は金2,245万円である。 

３ 甲土地の所在地を管轄する登記所と乙土地の所在地を管轄する登記所は異なるが，

いずれの登記所も，平成19年２月19日に不動産登記法附則第６条第１項の指定（いわ

ゆるオンライン庁の指定）を受けている。 

４ 平成30年10月１日に司法書士法務太郎が行った登記申請は，同月８日に登記が完了

している。 

 

（答案作成に当たっての注意事項） 

１ 司法書士法務太郎は，複数の登記の申請をする場合には，申請件数が最も少なくな

るように登記を申請しているものとする。 

２ 会社法人等番号を提供する方法により登記の申請手続をすることができる登記につ
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いては，会社法人等番号を提供する申請人等の記載の後に続けて，当該申請人等の会

社法人等番号を括弧書きで「（会社法人等番号0000－00－0000）」の要領で記載する。

なお，株式会社宗谷の会社法人等番号は，「0100－01－567890」である。 

３ 答案用紙の第１欄から第４欄までの申請人の氏名又は名称欄に解答を記載するに当

たっては，次の要領で行うこと。 

⑴ 「権利者」，「申請人」等の表示も記載するほか，持分の表示が必要な場合は，持

分の表示も，記載する。 

⑵ 住所，本店又は代表機関の資格及び氏名は，記載することを要しない。 

４ 答案用紙の第１欄から第３欄までの添付情報の欄に解答を記載するに当たっては，

次の要領で行うこと。 

⑴ 添付情報の解答は，その登記の申請に必要な添付情報を後記【添付情報一覧】か

ら選択し，その記号（アからソまで）を記載する。 

⑵ 法令の規定により添付を省略することができる情報及び提供されたものとみなさ

れる情報についても，後記【添付情報一覧】から選択し，その記号（アからソま

で）を記載する。 

⑶ 後記【添付情報一覧】のアからソまでに掲げられた情報以外の情報（登記申請に

関する委任状等）は，記載することを要しない。 

⑷ 後記【添付情報一覧】のカからコまでに掲げられた印鑑に関する証明書は，登記

名義人の住所を証する情報としては使用しないものとする。 

５ 答案用紙の第１欄から第４欄までの各項目の欄に申請すべき登記の申請情報等の内

容を記載するに当たり，記載すべき情報等がない場合には，その欄に「なし」と記載

すること。 

６ 申請すべき登記がない場合には，答案用紙の第１欄から第４欄までの登記の目的欄

に「登記不要」と記載すること。 

７ 添付情報のうち，登記申請に際して有効期限の定めがあるものは，登記の申請時に

おいて，全て有効期限内のものであるものとする。 

８ 別紙は，いずれも，実際の様式とは異なる。また，別紙には，記載内容の一部が省

略されているものがあり，別紙を含め，登記の申請に必要な添付情報は，いずれも，

【当事者から聴取した内容】に沿う形で，法律上適式に作成されているものとする。 

９ 数字を記載する場合には，算用数字を使用すること。 

10 登録免許税が免除され，又は軽減される場合には，その根拠となる法令の条項を登

録免許税欄の登録免許税額とともに記載する。 
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 登録免許税額の算出について，登録免許税法以外の法令による税の減免の規定の適

用はないものとする。  

11 訂正，加入又は削除をしたときは，訂正は訂正すべき字句に線を引き，近接箇所に

訂正後の字句を記載し，加入は加入する部分を明示して行い，削除は削除すべき字句

に線を引いて，訂正，加入又は削除をしたことが明確に分かるように記載すること。 
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【添付情報一覧】 

ア  新設分割計画書（別紙４） 

イ 共同根抵当権設定契約証書（別紙６） 

ウ 根抵当権変更契約書（別紙７） 

エ 弁済証書（別紙８） 

オ 登記原因証明情報（アからエまでを除く） 

カ 株式会社桐山の代表者の印鑑に関する証明書 

キ 株式会社二海堂の代表者の印鑑に関する証明書 

ク 株式会社宗谷の代表者の印鑑に関する証明書 

ケ 川本四郎の印鑑に関する証明書 

コ 島田五郎の印鑑に関する証明書 

サ 登記権利者の住民票の写し 

シ 所有権に関する登記識別情報又は登記済証 

ス 所有権以外の権利に関する登記識別情報又は登記済証 

セ 甲土地の登記事項証明書（平成30年９月10日発行のもの） 

ソ 登記上の利害関係を有する第三者の承諾を証する情報及び当該情報の作成者の印鑑に関す

る証明書 
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別紙１ 

履歴事項一部証明書 

会社法人等番号 0100－01－123456 

商 号 

 

株式会社桐山 

本 店 

 

東京都千代田区内幸町一丁目２番３号 

公告をする方法 

 

官報に掲載してする 

会社成立の年月日 

 

平成８年５月１日 

役員に関する事項 東京都世田谷区上馬五丁目４番３号 

代表取締役  桐山 一郎 

平成30年６月25日重任 

平成30年６月28日登記 

会社分割 平成30年９月20日東京都中央区新橋三丁目２番１号株式会社二海堂に分

割 

平成30年９月20日登記 

 

これは，登記簿に記録されている閉鎖されていない事項の一部であることを証明した書面

である。 

   平成30年９月30日 

東京法務局 

登記官                  ○ ○ ○ ○ 印 

 

 



2019年合格目標・記述式 Skill Up 講座 

無断複製・転載を禁じます 111 司法書士 

別紙２ 

履歴事項一部証明書 

会社法人等番号 0100－01－654321 

商 号 

 

株式会社二海堂 

本 店 

 

東京都中央区新橋三丁目２番１号 

公告をする方法 

 

官報に掲載してする 

会社成立の年月日 

 

平成30年９月20日 

役員に関する事項 東京都世田谷区三宿六丁目５番４号 

代表取締役  二海堂 三郎 

登記記録に関する

事項 

平成30年９月20日東京都千代田区内幸町一丁目２番３号株式会社桐山か

ら分割により設立 

平成30年９月20日登記 

 

 これは，登記簿に記録されている閉鎖されていない事項の一部であることを証明した書面

である。 

   平成30年９月30日 

東京法務局 

登記官                  ○ ○ ○ ○ 印 
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別紙３  

 

表題部（土地の表示） 調製 【略】 不動産番号 【略】 

地 図 番 号 余白 筆界特定 余白 

所 在 新宿区高田馬場一丁目 余白 

① 地 番 ② 地 目 ③ 地 積  ㎡ 原因及びその日付〔登記の日付〕 

23番45 宅地 100 76 余白 

余白 余白 余白  昭和63年法務省令第37号附則第２条第２項の規定に

より移記 

【略】 

 

権 利 部（ 甲 区 ）（ 所 有 権 に 関 す る 事 項 ） 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 所有権移転 平成９年８月７日 

第87654号 

原因 平成９年８月７日売買 

所有者 東京都千代田区飯田橋四丁目３番２号 

 川 本 四 郎 

順位２番の登記を移記 

 余白 余白  昭和63年法務省令第37号附則第２条第２項の

規定により移記 

【略】 

２ 所有権移転 平成26年９月７日 

第98765号 

原因 平成26年９月７日売買 

所有者 東京都東村山市青葉町一丁目１番１号 

 島 田 五 郎 

付記１号 買戻特約 平成26年９月７日 

第98765号 

原因 平成26年９月７日特約 

売買代金 金2,000万円 

契約費用 金70万円 

期間 平成26年９月７日から５年間 

買戻権者 東京都千代田区飯田橋四丁目３番

２号 

 川 本 四 郎 
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権 利 部（ 乙 区 ）（ 所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項 ） 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 根抵当権設定 平成26年４月30日 

第4000号 

原因 平成26年４月30日設定 

極度額 金3,000万円 

債権の範囲 売買取引 

確定期日 平成31年１月31日 

債務者 東京都千代田区飯田橋四丁目３番２号 

 川 本 四 郎 

根抵当権者 東京都千代田区内幸町一丁目２

番３号 

 株 式 会 社 桐 山 

２ 抵当権設定 平成27年５月31日 

第56789号 

 

原因 平成27年５月31日金銭消費貸借同日設

定 

債権額 金1,400万円 

債務者 東京都東村山市青葉町一丁目１番１号 

 島 田 五 郎 

抵当権者 東京都千代田区内幸町一丁目２番

３号 

 株 式 会 社 宗 谷 

 

 

 

 

 

 

 

   これは，登記記録に記録されている事項の全部を証明した書面である。 

  平成30年９月30日 

  東京法務局新宿出張所           登記官 ○ ○ ○ ○ 印 
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別紙４  

新設分割計画書 

 

 この新設分割計画書（以下，「分割計画書」という。）は，株式会社桐山（以下，「甲」とい

う。）が運営する事務機器の製造販売に関する事業の権利義務のすべてを新たに設立する株式

会社二海堂（以下，「乙」という。）に承継させるための新設分割（以下，「本件分割」とい

う。）をなすにあたり，その分割計画の内容を定めるものである。 

 

第１条 

乙の商号，本店の所在地，目的，発行可能株式総数は次のとおりとする。 

商号     株式会社二海堂 

本店の所在地 東京都中央区新橋三丁目２番１号 

＜以下略＞ 

 

（中略） 

 

第４条 新設会社設立の日は平成30年９月20日とする。ただし，前日までに分割に必要な手続

を遂行することができないときは，甲の取締役会の決議を経て，会社法の規定に従い，

これを変更することができる。 

 

第５条 乙が甲から承継する権利義務は，甲の事務機器の製造販売に関する一切の資産，負債，

契約上の地位，雇用契約その他の権利義務とする。また，当該事業による債権を担保す

るために設定されている根抵当権（平成26年４月30日受付第4000号東京法務局新宿出張

所登記済み）については，乙が全て取得するものとする。 

 

（以下，省略） 

 

平成30年４月１日 

 

東京都千代田区内幸町一丁目２番３号 

株 式 会 社 桐 山 

代表取締役  桐 山 一 郎 ㊞ 
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別紙５  

 

表題部（土地の表示） 調製 【略】 不動産番号 【略】 

地 図 番 号 余白 筆界特定 余白 

所 在 渋谷区上原二丁目 余白 

① 地 番 ② 地 目 ③ 地 積  ㎡ 原因及びその日付〔登記の日付〕 

44番４ 宅地 200 00 余白 

余白 余白 余白  昭和63年法務省令第37号附則第２条第２項の規定に

より移記 

【略】 

 

権 利 部（ 甲 区 ）（ 所 有 権 に 関 す る 事 項 ） 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 所有権移転 平成12年２月１日 

第2345号 

原因 平成12年２月１日売買 

所有者 東京都千代田区飯田橋四丁目３番２号 

 川 本 四 郎 

順位２番の登記を移記 

 余白 余白 昭和63年法務省令第37号附則第２条第２項の

規定により移記 

【略】 

 

 

 

 

 

 

これは，登記記録に記録されている事項の全部を証明した書面である。ただし，登記記

録の乙区に記録されている事項はない。 

 

平成30年９月30日 

東京法務局渋谷出張所           登記官 ○ ○ ○ ○ 印 



2019年合格目標・記述式 Skill Up 講座 

司法書士 116 無断複製・転載を禁じます 

別紙６ 

共同根抵当権設定契約証書 

（追加担保） 

平成30年９月30日 

東京都中央区新橋三丁目２番１号 

根抵当権者（甲） 株式会社二海堂 

代表取締役    二 海 堂 三 郎  ㊞ 

東京都千代田区飯田橋四丁目３番２号 

設 定 者（乙） 川 本 四 郎    ㊞ 

 

 根抵当権者 株式会社二海堂（以下，「甲」と呼ぶ。）と設定者 川本四郎（以下，「乙」

と呼ぶ。）は，以下のとおり追加的共同根抵当権設定契約を締結する。 

 

第１条（根抵当権の追加設定） 

 甲及び乙は，平成26年４月30日付け根抵当権設定契約により後記１の物件の上に設定され

た元本確定前の根抵当権（同日東京法務局新宿出張所受付第4000号登記済）の追加担保とし

て，乙の所有する後記２の物件の上に，共同担保として甲のために次のとおりの根抵当権を

設定する。 

１ 極 度 額    金30,000,000円 

１ 被担保債権の範囲 売買取引 

１ 債 務 者    東京都千代田区飯田橋四丁目３番２号 

川 本 四 郎 

１ 元本確定期日   定めない 

 

第２条（登記義務） 

 乙は，前条に基づく根抵当権設定登記の手続を遅滞なく履行し，その登記事項の証明書を

甲に提出する。第１条の根抵当権について，各種の変更等の合意がされたときも，同様の義

務を負うものとする。 

 

＜中略＞ 
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物件の表示 

１ 既登記物件の表示 

所   在 新宿区高田馬場一丁目 

地   番 23番45 

地   目 宅地 

地   積 100.76平方メートル 

（所有者 島田五郎） 

 

２ 追加設定物件の表示 

所   在 渋谷区上原二丁目 

地   番 44番４ 

地   目 宅地 

地   積 200.00平方メートル 

（所有者 川本四郎） 
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別紙７ 

根抵当権変更契約証書 

 

東京都中央区新橋三丁目２番１号 

株式会社二海堂  御中 

 

 

第１条（確定期日の変更） 

 根抵当権設定者は，平成26年４月30日付け根抵当権設定契約により後記物件の上に設定さ

れた根抵当権（平成26年４月30日東京法務局新宿出張所受付第4000号登記済）の元本の確定

すべき期日を，次のとおり変更します。 

 

 元本の確定期日 

変更前 平成31年１月31日 

変更後 平成33年４月30日 

 

物件の表示 

所   在 新宿区高田馬場一丁目 

地   番 23番45 

地   目 宅地 

地   積 100.76平方メートル 

 

平成31年１月20日 

 

東京都千代田区飯田橋四丁目３番２号 

川 本 四 郎 ㊞ 
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別紙８ 

弁済証書 

 

平成31年３月25日 

 東京都千代田区飯田橋四丁目３番２号 

川 本 四 郎 様 

 

 

東京都中央区新橋三丁目２番１号 

株 式 会 社 二 海 堂 

代表取締役 二 海 堂 三 郎 ㊞ 

 

 

 

 弊社は，貴殿に対し，平成30年４月15日付の売買契約により，金1,000万円の代金債権を有

しておりましたが，本日貴殿より全額弁済を受け，正に受領いたしました。 

 これにより，弊社と貴殿の間には，一切の債権債務関係がないことを確認いたします。 

以上 
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第１欄 

 ⑴ 

登記の目的 

 

 

登記原因及びその日付 

 

 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

 ⑵ 

登記の目的 

 

 

登記原因及びその日付 

 

 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 
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第２欄 

登記の目的 

 

 

登記原因及びその日付 

 

 

登記事項 

 

 

 

 

 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 
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第３欄 

 ⑴ 

登記の目的 

 

 

登記原因及びその日付 

 

 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

 ⑵ 

登記の目的 

 

 

登記原因及びその日付 

 

 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 
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 ⑶ 

登記の目的 

 

 

登記原因及びその日付 

 

 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

第４欄 

登記の目的 

登記原因及びその日付 

申請人の氏名又は名称 

登録免許税額 
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【解答例】 

第１欄 

 ⑴ 

登記の目的 

 

１番根抵当権一部移転 

登記原因及びその日付 

 

平成30年９月20日会社分割 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

権利者 株式会社二海堂 

    （会社法人等番号 0100－01－654321） 

義務者 株式会社桐山 

    （会社法人等番号 0100－01－123456） 

 

添付情報 

 

オ，ス ※ 

登録免許税額 

 

金３万円 

※ 「オ」は記載しなくても差し支えない。 

 

 ⑵ 

登記の目的 

 

１番根抵当権共有者株式会社桐山の権利移転 

登記原因及びその日付 

 

平成30年９月20日放棄 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

権利者 株式会社二海堂 

    （会社法人等番号 0100－01－654321） 

義務者 株式会社桐山 

    （会社法人等番号 0100－01－123456） 

添付情報 

 

オ，ス 

登録免許税額 

 

金３万円 
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第２欄 

登記の目的 

 

共同根抵当権設定（追加） 

登記原因及びその日付 

 

平成30年９月30日設定 

登記事項 

 

 

 

 

極 度 額 金3,000万円 

債権の範囲 売買取引 

債 務 者 東京都千代田区飯田橋四丁目３番２号 

      川本四郎 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

根抵当権者 株式会社二海堂 

      （会社法人等番号 0100－01－654321） 

設 定 者 川本四郎 

添付情報 

 

イ，ケ，シ，セ 

登録免許税額 

 

金1,500円（登録免許税法第13条第２項） 
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第３欄 

 ⑴ 

登記の目的 

 

所有権移転 

登記原因及びその日付 

 

平成31年１月20日買戻 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

権利者 川本四郎 

義務者 島田五郎 

添付情報 

 

オ，コ，サ，シ 

登録免許税額 

 

金56万4,000円 

 

 ⑵ 

登記の目的 

 

２番抵当権抹消 

登記原因及びその日付 

 

平成31年１月20日買戻権行使による所有権移転 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

 

権利者 川本四郎 

義務者 株式会社宗谷 

    （会社法人等番号 0100－01－567890） 

 

 

 

添付情報 

 

オ，ス 

登録免許税額 

 

金1,000円 
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 ⑶ 

登記の目的 

 

登記不要 

登記原因及びその日付 

 

 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

第４欄 

登記の目的 

登記原因及びその日付 

申請人の氏名又は名称 

登録免許税額 

１番根抵当権元本確定 

平成31年１月31日確定 

 

 

 

権利者 川本四郎 

義務者 株式会社二海堂 

（会社法人等番号 0100－01－654321） 

金1,000円  

 

１番根抵当権抹消 

平成31年３月25日弁済 

 

 

 

権利者 川本四郎 

義務者 株式会社二海堂 

（会社法人等番号 0100－01－654321） 

金1,000円 

 

１番根抵当権抹消 

平成31年３月25日弁済 

権利者 川本四郎 

義務者 株式会社二海堂 

（会社法人等番号 0100－01－654321） 

金1,000円 
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会社分割による根抵当権の一部の移転の登記 

根抵当権の共有者の権利の移転の登記 

１ 会社分割の意義，効果 

会社分割とは，分割をする会社（分割会社）の事業に関する権利義務の全部または一部を

他の会社（承継会社）に承継または取得させる組織法上の行為であり，吸収分割と新設分割

の２つの類型がある（会§757，762）。 

会社分割の効力は，吸収分割においては吸収分割契約において定めた効力発生日に（会§

758⑦，759Ⅰ），新設分割においてはその成立する日に（会§49，登記の日，会§764Ⅰ）お

いて生ずる。 

新設分割の方法により会社分割がされたときは，新設会社は，効力発生日に，新設分割計

画の定めに従い，分割会社の権利義務を承継するので（会§764Ⅰ），新設分割計画において，

分割会社の有していた不動産に関する権利を新設会社に承継させる旨の定めがある場合には，

会社分割の効力が生じた時にその不動産に関する権利は分割会社から新設会社に移転する。

この場合は，「会社分割」を登記原因として当該権利の移転の登記を申請する（先例平

13.3.30－867）。 

 

２ 会社分割による根抵当権の一部の移転の登記 

元本の確定前に根抵当権者を分割をする会社とする分割があったときは，根抵当権は，分

割の時に存する債権のほか，分割をした会社および分割により設立された会社または当該分

割をした会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を当該会社から承継した

会社が分割後に取得する債権を担保する（民§398の10Ⅰ）。 

つまり，根抵当権者を分割会社とする新設分割がされると，元本の確定前の根抵当権は，

法律上当然に分割会社と新設会社が準共有するものとなるので，新設会社への根抵当権の一

部の移転の登記を申請する（先例平13.3.30－867）。 

この新設分割に伴う根抵当権の一部の移転の登記は，新設会社を登記権利者，分割会社を

登記義務者として共同して申請する（不登§60，同先例）。登記原因証明情報としては，根

抵当権者を分割会社とする会社分割により分割会社から承継した旨の記録のある新設会社の

登記事項証明書（会社法人等番号）を提供すれば足り，分割計画の内容を証する情報を提供

することを要しない（先例平17.8.8－1811，平27.10.23－512）。また，申請情報と併せて，

根抵当権設定者の承諾を証する情報を提供することを要しない（質疑登研640Ｐ163）。 

なお，会社分割に伴う根抵当権の準共有は法律上当然に生ずるものであるため，分割計画

において根抵当権の帰属につき民法398条の10第１項と異なる定めがされているときでも，
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直ちに新設会社への根抵当権の全部の移転の登記等を申請することはできない（先例平

13.3.30－867）。 

 

３ 根抵当権の共有者の権利の放棄 

⑴ 意義，効果 

根抵当権を数人が準共有している場合，共有者の１人がその権利を放棄したときは，放

棄された権利は他の共有者に帰属する（民§255）。この場合は，「放棄」を登記原因とし

て，根抵当権の共有者の権利の移転の登記を申請する。 

なお，根抵当権の共有者の権利の譲渡（民§398の14Ⅱ）とは異なり，放棄をする場合

には，設定者の承諾や他の共有者の同意は必要とされていない。 

 

⑵ 登記の手続 

放棄による共有者の権利の移転の登記は，権利が帰属した他の共有者を登記権利者，放

棄した者を登記義務者として共同で申請する（不登§60）。 

登記の目的は「○番根抵当権共有者何某の権利移転」と提供する（先例昭46.12.24－

3630）。 

申請情報と併せて，設定者の承諾や他の共有者の同意を証する情報を提供することを要

しない（質疑登研490Ｐ145）。 

 

４ 本問における展開 

平成30年４月１日，株式会社桐山は，新設分割の効力発生日を平成30年９月20日とし，株

式会社桐山を分割会社，株式会社二海堂を新設分割設立会社とする新設分割計画書を作成し

た（平成30年10月１日桐山一郎の会話の内容，別紙４）。そして，平成30年９月20日，新設

分割の効力発生日を迎え，株式会社桐山および株式会社二海堂の本店所在地において新設分

割による変更の登記および設立の登記がそれぞれされた（同会話の内容，別紙１，２）。 

甲土地の乙区１番において，株式会社桐山の根抵当権が設定されており，当該新設分割計

画書において，当該根抵当権については，株式会社二海堂が取得すると定められている。し

かし，元本の確定前の根抵当権について，根抵当権者を分割をする会社とする会社分割があ

ったときは，分割計画の定めにかかわらず，法律上当然に当該根抵当権は分割会社と新設会

社の準共有となるので，乙区１番の根抵当権については，まず，会社分割を登記原因として，

株式会社桐山から株式会社二海堂への根抵当権の一部の移転の登記を申請する必要がある。

そして，株式会社桐山は，新設分割の効力発生日と同日に当該根抵当権について権利の放棄
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をしているので（同会話の内容），放棄を登記原因として，根抵当権の共有者株式会社桐山

の権利について株式会社二海堂への移転の登記を申請する。 

→ 会社分割を登記原因として，直接，株式会社桐山から株式会社二海堂への根抵当権の

（全部の）移転の登記を申請することはできない。 

 

５ 申請情報の作成 

（会社分割による根抵当権の一部の移転の登記） 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「１番根抵当権一部移転」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成30年９月20日会社分割」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①②） 

登記権利者として株式会社二海堂の名称，住所および代表者の氏名を記載し，登記義務

者として株式会社桐山の名称，住所および代表者の氏名を記載する。なお，元本の確定前

に根抵当権の一部が移転した旨の登記であるので，登記権利者が取得した持分に関する表

示を記載することを要しない（不登令§３⑨参照）。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22） 

株式会社桐山の甲土地の乙区１番の登記識別情報（を記載した書面）を添付する。 

② 登記原因証明情報（不登§61，不登令§７Ⅰ⑤ロ） 

株式会社二海堂を新設分割設立会社，株式会社桐山を分割会社とする会社分割があっ

た旨の記載のある株式会社二海堂の登記事項証明書（会社法人等番号）を提供する（先

例平17.8.8－1811，平27.10.23－512）。 

③ 会社法人等番号（不登令§７Ⅰ①イ） 

株式会社二海堂および株式会社桐山の会社法人等番号を提供する。 

④ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

株式会社二海堂の代表者から司法書士への委任状，株式会社桐山の代表者から司法書

士への委任状を添付する。 

オ 課税価額（不登規則§189Ⅰ） 

極度額金3,000万円を分割後の共有者の数（２）で除した金1,500万円である（登税別表

第1.1⑺）。 

カ 登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

課税価額金1,500万円に，会社分割による根抵当権の移転の登記の税率1000分の２（登
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税別表第1.1⑺）を乗じた金３万円である。 

 

（根抵当権の共有者の権利の放棄の登記） 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「１番根抵当権共有者株式会社桐山の権利移転」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成30年９月20日放棄」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①②） 

登記権利者として株式会社二海堂の名称，住所および代表者の氏名を記載し，登記義務

者として株式会社桐山の名称，住所および代表者の氏名を記載する。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22） 

株式会社桐山の甲土地の乙区１番の登記識別情報（を記載した書面）を添付する。 

② 登記原因証明情報（不登§61，不登令§７Ⅰ⑤ロ） 

根抵当権の共有者の権利の放棄がされ，権利が他の共有者株式会社二海堂に帰属した

旨が記載された書面を添付する。 

③ 会社法人等番号（不登令§７Ⅰ①イ） 

株式会社二海堂および株式会社桐山の会社法人等番号を提供する。 

④ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

株式会社二海堂の代表者から司法書士への委任状，株式会社桐山の代表者から司法書

士への委任状を添付する。 

オ 課税価額（不登規則§189Ⅰ） 

極度額金3,000万円を放棄前の共有者の数（２）で除した金1,500万円である（先例昭

46.10.4－3230参照）。 

カ 登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

課税価額金1,500万円に，その他の原因による根抵当権の移転の登記の税率1000分の２

（登税別表第1.1⑹ロ）を乗じた金３万円である。 

 

共同根抵当権の追加設定の登記 

１ 共同根抵当権の意義 

同一の債権を担保するために数個の不動産を目的として根抵当権を設定しても，それらの

根抵当権は当然には共同担保の関係とはならず，各根抵当権はそれぞれ独立した根抵当権と
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して，各不動産につき極度額を限度として優先弁済を受けることができる（累積共同根抵当，

民§398の18）。 

ただし，一定の要件を満たす場合にはそれら数個の根抵当権は共同担保の関係となり，民

法392条，393条の規定が適用される（純粋共同根抵当，民§398の16，以下「共同根抵当

権」という）。共同根抵当権が成立するための要件は，①同一の債権を担保するものである

こと（極度額，債権の範囲および債務者が同一），および②設定と同時に共同担保である旨

の登記をすることである。 

①については極度額，債権の範囲および債務者が同一であれば足り，それ以外の事項，例

えば，元本の確定期日については，各不動産につき同一であることが共同根抵当権の成立要

件とはされておらず，一方の不動産についてのみ，元本の確定期日が定められている形でも

差し支えない。元本の確定期日の定めが異なっていても，同一の債権を担保する根抵当権で

あることに変わりはないからである。 

 

２ 共同根抵当権の追加設定の登記 

共同根抵当権は，数個の不動産について同時に設定する必要はなく，既に設定の登記がさ

れた根抵当権に追加的に設定し，共同担保の関係とすることができる。 

共同根抵当権の追加設定の登記を申請するときは，共同根抵当権の設定の登記であること

および追加設定の登記であることを示すために，申請情報の内容における登記の目的として

「共同根抵当権設定（追加）」と提供する（不登令別表56申請情報欄ハ）。 

また，申請情報の内容として，既に設定の登記がされている根抵当権に関する表示を提供

することを要する（不登令別表56申請情報欄ニ）。そして，前の登記に他の登記所の管轄区

域内にある不動産に関するものがあるときは，当該前の登記に関する登記事項証明書を提供

することを要する（同添付情報欄ロ）。 

 

３ 本問における展開 

平成30年９月30日，株式会社二海堂は，乙土地の所有者川本四郎との間で，甲土地の乙区

１番で設定の登記がされている根抵当権の追加担保として，乙土地を目的として共同根抵当

権の追加設定契約を締結した（平成30年10月１日二海堂三郎の会話の内容，別紙６）。甲土

地については，元本の確定期日の定めが登記されており，乙土地に対する当該根抵当権の設

定契約については，元本の確定期日が定められていないが，当該追加設定契約は，共同根抵

当権の成立の要件を満たしており（極度額，債権の範囲および債務者が同一），適法である。

したがって，乙土地に対する共同根抵当権の追加設定の登記を申請する。 
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４ 申請情報の作成 

ア 登記の目的（不登令§３⑤，不登令別表56申請情報欄ハ） 

「共同根抵当権設定（追加）」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成30年９月30日設定」と記載する。 

ウ 登記事項（不登令別表56申請情報欄イロ） 

極度額，債権の範囲，債務者を記載する。具体的には解答例参照。 

エ 申請人（不登令§３①②） 

根抵当権者として株式会社二海堂の名称，住所および代表者の氏名を記載し，設定者と

して川本四郎の氏名および住所を記載する。 

オ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22，不登附§７） 

川本四郎の乙土地の甲区１番の登記済証を添付する。 

② 登記原因証明情報（不登§61，不登令別表56添付情報欄イ） 

共同根抵当権の追加設定の契約がされた旨を証する書面を添付する。 

③ 会社法人等番号（不登令§７Ⅰ①イ） 

株式会社二海堂の会社法人等番号を提供する。 

④ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

株式会社二海堂の代表者から司法書士への委任状，川本四郎から司法書士への委任状

を添付する。 

⑤ 印鑑証明情報（不登令§18ⅡⅢ） 

川本四郎が委任状に押印した印鑑について，市区町村長の作成に係る作成後３か月以

内の証明書を添付する。 

⑥ 前登記証明情報（不登令別表56添付情報欄ロ） 

前の登記が他の登記所の管轄区域内にある不動産に関するものであるので，甲土地の

登記事項証明書を添付する。 

カ 登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

共同根抵当権の追加設定の登記として，不動産１個につき金1,500円である（登税§13

Ⅱ）。なお，減税措置の根拠条文を「登録免許税法第13条第２項」と記載する（不登規則

§189Ⅲ）。 

キ 前に受けた登記の表示（不登令別表56申請情報欄ニ） 

既に根抵当権の設定の登記がされている甲土地の表示および根抵当権の順位事項（乙区
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１番）を記載する。 

 

買戻しによる所有権の移転の登記 

買戻権行使による所有権の移転に基づく抵当権の登記の抹消 

１ 買戻しの特約の意義 

不動産の売主は，売買契約と同時にした買戻しの特約により，買主が現実に支払った売買

代金および契約の費用を返還して，当該売買の解除をすることができる（民§579）。 

買戻しの特約は売買契約と同時にすることを要し，売買契約と同時に買戻しの特約を登記

したときは，買戻しは，第三者に対しても，その効力を生ずる（民§581Ⅰ）。 

買戻しの期間は，10年を超えることができない。特約でこれより長い期間を定めたとして

も，その期間は10年とされる（民§580Ⅰ）。また，いったん買戻しについて期間を定めたと

きは，その後にこの期間を伸長することはできない（同Ⅱ）。買戻しについて期間を定めな

かったときは，５年以内に買戻しをしなければならない（同Ⅲ）。 

 

２ 買戻権の行使と登記手続 

買戻権者は，買戻しの期間内に，買主が現実に支払った売買代金および契約費用の全額を

返還して，売買契約の解除をすることができる（民§583Ⅰ）。 

買戻権は一種の解除権であり，買戻権が行使されると売買契約は遡及してその効力を失う。

その結果，不動産の所有権ははじめから買主に移転しなかったことになる。しかし，この場

合の登記手続は，買主への所有権の移転の登記の抹消ではなく，「買戻」を登記原因として，

買戻権者への所有権の移転の登記をする方法による（大判大5.4.11，先例大元.9.30－444）。 

そして，買戻しによる所有権の移転の登記がされたときは，買戻権が消滅したことが登記

官において明らかとなるので，買戻しの特約の登記は，登記官の職権により抹消される（不

登規則§174）。 

 

３ 買戻しの特約の登記に後れる抵当権の登記の抹消 

買戻権が行使されると，買戻しの特約が付された売買は遡及的に効力を失い，当該不動産

ははじめから買主に移転しなかったことになる。そのため，売買による所有権の移転の登記

および買戻しの特約の登記がされた後に，第三者のための抵当権の設定の登記がされている

ときは，買戻権の行使により当該抵当権は消滅するので，抵当権の登記の抹消を申請する。 

この抵当権の登記の抹消は，「買戻権行使による所有権移転」を登記原因とし，買戻しに

より所有権を取得した者を登記権利者，抵当権の登記名義人を登記義務者として，共同して
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申請する（不登§60）。 

なお，当該抵当権の登記を登記官が職権で抹消することはできない。 

 

４ 本問における展開 

平成31年１月20日，川本四郎は，甲土地の甲区２番付記１号で登記されている買戻権に基

づき（買主である）島田五郎に対して直接，売買代金等の全額の支払いをして買戻権行使の

意思表示をした（平成31年２月１日川本四郎の会話の内容）。そのため，甲土地について，

島田五郎から川本四郎に対して「買戻」を登記原因とする所有権の移転の登記を申請する。 

また，甲土地について売買による所有権の移転の登記および買戻しの特約の登記がされた

後に，乙区２番で株式会社宗谷のための抵当権の設定の登記がされているが（別紙３），当

該抵当権は，買戻権の行使により消滅するものとなるので，買戻権が行使された平成31年１

月20日を登記原因の日付，「買戻権行使による所有権移転」を登記原因として，抵当権の登

記の抹消を申請する。当該抵当権の抹消において登記上利害関係を有する第三者は存しない。 

なお，乙区１番の根抵当権は，甲土地について売買による所有権の移転の登記および買戻

しの特約の登記がされる前に設定の登記がされているので（同別紙参照），買戻権の行使に

より消滅することはない。 

 

５ 申請情報の作成 

（買戻しによる所有権の移転の登記） 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「所有権移転」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成31年１月20日買戻」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①） 

登記権利者として川本四郎の氏名および住所を記載し，登記義務者として島田五郎の氏

名および住所を記載する。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22） 

島田五郎の甲土地の甲区２番の登記識別情報（が記載された書面）を添付する。 

② 登記原因証明情報（不登§61，不登令別表30添付情報欄イ） 

買戻権が行使され，所有権が移転した旨を証する書面を添付する。 
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③ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

川本四郎から司法書士への委任状，島田五郎から司法書士への委任状を添付する。 

④ 印鑑証明情報（不登令§18ⅡⅢ） 

島田五郎が委任状に押印した印鑑について，市区町村長が作成した作成後３か月以内

の証明書を添付する。 

⑤ 住所証明情報（不登令別表30添付情報欄ロ） 

川本四郎の住民票の写し等を添付する。 

オ 課税価額（不登規則§189Ⅰ） 

甲土地の価額金2,820万円である。 

カ 登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

課税価額金2,820万円に，その他の原因による所有権の移転の登記の税率1000分の20

（登税別表第1.1⑵ハ）を乗じた金56万4,000円である。 

（抵当権の登記の抹消） 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「２番抵当権抹消」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成31年１月20日買戻権行使による所有権移転」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①②） 

登記権利者として川本四郎の氏名および住所を記載し，登記義務者として株式会社宗谷

の名称，住所および代表者の氏名を記載する。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22） 

株式会社宗谷の甲土地の乙区２番の登記識別情報（が記載された書面）を添付する。 

② 登記原因証明情報（不登§61，不登令別表26添付情報欄ホ） 

買戻権の行使によって抵当権が消滅した旨を証する書面を添付する。 

③ 会社法人等番号（不登令§７Ⅰ①イ） 

株式会社宗谷の会社法人等番号を提供する。 

④ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

川本四郎から司法書士への委任状，株式会社宗谷の代表者から司法書士への委任状を

添付する。 
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オ 登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

登記の抹消として，不動産１個につき金1,000円である（登税別表第1.1⒂）。 

 

根抵当権の元本の確定期日の変更（登記の申請をすることができない事項） 

１ 根抵当権の元本確定期日の変更 

根抵当権の担保すべき元本については，その確定すべき期日を変更することができる（民

§398の６Ⅰ）。この変更後の確定期日は，この変更の日から５年以内でなければならない

（同Ⅲ）。また，元本の確定期日の変更については，その変更前の期日が到来する前に登記

をしなければ，担保すべき元本は，その変更前の期日に確定する（同Ⅳ）。変更前の期日が

到来する前に，元本の確定期日を延長する変更契約をした場合においても，変更前の期日よ

りも前に当該変更の登記をしなければ，元本は変更前の元本の確定期日に確定し，その後に

確定期日の変更の登記を申請することはできない。 

 

２ 本問における展開 

平成31年１月20日，甲土地の所有者（設定者）である川本四郎と株式会社二海堂は，甲土

地の乙区１番の根抵当権について，その元本の確定期日を平成31年１月31日から平成33年４

月30日に変更する契約をした（平成31年２月１日二海堂三郎の会話の内容，別紙７）。当該

変更契約がされたのは，平成31年１月20日であるが，当該変更の登記を，変更前の元本確定

期日（平成31年１月31日）までにしていないので（川本四郎，株式会社二海堂の代表取締役

二海堂三郎が司法書士法務太郎の事務所に訪れた日が平成31年２月１日である），当該根抵

当権の元本は，変更前の確定期日である平成31年１月31日に確定した。したがって，当該根

抵当権の元本の確定期日の変更の登記は申請することができない。 

 

根抵当権の元本の確定の登記 

弁済による根抵当権の登記の抹消 

１ 根抵当権の元本の確定の効果 

元本の確定前の根抵当権は，被担保債権との付従性・随伴性が否定されるため，被担保債

権のすべてが消滅しても根抵当権は消滅せず，被担保債権が第三者に譲渡されても根抵当権

はそれに伴って第三者に移転しない（民§398の７Ⅰ）。 

一方，根抵当権の元本が確定すると，根抵当権によって担保される元本債権の流動性が失

われ，根抵当権によって担保される債権が具体的に特定される。元本が確定した後は，その

根抵当権の債権の範囲に属する取引がされても，新たに発生した債権は根抵当権によっては
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担保されなくなる。また，元本が確定した後は，被担保債権との付従性・随伴性が生ずるた

め，元本の確定後の根抵当権の被担保債権のすべてが弁済等により消滅したときは，付従性

により根抵当権も消滅し，元本の確定後に根抵当権の被担保債権が譲渡されたときは，根抵

当権もそれに伴って移転するものとなる。 

共同根抵当権（民§398の16）については，共同担保の目的である１個の不動産について

のみ元本の確定事由が生じたときには，全ての不動産について元本が確定する（民§398の

17Ⅱ）。そのため，甲土地と乙土地に設定の登記がされている共同根抵当権について，甲土

地の共同根抵当権の元本確定期日が到来し，元本が確定したときは，乙土地の根抵当権につ

いても元本が確定するものとなる。 

 

２ 根抵当権の元本の確定の登記 

元本が確定した後の根抵当権について，債権譲渡や代位弁済による移転の登記，債務の弁

済による登記の抹消等，元本が確定した後にのみすることのできる登記を申請するためには，

登記記録上元本が確定していることが明らかである場合を除き，前提として根抵当権の元本

の確定の登記をすることを要する（先例昭46.10.4－3230）。 

根抵当権の元本の確定の登記は，原則として，根抵当権設定者を登記権利者，根抵当権者

を登記義務者として共同で申請する（不登§60，先例昭46.10.4－3230）。 

登記の目的は「〇番根抵当権元本確定」，登記原因は「年月日確定」と提供する。なお，

申請情報の内容として，元本の確定時の債権額等を提供することを要しない（先例昭

46.10.4－3230）。 

３ 弁済による根抵当権の登記の抹消 

元本の確定した根抵当権は，特定の債権を担保するものとなる。そのため，被担保債権の

全額が弁済等により消滅したときは，それに伴い根抵当権も消滅するので（付従性），弁済

を登記原因として根抵当権の登記の抹消を申請する。 

根抵当権の登記の抹消は，根抵当権設定者（所有権の登記名義人）を登記権利者，根抵当

権の登記名義人を登記義務者として共同して申請する（不登§60）。 

なお，当該登記の抹消を申請する場合において，登記上の利害関係を有する第三者が存す

るときは，当該第三者の承諾を証する当該第三者が作成した情報または当該第三者に対抗す

ることができる裁判があったことを証する情報を提供することを要する（不登令別表26添付

情報欄ヘ）。 
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４ 本問における展開 

平成31年３月25日，川本四郎は株式会社二海堂に対する売買代金債務の全てを弁済した

（平成31年３月30日川本四郎の会話の内容）。当該債権を担保していた，甲土地および乙土

地に対して設定の登記がされている共同根抵当権の元本は，平成31年１月31日に確定してお

り，被担保債権の全ての弁済により，当該共同根抵当権は消滅する。 

甲土地については，元本の確定期日が登記されており，登記上元本が確定していることは

明らかとなるが，乙土地については，元本の確定期日は登記されておらず，元本が確定して

いることが登記上明らかではない。したがって，共同根抵当権の登記の抹消を申請する前提

として，乙土地について，元本の確定の登記を申請する。そして，その後，甲土地および乙

土地に設定の登記がされている共同根抵当権の登記の抹消を申請する。なお，甲土地と乙土

地は，それぞれ別の登記所の管轄に属するので，一の申請情報によって申請することはでき

ず，それぞれの管轄の登記所に根抵当権の登記の抹消を申請をする。 

 

５ 申請情報の作成 

（元本の確定の登記） 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「１番根抵当権元本確定」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成31年１月31日確定」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①②） 

登記権利者として川本四郎の氏名および住所を記載し，登記義務者として株式会社二海

堂の名称，住所および代表者の氏名を記載する。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22） 

株式会社二海堂の乙土地乙区１番の登記識別情報（が記載された書面）を添付する。 

② 登記原因証明情報（不登§61，不登令§７Ⅰ⑤ロ） 

根抵当権の元本が確定した旨が記載された書面を添付する。 

③ 会社法人等番号（不登令§７Ⅰ①イ） 

株式会社二海堂の会社法人等番号を提供する。 

④ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

川本四郎から司法書士への委任状，株式会社二海堂の代表者から司法書士への委任状

を添付する。 
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オ 登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

付記登記として，不動産１個につき金1,000円である（登税別表第1.1⒁）。 

 

（根抵当権の登記の抹消 甲土地） 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「１番根抵当権抹消」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成31年３月25日弁済」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①②） 

登記権利者として川本四郎の氏名および住所を記載し，登記義務者として株式会社二海

堂の名称，住所および代表者の氏名を記載する。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22） 

株式会社二海堂の甲土地の乙区１番付記１号，付記２号の登記識別情報（が記載され

た書面）を添付する。 

② 登記原因証明情報（不登§61，不登令別表26添付情報欄ホ） 

被担保債権の弁済により根抵当権が消滅した旨を証する書面を添付する。 

③ 会社法人等番号（不登令§７Ⅰ①イ） 

株式会社二海堂の会社法人等番号を提供する。 

④ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

川本四郎から司法書士への委任状，株式会社二海堂の代表者から司法書士への委任状

を添付する。 

オ 登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

登記の抹消として，不動産１個につき金1,000円である（登税別表第1.1⒂）。 

 

（根抵当権の登記の抹消 乙土地） 

ア 登記の目的（不登令§３⑤） 

「１番根抵当権抹消」と記載する。 

イ 登記原因及びその日付（不登令§３⑥） 

「平成31年３月25日弁済」と記載する。 

ウ 申請人（不登令§３①②） 

登記権利者として川本四郎の氏名および住所を記載し，登記義務者として株式会社二海
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堂の名称，住所および代表者の氏名を記載する。 

エ 添付情報（不登規則§34Ⅰ⑥） 

① 登記識別情報（不登§22） 

株式会社二海堂の乙土地の乙区１番の登記識別情報（が記載された書面）を添付する。 

② 登記原因証明情報（不登§61，不登令別表26添付情報欄ホ） 

被担保債権の弁済により根抵当権が消滅した旨を証する書面を添付する。 

③ 会社法人等番号（不登令§７Ⅰ①イ） 

株式会社二海堂の会社法人等番号を提供する。 

④ 代理権限証明情報（不登令§７Ⅰ②） 

川本四郎から司法書士への委任状，株式会社二海堂の代表者から司法書士への委任状

を添付する。 

オ 登録免許税（不登規則§189Ⅰ） 

登記の抹消として，不動産１個につき金1,000円である（登税別表第1.1⒂）。 
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＜完了後の登記記録＞ 
 

甲土地 

権 利 部（ 甲 区 ）（ 所 有 権 に 関 す る 事 項 ） 

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 所有権移転 平成９年８月７日 

第87654号 

原因 平成９年８月７日売買 

所有者 東京都千代田区飯田橋四丁目３番２号 

 川 本 四 郎 

２ 所有権移転 平成26年９月７日 

第98765号 

原因 平成26年９月７日売買 

所有者 東京都東村山市青葉町一丁目１番１号 

 島 田 五 郎 

付記１号 買戻特約 平成26年９月７日 

第98765号 

原因 平成26年９月７日特約 

売買代金 金2,000万円 

契約費用 金70万円 

期間 平成26年９月７日から５年間 

買戻権者 東京都千代田区飯田橋四丁目３番２号 

 川 本 四 郎 

３ 所有権移転 平成31年２月１日 

第2000号 

原因 平成31年１月20日買戻 

所有者 東京都千代田区飯田橋四丁目３番２号 

 川 本 四 郎 

４ ２番付記１号買

戻権抹消 

余白 ３番所有権移転登記により平成31年２月１日登

記 
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権 利 部（ 乙 区 ）（ 所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項 ） 

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 根抵当権設定 平成26年４月30日 

第4000号 

原因 平成26年４月30日設定 

極度額 金3,000万円 

債権の範囲 売買取引 

確定期日 平成31年１月31日 

債務者 東京都千代田区飯田橋四丁目３番２号 

 川 本 四 郎 

根抵当権者 東京都千代田区内幸町一丁目２番

３号 

 株 式 会 社 桐 山 

付記１号 １番根抵当権一

部移転 

平成30年10月１日 

第9000号 

原因 平成30年９月20日会社分割 

根抵当権者 東京都中央区新橋三丁目２番１号 

 株 式 会 社 二 海 堂 

付記２号 １番根抵当権共

有者株式会社桐

山の権利移転 

平成30年10月１日 

第9001号 

原因 平成30年９月20日放棄 

根抵当権者 東京都中央区新橋三丁目２番１号 

 株 式 会 社 二 海 堂 

付記３号 １番根抵当権担

保追加 

平成30年10月11日 

第9100号 

共同担保 目録（う）第100号 

２ 抵当権設定 平成27年５月31日 

第56789号 

 

原因 平成27年５月31日金銭消費貸借同日設定 

債権額 金1,400万円 

債務者 東京都東村山市青葉町一丁目１番１号 

 島 田 五 郎 

抵当権者 東京都千代田区内幸町一丁目２番３号 

 株 式 会 社 宗 谷 

３ ２番抵当権抹消 平成31年２月１日 

第2001号 

原因 平成31年１月20日買戻権行使による所有

権移転 

４ １番根抵当権抹

消 

平成31年３月30日 

第3000号 

原因 平成31年３月25日弁済 
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乙土地  

※甲区については，変更がないので省略。 

権 利 部（ 乙 区 ）（ 所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項 ） 

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

１ 根抵当権設定 平成30年10月10日 

第5000号 

原因 平成30年９月30日設定 

極度額 金3,000万円 

債権の範囲 売買取引 

債務者 東京都千代田区飯田橋四丁目３番２号 

 川 本 四 郎 

根抵当権者 東京都中央区新橋三丁目２番１号 

 株 式 会 社 二 海 堂 

共同担保 目録（む）第150号 

付記１号 １番根抵当権元

本確定 

平成31年３月30日 

第4000号 

原因 平成31年１月31日確定 

２ １番根抵当権抹

消 

平成31年３月30日 

第4001号 

原因 平成31年３月25日弁済 

 

※ 下線のあるものは抹消された事項であることを示す。 

※ 移記事項については省略。 
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 2019年合格目標 記述式 Skill Up 講座 第１回 （不動産登記法１） 確認問題答案用紙 
 
 

第１欄 １件目 

登記の目的  

登記原因及びその日付  

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

適用法令  

添付情報 登記識別情報    （ 要 ・ 不要 ） 

  

 登記原因証明情報  （ 要 ・ 不要 ） 

 印鑑証明情報    （ 要 ・ 不要 ）  

  

 代理権限証明情報  （ 要 ・ 不要 ） 

   

 

 その他 

  

  

 

登録免許税  

 

 

第２欄 ２件目 

登記の目的  

登記原因及びその日付  

申請人の氏名又は名称 

 

 

添付情報 登記識別情報    （ 要 ・ 不要 ） 

   

 登記原因証明情報  （ 要 ・ 不要 ） 

 印鑑証明情報    （ 要 ・ 不要 ）  

   

 代理権限証明情報  （ 要 ・ 不要 ） 

  

 

 その他 

   

 

登録免許税  
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第１欄  

⑴ １番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

 ⑵ ２番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 
 

 

 

 ⑶ ３番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

第２欄  

 ⑴ １番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 



司法書士 

 

 

 ⑵ ２番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

 ⑶ ３番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

 

第３欄 

⑴ １番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

 ⑵ ２番目に申請した登記 

登記の目的 

 

 

申

請

事

項

等 

登記原因 

及びその日付 

 

上記以外の 

申請事項等 

 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 
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第１欄 

 ⑴ 

登記の目的 

 

 

登記原因及びその日付 

 

 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

 ⑵ 

登記の目的 

 

 

登記原因及びその日付 

 

 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

 
 

第２欄 

登記の目的 

 

 

登記原因及びその日付 

 

 

登記事項 

 

 

 

 

 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 
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第３欄 

 ⑴ 

登記の目的 

 

 

登記原因及びその日付 

 

 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

 ⑵ 

登記の目的 

 

 

登記原因及びその日付 

 

 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

 

 

 ⑶ 

登記の目的 

 

 

登記原因及びその日付 

 

 

申請人の氏名又は名称 

 

 

 

 

 

 

添付情報 

 

 

登録免許税額 

 

 

 

第４欄 

登記の目的 

登記原因及びその日付 

申請人の氏名又は名称 

登録免許税額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




